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 道路盛土の耐震性能については｢道路土工－盛土工指針（平成 22 年度版）」１）の中で従来版

より記述が拡充されたものの、その確保のためには大幅な工費の増加を伴うという認識が一

般的である。当事務所では、第二阪和国道南山中地区において、高価な材料を使用すること

なく現地発生したせん断抵抗の大きい岩砕等を盛土材料として有効利用することでﾚﾍﾞﾙ 1 地

震動に対する基準安全率を満足する高盛土を施工した。また、締固め等の施工面からも地震

等に対する安全性の向上が図られている。施工事例、耐震性等の評価結果、及び現地発生し

た岩砕を利用した経済的な道路盛土の安全性確保のあり方についての考察について報告する。 
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1. 背景及び目的                                              

 

我が国では近年の厳しい財政状況のもと公共事業

費の削減が継続して行われており、昨今の社会経済情

勢等を考えるとこの傾向がすぐに変化するとは考え

にくい。こうした中で、限られた予算を効率的・効果

的に使い安全性の高い構造物を造ること等が求めら

れている。 

安全性の確保に関し、特に耐震補強の実施について

は大幅な工費の増加を伴うという認識が一般的であ

る。 

そして、道路盛土についての耐震性の向上・確保は、

その復旧の容易性といった認識により、積極的には取

り組まれていないのが実情であるとの指摘もある 2)。

しかし、新潟県中越地震（2004 年 10 月）・能登半島

地震（2007 年 3 月）をはじめとした地震被害を受け

て、耐震性の強化の要請が高まってきている 1)。この

ような中、道路土工指針が改定され「道路土工－盛土

工指針 （平成 22 年度版）」（以下、「盛土工指針」と

いう）が発刊された。この中では、近年の地震等によ

る盛土の被害を踏まえて、従来参考として示していた

盛土の耐震設計について、新たに項を設けて記載され

た。 

当事務所では、第二阪和国道南山中地区において、

高価な材料を使用することなく現地発生したせん断

抵抗の大きい岩砕等を盛土材料として有効利用する

ことでﾚﾍﾞﾙ 1 地震動に対する基準安全率を満足する

高盛土を施工した。また、基礎地盤の処理、締固め及

び排水処理を入念に行い施工面からも安全性の向上

が図られた。そこで、今後の道路盛土の経済的な耐震

性向上等に資することを目的として、施工事例及び耐

震性等の評価結果について報告する。そして、現地発

生した岩砕を利用した経済的な道路盛土の安全性確

保のあり方について考察を行う。   

 

2. 地質概要及び工事概要 

 

施工場所は、大阪府阪南市に位置する第二阪和国道

の箱ノ浦～淡輪間の南山中地区である（図-1）。 

当該箇所は和泉山脈西部北麓部に位置し、周辺には

標高 100～200m 程度の山地～丘陵地が広がっており、

この大半は砂岩泥岩互層(AL)等からなる和泉層群

(lz)で構成される。工事は片切り片盛りにより道路を

建設するものである。施工場所は谷間であり、その谷

底は傾斜している。施工場所には和泉層群を覆う未固

結堆積物として、崖錐堆積物(td)、土石流堆積物(df)

が分布する(図-2)。 

図-1   位置図 

施工場所 
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特に、土石流堆積物の層については、およそ

GL-1.0m～3.0m の深度において N 値が 3～6 の軟弱層

（粘性土）が分布しており、安定上問題があったため

改良を行った。また、盛土材料としては切土工で発生

した岩砕等を使用した（図-2､4）。 

盛土量は約53,000m3、切土量は約86,500m3である。

工事は平成2009年3月から平成2010年 3月にかけて

施工した。 

   

3. 盛土の安定計算とその結果 

 

(1) 安定計算の方法、前提条件等 

 

1)計算式 

安定計算に用いる計算式は、盛土工指針等に掲載さ

れている修正フェレニウス法を用いた（式(1)、図-3）。 

2)想定する作用等 

 想定する作用としては、常時及びレベル 1地震動と

した。これは、盛土工指針において、入念な締固め及

び十分な排水処理を前提とすれば、レベル 2地震動及

び降雨に対する照査を省略してよいとされており 1)、

4.で述べるように本工事ではこれらの条件を満足し

ていると考えられるためである。 

 また、盛土内部の水位の設定については、施工前の

準備工で、地表踏査を行ったうえで赤外線画像によるの

り面の朝昼の温度差に着目した地山の湿潤状況等につ

いて調査を行った結果、一部で湿潤部は認められたもの

の湧水はないと判断されたことと、4.(3)1)で述べるように

盛土材は透水性の良い岩砕及び礫質土を使用したこと

等から、設定はしなかった。 

3)地震動の作用に対する照査の方法 

 盛土底面は地盤改良済みであり、周辺地盤の液状化

の可能性は少ないため、照査方法としては修正フェレニ

ウス法に震度法を適用して実施した。地盤種別につい

ては盛土底面の軟弱層が地盤改良済みであることか

らⅡ種地盤とし3)、地域別補正係数は1.0であるため、

設計水平震度は kh=0.10 と設定した。 

4)盛土材の土質定数 

盛土材の土質定数については、現地の試料により設

定した。 

盛土材としては切土工で発生した岩砕を使用した。

岩砕は、大きく分けて、表層付近の土砂及びその下部

の軟岩に分類される。盛土の施工は、土砂（粒度試験

の結果からは、地盤工学会基準で礫質土〔G〕に分類

されるが、以下では、便宜上「土砂」と表記する。）

及び軟岩を逐次投入して行った（図-4）。これは、

現地に盛土材の仮置き場がなかったためである。し

たがって、盛土材としては、下部には土砂、上部に

は軟岩が使用された。 

4)-1 採用値 

安定計算に使用する土質定数としては、軟岩につ

いては三軸圧縮試験を行って得られた値であるφ

=36.6 度、γ=20.5 kN/m3 を採用した。 

土砂については、粒度試験から礫分 55.0%＞砂分

27.3%(表-1)であるため地盤工学会基準から礫質土

〔G〕であり 4)、これに対応する一般値としては盛土

工指針で「礫および礫まじり砂」のφ＝40.0°が示さ

れているが、軟岩の試験結果がφ＝36.6°であり、こ

れより危険側を想定して「砂」の「粒径幅の広いもの」

として示されているφ＝35.0°を採用した（表-2）。 

図-3   修正フェレニウス法の概念図 

式(1)

図-2   施工箇所平面図 

盛土 

図-4  切土・盛土の施工のイメージ図 
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： 採用値 

軟岩 土砂

30.0

35.0

30.0

35.0

30.0

35.0

せん断抵抗角

(度)

40.0

36.6

30.0

表-4 せん断抵抗角の検討パターン 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

4)-2 対比ケースの設定 

 設計に先立ち近傍の宅地造成盛土の地質調査が行

われており、盛土材料として岩砕を主として使用した

箇所ではφ=36.3°との結果も出ていたが、危険側の

値として「道路土工 擁壁工指針」5)に示されている

裏込め土（砂質土）のせん断抵抗角φ=30°（表-3）

を採用する。 

 

 他方、上述したように盛土工指針では礫等のせん断

抵抗角としてφ=40°が示されている(表-2)。 

 これらを考慮し、対比ケースとして、採用値の他に、 

土砂及び軟岩についてそれぞれφ=30°、軟岩につい 

てφ=40°を設定し、上記の組み合わせで 6パターン

について検討する（表-4）。 

 そして、使用する盛土材料によって、盛土の強度が

どのように変化するのかを確認する。 

5)現地盤及び改良体の土質定数 

現地盤の土質定数は既往の地質調査より設定した。 

改良体の粘着力は、57 の供試体の試験の平均値か

ら c=425kN/m2 程度発現していることが確認されてい

たが、危険な状態を想定して設計値の c=70 kN/m2 を

採用した。 

6)検討断面 

 断面については、路線に沿って約 60m の範囲で盛土

高が約 20m(道路直角方向)となるが、本工事の盛土材

（岩砕等）では標準のり面勾配の適用範囲であるため、

谷筋を抜ける方向で道路直角方向に最も近く、盛土高

が約 30m となる断面とした（図-2）。 

  

 

(2) 安定計算の結果 

 

 常時の最小安全率は 1.417、地震時の最小安全率は

1.093 となり、基準安全率を満足する結果となった

（図-5）。 

 最小安全率となる円弧は、常時、地震時(図-6)とも、

改良体の内部を通っている。改良体は粘着力が 70 

kN/m2 であるものの、せん断抵抗は見込んでいないの 

土砂 軟岩

   石分(75mm以上) % 0.0 31.0

   礫分1)(2～75mm) % 55.1 77.4

   砂分1)(0.075～2mm) % 27.3 13.1

   細粒分1)(0.075mm未満) % 17.6 9.5

      1) 石分を除いた百分率

粒径区分
割合

表-1  盛土材の粒度試験結果 

裏込め土の種類 せん断抵抗角(φ)

礫  質  土 35°

砂  質  土 30°

表-3 裏込め土のせん断定数 
（道路土工 擁壁工指針 5）より抜粋） 

図-5  せん断抵抗角に応じた常時（左図）

及び地震時（右図）の安全率 

表-2 土質定数の仮定値 
（盛土工指針 1）より抜粋） 

せん断

抵抗角

（度）

礫および礫

まじり砂
40

粒径幅の広いもの 35

分級されたもの 30

種　類

砂
締め固めた

もの

盛

　

土

締め固めたもの

状　　態
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に対し、改良体の直上及び直下の層は粘着力を見込ん

でいないのに対しせん断抵抗角が 30°以上あり、盛

土の深部であるため大きなせん断抵抗が生じている

ためと考えられる。 

このことは、粘着性に乏しい粗粒材料は、盛土深部

ではせん断強さは大きくすべり面の形成は少ないと

している既存文献の記述とも合致している 6) 

また、盛土材の土質定数の対比ケースとして設定し

た 6パターンについては、せん断抵抗角の増加に伴い

安全率が増加する結果となっただけでなく、特に、例

えば軟岩のせん断抵抗角を一定とし土砂のせん断抵

抗角を上げた場合など、盛土の全体ではなく一部の層

のせん断抵抗角を上げた場合でも、安全率が向上する

結果となった（図-5）。 

盛土工指針では、盛土の安定性を向上させるための

ひとつの方策として、盛土の一部の層に岩塊を配置す

る例が示されているが、このようなことが数値的に確

認されたといえる。 

 

4. 施工状況 

 

(1) 基礎地盤の処理 

 

1) 軟弱層の地盤改良 

 2.で述べた盛土基礎に分布する土石流堆積物中 

の軟弱な粘性土層の分布状況を詳細に把握するため、

工事発注前に実施している 3箇所のボーリングの他、

工事中に追加ボーリングを 4箇所、サウンディングを

21 箇所実施し、分布深度を縦断及び横断の両面で把

握した。そして、2,809m2 にわたる分布範囲を 128 の

メッシュに区分し（図-7 の赤線で囲った範囲）、各メ

ッシュ毎に改良深度を設定した。その上で、掘削と同

時にセメントスラリーを吐出できるバックホウを用

いて、改良材と原地盤を混合、改良した。 

  

 

2) 段切り 

 盛土は傾斜した地盤上に施工するため、幅 2.0m、

高さ 0.7m の規模（盛土工指針で示されている最小幅

1m、最小高 0.5m を超える規模）で段切りを施工した。 

 

(2) 盛土の締固め品質の管理 

 

1) GPS を用いた締固め品質の管理 
 盛土の締固め品質の管理に当たっては、「TS・GPS
を用いた盛土の締固め情報化施工管理要領(案）」7)に

準じた施工を行った。まず、試験施工を行い締固め回

数と表面沈下量の関係を確認し、沈下量が収束した点

付近を本施工での締固め回数として設定した。その結

果、施工に用いた振動ローラによる沈下量は、土砂、

軟岩それぞれについて締固め回数 6 回で収束したた

め、この値を管理値として設定した（図 -8）。 
 そして、オペレータがモニターで締固め回数を確認

しながら作業することのできる GPS 管理システムを

図-6 地震時の最小安全率を示す円弧 

盛土（軟岩） 

盛土（土砂） 

改良地盤 

図-7   地盤改良の範囲とメッシュ区分の状況 

追加ボーリングを 4 箇所、サウンディングを 21 箇所実施 

→各メッシュ毎に改良深度を設定 
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搭載した振動ローラを使用し(写真-1)、さらに、現地

で作業領域をポールで明示するとともに締固め回数

を明記したプレートを設置し、締固め不足の防止を図

った。 

 
2) 大型の振動ローラの使用 
 締固め機械としては、岩や礫の締固めによいとされ

ている大型の振動ローラ 1),11)（質量 11t、起振力

23t(226kN)）を使用した(写真-1､右側)。 
 また、盛土材として使用する切土材の採取場所の地

質は砂岩泥岩互層であり、大型の振動ローラの使用は

泥岩を転圧破砕する効果もある。 

なお、現地の材料を用いて実施したスレーキング試

験の結果はスレーキング率 19.2%、破砕率 39.0%であ

り、盛土工指針に示されている脆弱岩材料の区分 1)

では土砂化しにくい材料に区分されていることを確

認した。 

 振動ローラの規格としては、例えば高速道路の設計

要領 6)において、岩塊材料の締固め機械の例として一

層あたりの仕上り厚さが 60～100cm の場合に起振力

200kN 以上の機種が例示されている。なお、今回の施

工では一層あたりの仕上り厚さは約 30cm であるが、

試験盛土を行った結果では、締固め回数 16 回で、転

圧面がひび割れを起こし表面が浮いた状態となった

ため、今回設定した締固め回数 6回で適切な締固めが

できることが確認されている。 

 

 

3) 軟岩の粒径の管理 

 路体、路床それぞれの1層当たりの規定層厚を30cm、

20cm としたことから、盛土材として使用する軟岩の

最大粒径については、路体で 30cm、路床で 10cm を管

理値として設定し、施工した（写真-2）。 

 

4) 含水比の管理 

 管理基準値を満足する範囲内の含水比で締固めを

行うため、日々の作業開始前に含水比を測定した。そ

の際、測定を迅速に行うため電子レンジを用いて急速

乾燥して実施した。 

 

(3) 排水処理 

 

1) 盛土内部の排水処理 

盛土材は透水性の良い岩砕及び礫質土を使用し、一

部に含まれると考えられる泥岩についても 4.(2)2)

で述べたような処理等を行っているため、盛土内部に

水が溜まりにくい構造となっている。 

 さらに、盛土と基礎地盤の間に現地発生の軟岩で厚

さ 30cm 程度の基盤排水層を設置し、各小段に現地発

生の軟岩で、厚さ 50cm 程度、長さ 2.5m 程度の水平排

水層を設置した。 

2) 盛土表面の排水処理 

 盛土表面には、小段排水及び縦排水工を設置した。

また、この排水系統の他、切土部及び切土部の両脇に

位置する沢部の排水系統については、それぞれ別個に

設定し、個別に流下させた。 

3) 施工中の排水処理 

 施工中、盛土内に竪排水工（□1,300mm：砕石及び

有孔管φ300mm）を 2箇所設置し、これに地下排水工

（φ300mm）を接続させ、盛土内の滞水を防いだ。 

 また、日々の作業終了時に竪排水工に向かって盛

土表面に 8%程度の勾配をつけて締固めることにより、

雨水の法面への流出を防止し、法面の浸食を抑制し

た。 

 

 

5. 考察 

 

今回の事例から、道路盛土のせん断抵抗等を経済的

に向上させるためには、盛土材料として現地発生した

岩砕等を有効利用することが効果的であることがわ

かった。この点についての課題等について、以下に考

察を行う。 

 

 

写真-1  GPS を用いた盛土の締固め管理の状況 
振動ﾛｰﾗ車載 GPS ｼｽﾃﾑ(ﾓﾆﾀｰ) GPS ｼｽﾃﾑ搭載振動ﾛｰﾗ 

図-8  締固め回数と沈下量の関係 

    土砂             軟岩 

写真-2 盛土材として使用した軟岩 (路体) 

軟岩の粒径の管理        軟岩のまき出し状況 
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(1) 調査・設計・施工の各段階での岩砕利用の明示 

 

 盛土材料のせん断抵抗に関わる定数（せん断抵抗角

等）については、品質管理基準及び規格値で必須項目

となっていないことから、現場では設計図書に明記さ

れていない限り実施されないことが多い。そのため、

現場で締固め度等による品質管理は行われているも

のの、盛土構造物の全体としてのせん断抵抗について、

設計時の考え方（想定）と現場で竣工した盛土構造物

がどの程度のせん断抵抗を有するかの検証はなされ

ないことが多い。これは、盛土工指針等に示されてい

る標準のり面勾配の適用範囲内では、経験的に安全性

が確保されていると考えられているためであるが、今

回の事例のような高盛土においては、せん断抵抗角等

についても仕様書等に明記し、設計時の想定と施工時

の値との比較検証をすることも、耐震性をはじめとし

た安全性を確保する上で意義のあることであると考

えられる。 

 ところで、既往の研究事例では、締固め度を高める

に従ってせん断抵抗が高まるという報告があり、この

中では現場で発現する平均的な締固め度の値に応じ

たせん断抵抗が設計に反映されておらず不合理であ

ると指摘されている 8)。今回の事例でも、盛土材料と

して切土材が利用されることがある程度想定されて

おり、かつ、近傍の宅地造成盛土の地質調査から、岩

砕についてφ=36.3°との結果も出ていたにもかかわ

らず、安全側をみる等してφ=30°として設計してお

り、せん断抵抗を過小評価していたともいえる。 

 もちろん、経済性を重視することにより安全性を低

下させるようなことがあってはならない。 

 しかし近年、GPS を用いた盛土の締固め管理システ

ムをはじめとした情報化施工の技術が発達し、国交省

においてはその普及に力が注がれているところであ

り 9)、直轄工事における特に大規模な道路盛土の品質

は今後、一般的に上昇する傾向にあると考えられる。

そして、盛土材料の強度特性や上記の研究報告 8)を踏

まえると、道路盛土のせん断抵抗を現地発生した岩砕

等を有効利用することで経済的に上昇させることは

十分に可能であると考えられる。 

 そのためには、調査、設計、施工の各段階で適切な

土工配分計画を立てるとともに、上記の各段階で盛土

材料のせん断抵抗を的確に把握し、かつ、発注時にそ

の値を明記し施工段階で設計時の強度の発現が期待

されるか検証するといった、一連のプロセスの確立が

求められるのではないだろうか。 

 具体的には、設計段階で盛土材料としてトンネルず

り等の岩砕を利用することを想定する場合、どのよう

な性質のものがどれだけ発生するのかは、施工段階で

ないとわからない。そのため、調査、設計時に想定し

た岩の質や量について、工事発注段階で仕様書や図面

に明記をし、現地での施工の状況を反映して契約変更

ができるようにしておくことが必要である。 

 また、複数の工事あるいは離れた箇所の間での土の

流用、及び時期の異なる工事間での土の流用を考える

場合は、土の仮置き場の確保が必要となる。これにつ

いては、運搬費や必要である場合は仮置き場の借地料

等を考慮し、補強盛土工法との経済比較や建設発生土

の有効利用の観点から総合的に判断をする必要があ

り、場合によっては仮置き場の確保のため関係機関等

との調整を行わなければならないであろう。 

 

(2) 岩砕の締固め手法等に関する方向性の明示 

 

岩や礫の締固めには大型の振動ローラの使用がよ

いとされており 1),11)、特に泥岩のスレーキング対策

については、薄層にまき出して大型振動ローラ等で転

圧破砕すること 1),10)、及び材料をできるだけ小粒径

とすること 1)等が望ましいとされている。今後、施工

事例の蓄積等をもとに、使用する機械の規格（起振力

等）や粒径の考え方等について統一した考え方をより

具体的に示すことができれば、より良い施工につなが

るのではないだろうか。  
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第二阪和国道の盛土工に関する指針について 

由井 大二朗 1 

1近畿地方整備局 和歌山河川国道事務所 道路管理第二課（〒640-8227 和歌山県和歌山市西汀丁 16 番） 

本報は，供用直後の高盛土（盛土高さH≒21ｍ）で発生した沈下現象について，そのメカニズ
ムを解明し，今後の設計・施工への提言を行うものである．沈下のメカニズムは，最適含水比よ
りも乾燥側で，飽和度が低い状態で締固められた盛土に，地表水等が進入したことで発生した水
浸沈下であることがわかった1）．そこで，同じ材料で施工が計画される延伸区間の設計・施工へ
の追加的指針を策定した．なお，盛土の施工管理方法の設定にあたっては，試験盛土を行い水浸
沈下を再現してメカニズムの検証を行う共に，沈下しない管理手法を模索した． 

キーワード 高盛土，水浸沈下，試験盛土，排水対策，締固め管理  
 
 
1．はじめに 

 

第二阪和国道は大阪と和歌山を結ぶ幹線道路で，

交通混雑の解消，沿道環境の改善，国道 26 号の事前

通行規制区間の解消，地域連携の強化を目指して整

備が進められており，平成 23 年 3 月 26 日に淡輪ラ

ンプまでが暫定供用された．（図-1.1参照） 

沈下が発生したのは同 4月 25 日，淡輪ランプの高

盛土部である．図-1.2に淡輪ランプの詳細図を示す．

現状は２車線暫定形であるが，盛土・切土は４車線

完成形で構築されている．また，延伸される本線部

分など供用中の車線以外に空地が多く，空地や暫定

のり面は裸地の状態であった． 

 

 

２．盛土の概要 

 

（１）地形・地質概要 

淡輪ランプは和泉山脈の北麓の標高 50m 前後の丘

陵地が分布する地域に位置し，丘陵地には幾筋もの

谷が発達している．そのためランプの盛土は谷出口

を閉塞するように横断している．なお，当該地域に

は，明瞭なリニアメント地すべり地形は見られない． 

基盤の地質は和泉層群で，砂岩優勢の砂泥互層か

らなる．和泉層群の泥岩層は乾湿の繰り返しによっ

て土砂化しやすい．また，盛土材料としては圧縮ひ

ずみが大きい材料とされている 2）． 

 

 

 
図－1.1  第二阪和国道ルート 3） 

 

（２）盛土形状 

盛土形状を図-2.3 に示す．最大盛土高さは約 22

ｍ，のり面勾配は 1：1.8，小段幅 1.5ｍで，谷側の

り裾に補強土壁を配している．また，盛土天端部の

路面下には路床改良及び，路体改良，谷側ののり面

はジオテキスタイルで補強されている． 

 

（３）盛土材料 

盛土材料は，周辺で発生した切土材料で粒度分布

の良い礫質土である．最大乾燥密度は 2.056g/cm3，

最適含水比は 10.1％である．（図-3.1，図-3.2参照）

なお，スレーキング率は 14％で盛土材料としては問

題のない値である 4）． 

和 泉 山 脈 
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図－2.2  淡輪ランプ平面図 

 

（４）盛土施工方法 

基礎地盤は，谷沿いに分布していた崖錐性堆積物

の内，軟弱な表層部分は撤去している．盛土の施工

は RI 計器を用いた締固め管理 5）がなされ，管理密

度（Dc≧90％）は締固め試験結果に Walker-Holtz の

礫補正 6）を適用し設定している． 

盛土期間は平成22年 10月から平成23年 2月間の

渇水期に行われ，期間中目立った降雨はない． 

 

（５）沈下の状況 

図-2.2に沈下箇所を示す．沈下が確認されたのは

２箇所で，先にのり面側で，次いで路面（淡輪高架

橋 A2 橋台の踏掛板終端部付近）で発生した． 

最大沈下量はのり面で約 30cm（推定），路面で約

6cm である．また，のり面の沈下量は，のり肩の橋

台側ほど大きい．またその範囲は，２段目の小段ま

での縦断延長 40ｍ程度である． 

のり面側は 4/23 の 38mm の降雨直後に，路面部は

5/30 の台風２号（累積降雨量 203mm）直後に発生し

ており，共に 5/30 以降は沈下の拡大は確認されてい

ない． 

当時の空地は裸地で，雨水が浸透し易い状況であ

った．また，台風２号時には，ため池の水が盛土山

側の平地に溢れ出し盛土内に浸透した．また，盛土

下方のり面からの湧水や，のり裾のテールアルメ排 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水口から排水が確認されていることなどから，盛土

内の地下水位が上昇していたことが想像できる． 

 

 

３．調査結果 

 

（１）原位置試験・変位観測結果 

ボーリング，貫入試験，物理探査を行い盛土の内部

構造を確認した．その結果，盛土はこぶし大の礫を

多く混入するシルト混じり砂礫であり，礫の多い部 

図－2.3  高盛土部断面図（No.437）

のり面沈下 

写真－2.1 左上：路

面の状況，左下：情報

ﾎﾞｯｸｽの沈下，右：ﾃｰ

ﾙｱﾙﾒの排水（5/30）

ﾃｰﾙｱﾙﾒ排水 

空地（裸地） 

工事用道路 

路面沈下 

情報ﾎﾞｯｸｽ 

至）和歌山 

至）大阪 

国道２６号 

No.437 
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分はＮ≧20，少ない部分はＮ≦10 とばらつくことが

わかった．また，盛土内部に弱部（締固め不良箇所）

の存在は確認できなかった．また，ボーリング孔を

利用して盛土内部の地中変位観測を実施した結果，

すべりを示すような地中変位は確認されなかった． 

 

（２）室内試験結果 

図－3.1，図－3.2，図－3.3，図－3.4に室内土質

試験の結果示す．ここで，当初材料とは盛土施工時

の材料試験の結果であり，今回材料とは今回改めて

同じ場所で採取した材料である． 

室内試験結果を以下にまとめる． 

ａ）スレーキング特性 

スレーキング率は 14％であり，盛土材料としては

特に問題はない 4）． 

ｂ）せん断特性 

一面せん断試験結果より，飽和強度と不飽和強度

の差が大きいことがわかった．（図-3.3参照）この

ような材料は，不飽和状態→飽和（水浸）状態にな

るとせん断抵抗力が減少しすべりを生じやすい． 

ｃ）水浸沈下特性 

水浸圧密試験 7）の結果，締固め度 90％でも水浸沈

下が発生する材料であることがわかった．（図-3.4

参照）水浸圧密試験に供した試料は，今回材料を 2mm

以下のせん頭粒土に調整したものである． 

ｄ）施工含水比 

当該盛土は，最適含水比よりも 1～5％程度乾燥側

で施工されてることがわかっていたが，今回材料に

対しても 3～8％程度乾燥側となることがわかった．

（図-3.2参照）このように飽和度の低い盛土は吸水

し易い． 

ｅ）粒度分布と締固め特性 

細粒分が増加すると締固め曲線が右に下がること

から，最大乾燥密度は小さくなり，最適含水比は大

きくなる特性がある．（図-3.1，図-3.4参照） 

 

 

４．沈下のメカニズム 

 

前述した結果から，沈下のメカニズムを以下によ

うに推定した． 

ａ）背景 

渇水期の施工であったこと，施工含水比が最適含

水比よりも乾燥側であったことから，飽和度が低く，

空気間隙率が大きな盛土となっていた． 

最適含水比 ｗopt = 12.1％ 

施工含水比 wf = 5～10％ 

空気間隙率 Va = 10～19％：Dc = 90％で試算 
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図－3.1  粒度試験結果 
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図－3.2  締固め試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.3  一面せん断試験結果（不飽和・飽和） 

 

図－3.4  水深圧密試験結果 
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ｂ）メカニズム 

①盛土完成当初は２期線用地や暫定盛土天端に裸

地が多くあった．また，のり面の植生も発育してお

らず，降雨や地表水は盛土内部に容易に浸透するこ

とができた． 

②そこに，台風の豪雨でため池をあふれ出した水

が盛土内に浸透し盛土内部の地下水位を上昇させた． 

③その結果，盛土表面付近や基礎地盤付近で飽和

度が上昇し，土粒子間のサクションが消失，土の骨

格構造が崩壊することで沈下に発展した．（図－4.1

参照） 

 

 

５．試験盛土 

 

（１）試験盛土の目的 

試験盛土は一般部と埋戻し部（裏込めや，構造物

周辺の盛土）を想定し，以下の目的で実施した． 

ａ）一般部 

①水浸試験結果（室内）の現地での検証． 

②加水方法の試行とその効果の確認． 

③締固め度と空気間隙率の関係および，それらと水

浸沈下量の関係を確認する． 

ｂ）埋戻し部 

①Dc=95％の場合の施工性確認． 

②まき出し厚さと施工含水比を変化させた場合の，

水浸沈下量の確認． 

 

（２）盛土の施工条件 

表-4.1と表-4.2にそれぞれの盛土条件を示す．締

固め機械は，一般部は１0ｔ振動ローラ，埋戻し部は

60kg ランマーを使用した．加水方法は，一般部は散

水車，埋戻し部は人力で行った． 

 

（３）試験結果 

ａ）一般部 

①水浸沈下量は，室内試験結果とほぼ整合する値が

確認された．また，一度沈下した後の沈下量は小

さいことが確認できた． 

②加水した場合、少ない転圧回数で締固め度が向上，

空気間隙率が減少，沈下量が減少する結果が得ら

れた．ただし，加水は施工上，散水車 1回走行程

度(プラス 1％程度)が限界であることがわかった． 

③同じ締固め度でも空気間隙率が小さければ，沈下

量が少ないことが確認された． 

ｂ）埋戻し部 

まき出し厚 30cm，20cm でも Dc≧95％が施工可能

であり，水浸沈下量は極めて少ないことがわかった． 

 

図－4.1  水浸によるサクション消失のイメージ 

 

表－4.1 一般部の盛土条件（まき出し厚さは全て 30cm） 

ゾーン 施工締固め密度 施工含水比 
1 最大乾燥密度×90％ 自然含水比 
2 最大乾燥密度×95％ 自然含水比 
3 最大乾燥密度×90％ 自然含水比＋加水

 

表－4.2 埋戻し部の試験盛土条件 

ゾーン まき出し厚さ 施工含水比 
1 20cm 自然含水比 
2 30cm 自然含水比 
3 30cm 自然含水比＋加水 

 

 

写真-4.1 散水試験状況と水浸状況 

 

 

６．設計・施工への提言 

 

同様な材料で施工されている延伸区間の盛土にお

いて，水浸沈下を防止するためには，「誘因となる

水の浸入及び滞留を防ぐ」「素因となる盛土の密度

を改善する」の２つの方法が有効であり，様々な提

言を行った 8）．以下に代表的なものを示す． 

 

（１）水の浸入及び滞留を防ぐ方法 

ａ）表面排水対策 

施工後に十分な放置期間（出水期を未経験）を経

ず供用が開始されるような高盛土では，盛土内に表

面水が浸透するのを防ぐために，裸地にアスファル

トなどで表面遮水を行う．また，完成形で設計され

る排水路であるが，施工中や暫定施工の形状を考慮

し簡易な材料で排水路計画を行う． 

ｂ）豪雨対策 

昨今頻発するのゲリラ豪雨を踏まえ，高盛土では

のり肩にアスカーブを設置して，路面排水がのり面

水浸→ 

  サクション消失 
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に流出しないように配慮する． 

ｃ）湧水の処理 

施工中に湧水が確認された場合は，暗渠工や排水

層を敷設して対策する．のり面からの湧水について

は少量であれば排水パイプ（写真-6.1参照）等も有

効である．ただし，パイプの口元はふとん篭などで

補強し浸透崩壊を防止する． 

ｄ）地下排水対策 

暗渠排水の本管はφ300mm 以上とし，Ｕ字谷では

２本以上，Ｖ字谷では１本以上を凹地に配置する．

また，本管を２本以上設ける場合は，互いを途中で

連結し土砂詰まりによる閉塞リスクを回避する．（図

－6.1 参照）暗渠管周囲のフィルター材は，流末が

塞がると滞水層となるため，流末の排水処理を確実

に行う． 

ｅ）函渠・橋台背面の排水対策 

裏込めおよび埋戻し部には雨水が集中しやすいの

で排水溝を設ける．構造物壁面に沿って裏込め排水

工を設け，掘削および床掘り底面に暗渠管を設置し，

集水した水を排水する．（図－6.2 参照） 

裏込め排水工には，透水性材料やポーラスコンク

リートパイプ等があり，設置間隔は2ｍ～4ｍとする． 

ｆ）工事発注ロット 

局所的集中豪雨が頻繁に発生する最近の気象状況

を考慮し，工事の切れ目や暫定施工時の施工の境界

部で一時的にでも排水系統が不連続とならないよう

に，特に表面排水は工事ロット毎に完結するよう配

慮する． 

 

（２）盛土の密度を改善する方法 

ａ）室内土質試験の頻度 

事前に行う盛土材料の室内試験の頻度は，土木施

工管理基準では切土１箇所あたり，または土質が変

化するごとに 1回の締固め試験を行う 9）としている

が，試料のバラツキを考慮し同じ土質であっても 2

万ｍ3に１回とする． 

ｂ）室内土質試験の項目 

2 万ｍ3に１回行う室内試験の項目を以下に示す． 

①土粒子の密度試験，②土の含水比試験，③粒度

試験（最大粒形 75mm 以下），④スレーキング率試験，

⑤礫のかさ比重試験，⑥礫の吸水率試験，⑦突固め

による締固め試験（B-c 法），⑧飽和土のせん断強

度試験（土の三軸圧縮試験）． 

以下の試験は，土質が変化するごとに実施する． 

⑨水浸圧密試験 7）（2mm 以下の先頭粒土試料），⑩

突固めによる締固め試験（2mm 以下のせん頭粒土試

料 A-ｂ法） 

 

 

写真－6.1 排水パイプ（例） 

 

 

図－6.1 暗渠排水の配置計画例 

 

 
図－6.2 函渠工の地下排水工計画例 

 

ｃ）一般部の締固め管理目標値 

現在，盛土の品質管理は締固め度（Dc≧90％）管

理であるが，併せて空気間隙率Va≦13％を追加する．

両方で管理することで，材料のバラツキを含めて盛

土の品質を確保することができる． 

ｄ）埋戻し部・構造物近接部の締固め管理目標値 

埋戻し部等は Dc≧95％を管理目標値とする．材料

の選択や加水，施工機械を変更してもどうしても Dc

≧95％が得られない場合は，購入土への変更を検討

する． 

ｅ）補強土壁管理 

補強土壁部は Dc≧95％を管理目標値とする．特に

コンクリートパネルの壁際の締固めが重要であるの

で，特に念入りに締固めを行う．材料の選択や加水，

施工機械を変更してもどうしても Dc≧95%が得られ

ない場合は，購入土への変更を検討する． 

ｆ）管理乾燥密度の設定方法 

礫分の混入量が 30％までは Walker-Holtz の礫補 

正値 6）を，超える場合は最大粒径の異なる 2 種類の

地下排水溝 

裏込め排水工
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締固め試験の最大乾燥密度が，片対数上で直線関係

にあることを利用して設定した値 10）も求め，大きい

値を採用する．また，細粒分含有率 Fc＞50％の材料

は盛土材として好ましくないため極力使用しない．

やむを得ず使用する場合は良質土と混合する等の対

策を行う． 

ｇ）管理乾燥密度の設定方法（試験盛土） 

水浸圧密試験から得られる沈下の起こらない締固

め度を管理値とする．また，ローラー転圧回数を 12

回（6 往復）まで実施し室内試験結果で得られた最

大乾燥密度と現場（自然含水状態）で得られる最大

乾燥密度を比較し，現場で得られた乾燥密度が室内

の最大乾燥密度を超える場合は，その値を管理上の

最大乾燥密度とする．また，逆の場合は 2 回（1 往

復）のローラー転圧後に散水車により加水を行い再

度確認する．ここで，規定回数を定める場合の条件

として，空気間隙率 Va≦13％を併せて満足すること

とする．なお，この方法は盛土完成後，舗装工の施

工までの期間が１出水期を越えることが分かってい

る場合は割愛する． 

ｈ）施工管理計画 

土木工事施工管理基準 9）によれば，RI 計器を用い

た締固め管理は1,500ｍ2に一箇所の管理としている

が，当該ルートで発生する盛土材料は，わずかな締

固め度の変化が水浸沈下に繋がる材料であるため

500ｍ2 に１箇とする．特に，路面沈下が通行の障害

となる，構造物の埋戻し部や近接部には，必ず 1 箇

所以上の測定箇所を計画する． 

 

 

７．まとめ 

 

本報告では，供用開始直後に発生した淡輪ランプ

の高盛土の沈下現象について，メカニズムを解明す

ると共に，今後の工事の一助となるように追加的指

針を策定した．以下に，安全で高品質な盛土を施工

するためのポイントをまとめる． 

 

（１）設 計 

①裸地部から表面水を浸透させないように，表面遮

水や排水溝を計画する． 

②高盛土部では路面排水（円形側溝）下に基礎コン

クリートを設置する． 

③豪雨対策として，アスカーブの設置や植生マット

によるのり面保護などを計画する． 

④盛土の地下排水工として，切盛り境界部の地下排

水や盛土の最下部に透水性の良い材料を使用する． 

⑤暗渠排水を設置する場合は，Ｕ字谷では２本以上，

Ｖ字谷では１本以上を凹地に配置する．また，本

管の閉塞リスクを回避するために互いを連結する． 

⑥構造物背面には裏込め排水工を，埋戻し部の最深

部に排水溝を設置し確実に排水を行う． 

 

（２）施 工 

①事前に行う盛土材料の室内試験を2万ｍ3に１回と

する． 

②RI計器を用いた締固め管理箇所を500ｍ2に１箇と

する．特に，構造物の埋戻し部や近接部は必ず 1

箇所以上の測定箇所を設ける． 

③一般部の盛土の締固め度は，Dc≧90％に加え，空

気間隙率 Va≦13％を追加する． 

④埋戻し部や補強土壁部ではDc≧95％を管理目標値

とする．材料の選択や加水，施工機械を変更して

もどうしても Dc≧95％が得られない場合は，購入

土への変更を検討する． 
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既存施設を活用した耐震強化岸壁の整備について 

 

仲井 秀樹1・岩田 直樹2 
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関西経済の発展に伴い増大する物流需要への対応及び大規模地震発生時の緊急物資海上輸送ルートを

確保するため，堺泉北港堺２区において耐震強化岸壁を整備した．本岸壁は，建設から約40年を経過し

た既存護岸を活用した構造となっているため，耐震性の向上や老朽化に伴う耐力低下，施工時安定の確

保に課題があった．また，施工中の調査で既存構造物の想定以上の変形・損耗が明らかとなり設計の見

直しが生じた． 

本稿では，既存ストック活用した施設整備の一事例として，工事の技術的特徴について報告する． 

 

キーワード ：既存施設の活用，計測管理施工，施工事例 

 

 

１．はじめに 

 

 堺泉北港は大型液晶パネル工場や太陽光発電パネルを

製造するコンビナートの立地，中古自動車の取扱増加な

どにより，関西経済の発展を担う活気あふれるエリアと

して期待されており，近年，既存岸壁の能力不足が顕著

なものとなってきている．さらに，京阪神都市圏では東

南海・南海地震や上町断層をはじめとする内陸部断層型

地震の大規模地震発生が危惧されており，同港堺２区に

おいて大規模地震発生時に被災地への緊急物資輸送活動

や救援活動の拠点となる基幹的広域防災拠点の整備を進

めている． 

 こうした背景のもと，本事業は今後増大する物流需要

への対応及び大規模地震発生時の緊急物資海上輸送ルー

トを確保するため，堺２区（図-1）において建設から約

40年を経過した既存護岸を活用し耐震強化岸壁を整備し

たものである． 

 本稿では，既存ストックを活用した施設整備の一事例

として，工事の技術的特徴である「既存護岸を活用した

合理的な構造形式」，「計測管理施工による安全確保」，

「既存鋼矢板損耗への対応」について報告する． 

 

 

２．事業概要 

 

 岸壁諸元を表-1に示す．本施設は『(特定)緊急物資輸

送対応の耐震強化岸壁』である．その要求性能として『軽

微な修復による使用性』を確保するため，残留変形量の

限界値として100cm程度と設定している． 

 

基幹的広域防災拠点（緑地）

岸壁(-7.5m）

堺泉北港

三宝IC

港湾広域防災拠点支援施設

 

図-1 位置図 

 

表-1 岸壁諸元 

水 深 DL-7.5m 

施 設 延 長 190m（標準部130m＋取付部60m） 

対 象 船 舶 貨物船 5,000DWT 

入 力 地 震 動 L１：堺泉北港レベル１地震動 

L２：東南海・南海地震 

   上町断層地震 
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３．既存護岸を活用した合理的な構造形式 

 

 本岸壁は，既存護岸を活用し，その前面に岸壁を整備

するものである． 活用にあたって，既存護岸の耐震性能，

経年による耐力低下等を照査し，構造形式の検討を行っ

た．図-2に既存護岸断面図を図-3に想定土層を示す． 

 

1:1.5

既存鋼矢板Ⅳ型

-2.43

既存鋼矢板Ⅲ型 

c.t.c 3.20m

既存混合雑石
ｍ

-9.00

1:
1.
5

-13.00

H.W.L  + 1.75

L.W.L  ±　0.00

護岸法線

+4.07

0.50 +4.07

21.10

既存タイロッド（HT）φ70mm

既存上部工

1:1.0

既存混合雑石（N値＝20～30）

既存混合雑石（N値＝10以下）

図-2 既存護岸断面図 
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図-3 想定土層図 

 

（１）既存護岸の耐震性確保 

ａ）概要 

 既存護岸（控え式鋼矢板護岸）は，背後の土圧に対し，

控え工と根入れ前面の受働土圧によって支える構造であ

り，常時及び地震時（レベル１）に対して安定性を確保

している． 

 今回，新設岸壁の耐震性能にあわせレベル２地震時の

照査を行ったところ，鋼矢板の根入れ長不足，鋼矢板・

タイロッドの強度不足が明らかとなった． 

ｂ）対策工法 

対策として，既存構造自体を直接補強し耐力を増加さ

せる方法や受働土圧増加による発生応力を低下させる方

法が考えられる． 
前者の場合，鋼矢板の継板やタイロッド（控え工）の

追加など施工が複雑かつ高コストとなるので，後者の比

較的安価で容易な前面捨石による補強工法を検討するこ

ととした． 
前面水深を確保するため，捨石天端幅，高さに制約が

あり，結果として重力式傾斜堤として護岸の安定を確保

した． 
 

（２）背後地盤の液状化対策 

ａ）概要 

既存護岸背後は，緩い粘土混じり砂礫，粘土質砂から

成る埋立地である．等価Ｎ値と等価加速度による液状化

の予測・判定を行ったところ，既存護岸背後の埋立土が

液状化することが明らかとなった． 

二次元ＦＥＭ有効応力解析を行ったところ，液状化に

伴う土圧増加により，残留変形量が限界値を上回ること

が確認された．  

ｂ）対策工法 

地盤改良による液状化対策は，大きく分けると締固，固

化，排水の3つの工法がある．それぞれ代表的な工法につ

いて，経済性，施工性，環境性を比較検討した結果，施

工時に周辺地盤の変位が懸念されるものの，最も安価な

サンドコンパクションパイル工法（以下，ＳＣＰという．）

による地盤改良を採用した． 
 

（３）既存捨石部の改良 

ａ）概要 

既存護岸前面捨石の-9.0m以深部でＮ値が10未満を示

す箇所があり，地震時の安定性が確保できないため，捨

石層の強度を増加させる必要があった． 

ｂ）対策工法 

 対象地盤は，緩く詰まった空隙の多い地盤である．締

固工法や固化工法では，締固材（固化材）が空隙に逸脱

し，十分な改良効果が得られない恐れがあるため，軟弱

地盤を撤去し，材料を置き換える置換工法を採用した． 
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（４）既存鋼矢板の腐食に対する施工時の安定検討 

ａ）概要 

既存護岸は建設後約40年を経過しており，鋼矢板の腐

食による耐力低下も考えられたため，鋼矢板の肉厚測定

を行った．表-2に肉厚測定結果を示す．一部鋼矢板には，

1/3以下まで肉厚が減少している箇所も見られた． 

床掘時の安定検討を行ったところ，受働土圧の減少，

作用位置の深度化により増加する鋼矢板の発生応力が増

加する．現状ではＤＬ-13.0m まで床掘が不可能であり，

鋼矢板の補強工法および施工手順の検討が必要であっ

た． 

ｂ）対策工法 

施工時の短期荷重に対して安定性を保つため，鋼矢板

前面にＨ形鋼を打設，腹起し，コンクリートにて一体化

させ背後土圧に抵抗する補強工法を採用した（図-4）．

床掘による受働土圧の減少に対し、複数段の腹起しを設

置する必要があるため，既存護岸の安定性を確保できる

ような段階施工手順を立案し，施工を進めることとした． 

しかしながら，段階施工において“床掘後（ＤＬ-13.0m）

～腹起設置による一体化”迄は護岸安定性の確保ができ

ないため，鋼矢板背後の土圧軽減対策として深層混合固

化処理工法（セメント注入攪拌）を併用し，土圧軽減と

液状化対策双方に対応する施工法を採用した． 

 

（５）標準断面の決定 

 本体構造は，既存護岸を土留護岸として活用するため

桟橋式（ＲＣ，ＰＣ，ジャケット式，ストラット式）と

重力式デタッチドピアを比較検討し，経済性・耐震性に

優れるＲＣ桟橋式を採用した．  

 

 

 

表-2 肉厚測定結果 

測定位置 上 中 下 平均
凸部 12.4 13.1 13.0
凹部 13.3 12.0 12.1
凸部 4.4 8.9 5.9
凹部 6.9 5.5 5.8
凸部 11.8 5.0 12.3
凹部 13.3 4.4 11.8
凸部 6.2 12.5 11.2
凹部 10.4 10.2 11.9
凸部 11.6 9.1 13.3
凹部 7.1 6.7 14.2
凸部 13.1 5.2 14.6
凹部 8.9 6.5 13.8
凸部 11.3 6.8 13.1
凹部 11.6 7.4 13.0
凸部 14.4 11.1 13.6
凹部 14.6 12.4 14.5
凸部 13.5 14.3 14.3
凹部 14.8 15.1 14.9
凸部 13.6 14.4 14.4
凹部 13.1 14.4 14.1

測定箇所概要図

No.0 12.7

No.2+5m 6.2

No.10+5m 10.3

No.4+5m 9.8

No.6+5m 10.4

No.8+5m 10.3

No.19 14.0

10.5

No.14+5m 13.4

No.16+5m 14.5

No.12+5m
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図-4 Ｈ形鋼補強平面図 
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４．計測管理施工による安全確保 

 

３．（４）施工時の安定検討では，短期荷重として部

材の許容応力の割増を行っている．そのうえ，土質の不

連続性や既存鋼矢板の想定以上の腐食（不可視部）など

による変状も懸念されたため，施工段階ごとの試験施工

の実施，計測管理施工による安全確保を行うこととした． 
 

（１）計測管理項目 

控え式鋼矢板護岸の変形形態（図-6）は，①矢板のは

らみだし，②矢板下端の跳ね上がり，③タイロッド・控

え工の変形 が複合的に生じる．不可視部分の変形を把握

するため，既存鋼矢板の直背後に挿入式傾斜計を設置し，

深度方向１ｍピッチで計測管理を行った．  

タイロッド
鋼矢板

タイロッド
鋼矢板

タイロッド
鋼矢板

控え矢板

①矢板のはらみだし ②矢板下端の跳ね上がり ③タイロッド・控え工の変形

 
図-6 変形形態イメージ 

 

（２）計測頻度 

設計時の安定検討を踏まえ，影響度合いに応じた鋼矢

板変位の計測頻度を設定した．  
ａ）１次・２次床掘 

護岸の押えではない堆積土砂の掘削を行うものであり，

影響は少ないことが予測されるため，「１回/週」を基本

とする． 
ｂ）１次石材撤去 

護岸の押え捨石（混合雑石）の撤去となるため，掘削

時に受働土圧が減少する．設計計算結果で，応力に余裕

が見られるため，「１回/日」を基本とする．  

ｃ）Ｈ形鋼打設 

バイブロハンマ打設による振動影響が懸念されるため，

「１回/日」を基本とする． 

ｄ）Ｈ形鋼連結 

既存護岸の補強を行うものであり，護岸自体への影響

が少ないため，「１回/週」を基本とする． 

ｅ）２次・３次石材撤去 

護岸の押え捨石（混合雑石）の撤去であり，設計計算

結果からも許容応力に近い応力が発生することが想定さ

れるため，「３回/日」を基本とする． 

ｆ）３次床堀・置換 

補強後（連結完了後）の作業で影響は小さいため，「１

回/週」を基本とする． 

 

（３）管理指標・管理基準値 

 管理の指標として，変位と応力度の２つが考えられた． 

変位を指標とする場合，傾斜計計測で得られる傾斜角

より比較的容易に整理が行える利点がある．しかしなが

ら，解析における深度毎の変位は一定の仮定に基づき推

定されるものであり，複合的な変形を生じる場合の管理

基準値の設定が困難である． 

一方，応力度を指標とする場合，計測管理から得られ

る変形形状から発生応力度を推定する手間は掛かるが，

変形形態に関係なく管理基準値が設定できる． 

本工事では，変形形態に関係なく管理が可能な応力度

を指標とし，管理基準値は鋼矢板の許容応力度（短期割

増）とした． 

 なお，挿入式傾斜計はガイド管設置時を基準に計測さ

れるため，初期状態として鋼矢板の変形等を反映させる

必要があった． 

 

 

既存鋼矢板Ⅳ型
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⑧３次床掘
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図-7 施工段階図 

 

 

５．既存鋼矢板損耗への対応 

 

（１）既存鋼矢板の調査 

 工事着手前の既存鋼矢板の可視部分は上部コンクリー

ト下端～堆積地盤上の２ｍ程度しかなく，初期状態の情

報としては不十分と考えられた． 

したがって，既存鋼矢板の応力に余裕のある１次石材

撤去後（ＤＬ-8.0m掘削）に下げ振りにより鋼矢板の形状

を直接計測した．  
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（２）調査結果 

直接計測の結果を図-8に示す．左側が鋼矢板の深度別

変位，右側が逆解析により深度別発生応力度を推定した

結果である．それぞれに計測管理開始～１次石材撤去ま

での傾斜計による計測結果も示す． 
直接計測では計測基線から約 900mm の変位が見られ

る．傾斜計による動態観測では最大20mm程度の累計変

位であったことから，工事着手前から既存鋼矢板は変形

を起していたものと予測される． 
直接計測した変形量より応力を逆解析した結果，DL－

2.0m付近をピークに降伏応力を超過し，既存鋼矢板の耐

力は期待できないものであり，補強工法の見直しが必要

となった．  

 

（３）補強工法の変更 

 既存鋼矢板の耐力不足のほか，連結に支障となる付着

物の存在や，H形鋼が打設不可能となる雑石の混入も明

らかとなったため，連結方法，施工方法の見直しもあわ

せて行った． 
ａ）補強工法の見直し 

既存鋼矢板の耐力不足に対し，補強杭の断面性能自体

を向上させる方法と，打設ピッチを密にし単位断面当た

りの耐力を増加させる方法がある．リース材で対応可能

で経済性に優れる後者を採用した．  

ｂ）連結工法の見直し 

連結方法は，背後の土圧を補強杭に伝達するための間

詰め材に割栗石を採用した．コンクリートなどの固化材

を使用する場合と異なり，水密性が不要となるため，既

存鋼矢板の形状や付着物の有無によらず施工が可能であ

る．あわせて，既存鋼矢板前面での水中溶接作業が減少

し，安全性確保も期待できる．  

ｃ）施工工法の見直し 

 支障となる雑石の撤去方法については，孔壁の崩壊な

く床掘できる全旋回オールケーシングを採用し，補強杭

打設箇所を事前に置換することとした． 

ｄ）その他 

応力による管理が不可能となったため，最も危険な状

態と考えられる「矢板下端の跳ね上がり」を水平変位で

監視することとした．管理基準値は高速道路調査会 によ

る地すべり動態観測の管理基準値である「50mm/5日」と

した． 

 

（４）施工結果 

 先行掘削，Ｈ形鋼打設，２次・３次石材撤去の各施工

期間において，それぞれ10～20mmの変位が生じたが，

「50mm/5日」に相当するような急激な変位は見られなか

った．その後，基礎工，本体工を施工し，昨年12月に無

事工事を終え，1月から供用開始した． 

 

６．おわりに 

 

現在，高度経済成長期に整備され50年近く経過し，老

朽化した港湾施設が多数存在し，今後「既存施設の活用

や更新」が増加すると思われる． 

本稿にて報告したとおり，建設後数十年経過した港湾

施設では想定以上に損耗が進行している場合もあり，可

視部分による調査結果のみに限らず，計測管理施工によ

る安全対策や施工時における追加詳細調査が必要と考え

られる． 

 

謝辞：本工事の実施及び本稿の執筆に際し，ご指導・ご

協力いただいた関係各位に対し謝辞を申し上げます． 

 

 

 

‐10

‐8

‐6

‐4

‐2

0

2

02004006008001000

標
高

D
L（
ｍ
）

基線からの距離（mm)

直接計測

傾斜計

‐10

‐8

‐6

‐4

‐2

0

2

-400 -200 0 200 400

標
高

D
L（
ｍ
）

応力度（N/mm2）

短
期

許
容

応
力

（
割

増
）2
70
N
/m

m
2

降
伏

応
力
29
5N

/m
m
2

  
図-8 調査結果（変位・発生応力度） 
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図-9 Ｈ形鋼補強平面図（変更） 
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オープンケーソン基礎に近接する 
下水道管に対する防護対策について 
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 高速道路の橋脚基礎を圧入オープンケーソン工法（圧入長30.0ｍ）で施工するにあたり，超

近接して存在する近接重要埋設管路（下水幹線φ1800，施工中の供用停止不可能）の健全性を

確保したまま，安全に圧入掘削を完了させることが命題となった．この命題を達成させるべく，

各種の調査・解析・計画の見直しと，防護工（沈下抑制）・変位計測管理の検討立案を行った

上で，管理者の施工承諾を得て施工を完遂させた．本稿では，本工事の検討～計画策定の経緯

と内容，施工の結果について報告する． 
 

キーワード オープンケーソン，近接埋設管路，影響解析，沈下抑制，変位計測管理 

 
 

1.  はじめに 

 本工事は，大阪都心部における都市再生環状道路整備

計画の一環である「大阪市道高速道路淀川左岸線（Ⅰ

期）」事業における東側端部(海老江JCT工区)に位置し，

阪神高速道路３号神戸線と上記高速道路を接続するラン

プ部高架橋（A・Dランプ）の基礎を築造する工事である

（図-1，2）．なお，同敷地内に後続事業のランプ部高

架橋が追加新設されるため，本工事で構築する基礎・橋

脚は，それらの高架橋も支持する構造となっている． 

海老江JCT工区で新設する道路は，海老江下水処理場

（大阪市建設局）の海老江側施設を取り囲むような線形

になっており，必然として地中に構築する基礎は下水処

理場施設に対する近接施工となる（図-3）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  施工場所 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2  海老江ジャンクション工区（Ⅰ期）完了時 

完成イメージ図（白抜き部：（Ⅱ期）事業で新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3  基礎工施工時 作業イメージ図 
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本稿は，その中でも最も近接条件が厳しいPD6（右）

橋脚の，基礎工（圧入オープンケーソン工法）における

事案である（図-4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4  PD6橋脚 概略設計時構造一般図（立面図） 

 
PD6（右）橋脚の直近（ケーソン純離隔0.9ｍ）に布設

されている下水幹線φ1800（高見送水管）は，海老江下

水処理場に集められた処理水をポンプ室から高見側最初

沈澱池に圧送している重要管路である．海老江下水処理

場（1940年操業開始）は，大阪市の中心街である梅田地

域を含む1,215haの汚水・雨水を処理している，大阪市で

は２番目に大きな処理場である．この下水幹線は代替バ

イパス管路を有していないため，「高見送水管の機能停

止」＝「海老江下水処理場の処理能力が半減」＝「梅田

地域を含む下水道インフラの機能停止」という甚大な社

会的損害発生に直結してしまう重要管路である． 

 近接施工計画の策定にあたり，まずは 
（A）下水幹線φ1800の現状実態調査 
（B）下水幹線φ1800に対する影響解析 
を実施した． 
 
2.  近接埋設管路（下水幹線φ1800）の諸元と現状

実態調査 

 
管理者保有の竣工資料より判明した，下水幹線φ1800

（高見送水管）の諸元を下記に示す（写真-1，図-4）． 

◇Ａ型遠心力鉄筋コンクリート管（単位；mm） 

  内径1800，外径2054，カラー部外径2352 
  管長1200/本，継手NH-Ⅱ型 

◇完成年度 分流会所以東；1963年度 

分流会所より西側；1967年度 

なお当該管路の直上は，阪神電鉄淀川駅まで最短ルー

トで通行できる歩行者自転車道として一般開放されてお

り，通行路の常時確保が必要とされる． 

管路の供用が開始されてから50年弱経過しており，当

時レベルでは最新型の伸縮継手が採用されているが，経

年劣化（継手ゴムガスケットの追随性低下等）による耐

久機能の低下が懸念される．橋脚基礎の施工影響による

許容変位量を設定するためにも，管路の現況状態の確認

結果を反映させることが肝要であると考え，埋設位置の

正確な測量も含めた試掘確認を実施した． 

 

 

写真-1  下水幹線φ1800布設状況写真（1967年度） 

図-5  継手（NH-Ⅱ型）詳細図 

 

 

 

 

 

 

写真-2，3  下水幹線φ1800 現状調査試掘状況写真 

試掘の目的を完全に果たすためには，継手部全周を露

出させて詳細な調査を行うべきであるが， 

① 供用の一時停止が困難な内圧管であり，外周土圧を

開放させること自体に管路損傷のリスクがある． 

シングルガスケット型 

コンポコーキング

(工場作業)

水孔

NH-2型ﾗﾊ゙ ｶー゙ ｽｹｯﾄ  
ヒュームカラー 
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② 管路天端高さ≒地下水位高さ であり管頂以深の掘

削には別途遮水工事が必要となる． 

③ ②を実施するには，側方の処理場躯体への近接影響

や歩行者道確保等に対する対策工が別途必要になる． 

という条件を考慮して，協議の結果「継手の管頂部」の

みの確認を行った． 
実際に試掘した目視確認～協議の結果，以下のように

検討条件の整理を行い，変位許容値を決定した(表-1)． 
◇布設位置は，ほぼ竣工図記載の通りであるが，経年

変化により縦断勾配に既変形が生じている＝すで

に継手部に変形ストレスがかかっている． 
◇懸念していたよりも劣化ダメージは少ないと推測さ

れるが，工事影響による追加変位の付与は極小に

すべきである． 
 

表-1  管路の変位許容値(監視測点間の相対変位) 

１次管理値 ２次管理値 許容値（管理限界値） 

3.5mm 5.6mm 7.0mm 

 
3.  近接埋設管路（下水幹線φ1800）に対する影響

解析・設計施工検討 

 
 現状実態調査及び防護工検討と並行して，基礎工施工

（オープンケーソン圧入掘削）による管路の変位量を予

測すべく，解析検討を行った．検討に際しては 
・他橋脚においても近接埋設物が多数存在する． 
・開業までの工程に余裕がないため，検討～協議工程の

効率化が必要． 
という本工事固有の条件に着眼し，影響解析手順(図-6)
を決定し，(図-7)フローに示す検討ステップで影響解

析・設計施工検討を実施した． 

 検討の結果，以下のような結論が導き出された． 

① 概算解析結果 

(圧入掘削完了時)変位量 －6.5mm＞2次管理値 

→ 詳細解析・現況計画の見直しが必要 

② ケーソン基礎の縮径(φ7.0m→6.0m)は実現可能 

（基礎増筋と，頂版パラペット厚の見直し設計，及び連

結鉄筋とアンカーフレームとの干渉調整で対応可） 

③ 詳細解析結果(縮径反映，変位抑制工なし) 

(圧入掘削完了時)変位量－5.2mm＞1次管理値 

(上部荷重最終載荷時)変位量－7.5mm＞許容値 

  → 変位抑制工等の防護工が必要 

 

4.  下水幹線φ1800の防護工の選定 

 

(1)  防護工種類の選定 

講ずべき防護工として数種類の案を検討照査したが，

協議の結果，(表-2)に示す地盤改良による沈下抑止工を

選定することとなった． 

 

解析方法；弾性FEM解析（軸対象モデル）

解析条件；地盤のみを平面ひずみ要素でモデル化（軸対象）

START

検討条件の整理

概算解析

・許容値との比較

・管路への影響評価

代表橋脚（PA7  ケーソン径9.0ｍ×圧入29.5m）断面に、

下水幹線φ1800も含めた諸々の近接埋設物情報を入力し、

弾性ＦＥＭ解析を実施。変位量を概算算出。

詳細解析

当該橋脚（PD6  ケーソン径7.0→6.0ｍ（縮径反映）×圧入30.0m）

の解析断面を別途作成～解析して、変位量を算出。

 

図-6  影響解析手順 

 
 

概算解析

START

許容値との

比較

余裕なし
現況計画見直し

の必要あり

現況計画見直し

の必要なし

見直しテーマ；

・管路とケーソンの離隔拡大

目的；

・ 影響の低減

・ 防護工の施工スペース確保

詳細解析

・許容値との比較

・配管への影響評価

見直し結果

の反映

OK

防護工の

必要なし

OK

余裕なし

防護工の検討

・許容値との比較

・管路への影響評価

詳細解析
防護工

の反映

OK

施工計画の

決定

計測監視

方法の計画

施工開始

余裕なし

防護工の

再検討へ

設計施工検討影響解析

防護工(案)

の方針検討

 

図-7  影響解析・設計施工検討フロー 
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表-2  防護工（案）比較表 

案 利点・課題 
安全

性 

実現

性

総合

評価
バイパス管 

新設 

緊急時施設として当該工事完了後も有益． 

用地取得等準備期間不足． 
◎ × ×

管更生工法に 

よる変位追随 

性向上 

当該工事完了後もインフラ機能増強として 

有効． 

施工時間＝管路供用停止時間の確保が困難． 

○ × ×

沈下抑止工Ａ 

遮断壁見直し 

SPⅢ L=15m 

→SMW L=44m 

Ｂ案よりコストで有利． 

当該離隔内で施工可能な削孔径では剛性不 

足となり，対策工として不十分になる可能 

性が高い． 

追加準備工増大により工程デメリット大． 

× ○ ×

沈下抑止工Ｂ 

地盤改良体で 

管路直接支持， 

沈下量を抑制 

薬液注入や高圧噴射工法であれば削孔径が 

小さく，少ない離隔でも施工可能． 

追加準備工がＢ案よりも少なく工程デメリ 

ット小． 

Ａ案よりコストで劣る． 

ケーソン圧入範囲に改良体を造成しない． 

措置が必要→薬液注入；ＮＧ 

高圧噴射；揺動制御が必要 

○ ○ ○

 
(2)  地盤改良工の計画・工法選定 

 対策案の選定により，高圧噴射工法による地盤改良で

変位抑止を行うことになった．詳細計画立案に際しては，

以下の点に留意して計画の工夫を行い，改良体造成配置

(図-8)を策定した． 

① 造成（改良高さ28.6m）時における一時的な支持地

盤の泥状化に起因する，管路の沈下抑制が必要． 

→ 施工による周辺地盤影響が最も少ない「三重管方

式」を採用．また改良高さを２分割，管路周囲の上

部5.0m範囲を先行改良することで，改良長が長い下

部施工時における管路の縦断剛性強化を図る(図-9)． 

② 既存構造物との離隔条件上，外径2054mmの管路に

対し片側からの削孔造成しか不可能なため，極力大 

口径の改良が必要． 

→ 「三重管方式＋揺動式」工法の中で，より大口径の

工法を選択し，管路中心を支持できる配置とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 対策範囲（支持体造成）と未対策範囲の境で，大き

な相対変位差が生じないよう緩衝域が必要． 

→ 改良範囲の平面両端部は，「改良体天端＝管路下端

－1.0m」とすることでクッション域を設け，急激なひず

み発生の防止措置を行う (図-10)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9  変位緩衝域イメージ図 

 

 

図-10  変位緩衝域イメージ図 

 

上記検討により選定した工法は以下の通りである． 

 上部造成 ＪＥＰ-Ｍ工法φ3200 
上部造成（両端部）ＪＥＰ工法φ3200/揺動180° 

下部造成 ＪＥＰ工法φ3200/揺動180° 

 

 

 

 

 

 

 

図-9  地盤改良工施工ステップ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-8  下水幹線φ1800防護工 計画図 
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5.  下水幹線φ1800変位の計測監視 

 

(1)  変位計測手法の選定 

高圧噴射工法による削孔～造成時に際しては，排泥

孔の閉塞等のトラブルに対し，管路変位をリアルタイム

に測定し，場合によっては施工の中断等の対策措置を講

じる必要があるため，２重管沈下測量（手動）ではなく，

自動計測管理を選定した． 

 
(2)  自動計測機器（連通管式水盛沈下計）の設置 

地下に埋設されている管路の自動計測測量を行うた

めに，各測点の直上に設置するコンクリート桝内に，管

路（継手）天端から立ち上げた２重管沈下棒を配置し，

その沈下棒に連通管式水盛沈下計（差動トランス式）を

固定する方式を採用した．計測桝は，地盤改良工施工後

の仮覆工・ピット撤去作業に支障とならないよう配置し，

その配置に合わせた仕様で現場製作した計測桝を現地に

設置した(図-10，11)． 

 

図-10  計測機器設置断面図 

 

 

図-11  計測機器設置断面図 

 

6.  下水幹線φ1800変位の計測監視 

 

 以上のような検討～計画策定を行い，実際に変位計測

管理・防護工（地盤改良工）・圧入オープンケーソン工

法による基礎工の施工を実施した.  

(1)  仮覆工・排泥ピット設置，計測機器設置 

施工エリアは歩行者道として一般開放されているエリ

アであるため，工事による影響（幅員減少期間の発生）

を最低限に抑制し，かつその条件下での施工効率を確保

するために，地盤改良工施工期間は排泥ピット・計測桝

上に仮覆工を施した．なお，仮覆工撤去後の計測桝には

防水型の蓋を設置することで，継続して点検が可能な構

造とした． 

 
写真-4  仮覆工・排泥ピット設置，計測機器設置状況 

 
 (2)  地盤改良工 

 削孔～造成機×2setで施工を行った．少しでも改良体

を管路下方に寄せて造成することを目的に，「削孔と管

路の純離隔＝10cm」という超近接施工にしたため，万

が一の損傷防止対策として，全削孔箇所について，プラ

スチックビット削孔による先行確認を行った． 

 また，当該地盤改良工は管路外周地盤の50％以上を直

接噴射切削～改良置換するため， 

・管路変位状況の監視強化；施工による管路変位をリア

ルタイムに監視し，万が一大きな挙動が生じた場合に即

座に施工を中断できるよう，監視モニターを施工エリア

に増設し，監視管理を行った． 

・地盤改良施工中の変位施工管理値を「±3.0mm」と厳

しい値に設定した（超えた場合中断，再協議）． 

・管路内へ改良材スラリーが混入していないか確認する

ために，管路下流側の分配槽部でpH監視を行った． 

 

 

 

 

 

 

写真-5，6  地盤改良工施工状況 
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(3)  圧入オープンケーソン基礎工 

 地盤改良工施工後，グラウンドアンカー工～刃口金物

据付～ケーソン施工（躯体構築→圧入掘削）×6ロット

～底版コンクリート水中打設～頂版コンクリート構築 

という施工ステップで，当該基礎を完成させた． 

 

 

 

写真-8，9，10  圧入オープン基礎工施工状況 

 

圧入掘削に際しては，ヒービング変形等による背面地

盤の緩みを防止するために，地盤への刃先先行圧入とケ

ーソン内の水頭確保に留意した． 

 

7.  まとめ（施工の結果） 

  

基礎工施工完了時までの変位計測結果を(表-3)に示す． 

測点4は地盤改良時点で-4.2mmの沈下変位が観測され

たが，これは既に作用されていた上方屈曲ストレス（着

手前の天端測量結果から判明）が，周辺地盤拘束の一時

的解放で正常状態に戻った変位量を含んでいるため，実

質の地盤改良による沈下変位は2mm程度であったと考え

られる．その後は基礎工施工完了時まで，沈下変位，相

対変位の際立った増加は観測されず，改良体による管路

支持効果が十分に機能した結果，１次管理値内の変位で

施工を完了させることができた． 

 

表-3  管路の変位計測結果(最大値) 

 

 

写真-11  基礎工完了状況（鋼製橋脚架設中） 

8.  おわりに 

 

 今回のような既設構造物に超近接する施工が，特に都

市圏では，今まで以上に増加することが想定される．し

かしながら，当然「全く同じ条件での施工事例」という

ものは存在せず，個々のケース毎に，その固有条件に過

去の類似例（経験工学）とその時点での最新技術を反映

させながら計画を検討し，事業者・管理者・施工者全て

が納得した上で施工を実施・管理していくことが，円滑

な施工に必要な要素である． 本件でも，検討～計画策

定・協議→施工合意のプロセスの中で，３者が中途半端

な妥協をせず，約１年間真摯に最善策を追求した結果が，

施工の無事完遂に繋がったと考える．本論文が今後の同

種工事計画の一助となれば幸いである． 

 

謝辞：万が一でも損傷を与えてしまうと，広範囲に及ぶ

甚大な社会的損害発生に直結する重要管路に超近接した

本工事に対して，協議過程から多大なご指導とご協力を

賜った大阪市建設局の皆様，計画・施工に尽力して頂い

た専門業者の関係者各位に心より感謝を申し上げる次第

である．  
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1)地盤工学会：地盤改良効果の予測と実際（2001年7月） 

 

2) JEP工法協会：技術・標準積算資料（2010年6月） 

 
3) 特殊JEP工法研究会：特殊JEP工法（JEP-Lタイプ，JEP-Mタ

イプ）設計・施工マニュアル（案）（2010年6月） 

 

工種 測点 絶対変位 相対変位 

地盤改良 
施工中 

3-4-5 -2.0～-4.2 +2.7～-2.5 
1-2-3,5-6-7 -0.9～-2.2 +0.7～-1.0 

ケーソン 
圧入掘削施工中

3-4-5 -2.8～-5.1 +2.7～-3.1 
1-2-3,5-6-7 -1.3～-2.8 +1.7～-1.2 

基礎工 
完了時 

3-4-5 +0.8～-2.4 +1.6～-3.2 
1-2-3,5-6-7 -0.5～-1.8 +0.9～-1.0 
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近畿自動車道守口JCT下部工工事 
大口径リバース杭工事における高透水層での逸液対策 

 
 

大田 佳紀1・秋田 政彦2 
 

1大成建設㈱関西支店 守口JCT下部工工事作業所 課長（〒570-0021大阪府守口市八雲東町2-82-22） 

2            同     上               所長（                同    上        ） 

 

 本報文は、近畿自動車道高架下での上空制限を受け、交通量が非常に多い大阪中央環状線と

近畿自動車道に挟まれた狭小範囲での施工となったφ3000の大口径リバース杭を円滑かつ安全

に工事を行うために実施した事前対策工や、その技術的検討事項について報告する。地下30m
付近に存在する透水係数の高い洪積砂礫層（天満砂礫：Dg1）にて、リバース杭掘削時に孔壁

崩壊を防ぐ目的の安定液が「逸液」する可能性が高く、その対策工を実施した。その他、基礎

杭浅層部においても補助工法を併用し安全に近接施工を実施したことを報告するものである。 
  

キーワード リバース杭，大口径，逸液対策，薬液注入工法，近接施工，天満砂礫，透水係数  
 
 

1.  はじめに 

 守口ジャンクションの建設は、近畿自動車道と阪神高

速12号守口線を直結することで大阪中心部と京都圏のア

クセスを向上させる工事であり、西日本高速道路㈱・阪

神高速道路㈱が事業主体となって工事を進めている。こ

のうち、近畿自動車道守口ジャンクション下部工工事は、

西日本高速道路㈱発注部分の橋梁下部工を建設する工事

である。 
今回報告の対象とするDP5橋脚の基礎型式は、当初φ

6.0mのケーソン式単独基礎と、φ3.0m２本縦列配置の大

口径場所打ち杭基礎での比較検討がなされた。結果、中

央環状線の道路線形・車線を確保するために、RCフー

チングとアンカーフレームを省略した合理化構造で、１

橋脚あたりの基礎杭を大口径の場所打ち杭１本とする

「１柱１杭構造」のユニ・アンカーシステムが採用され

ている。（図-9参照） 

2.  工事概要と施工環境 

 当工事のDP5橋脚の施工環境は、近畿自動車道（以下、

近畿道）高架橋により上空制限（盤下げ後の上空制限

10.7m）を受けるとともに、１日８万台以上の交通量と

なる大阪中央環状線、及び近畿道の既設橋脚基礎より平

面的制約を受ける。この他、DP5基礎施工時に大阪中央

環状線（南行き）を２車線確保し、切回し道路の線形は

設計速度60㎞/hを満足させるという制約条件のもとでの

施工となった。このような施工・制約条件から、場所打

ち杭として、大口径リバース杭工法（φ3.0m×38.0m×

２本縦列配置）が採用されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙―２

図-1 DP5橋脚の施工環境 

図-2 原設計DP5橋脚 施工断面図 
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工事区域は、大阪府守口市大日町および大庭町であり、

東大阪平野の北部に位置する淀川低地に属している。地

質層序は、表層から盛土層(B)、沖積層(A)、洪積層(D)の
層順で分布している。洪積層最上位には上部洪積層と推

察される礫質土層(Dg1)が分布し、以下粘土層と砂質土

層の互層となっている。（図-3参照） 
① 盛土層(B)は道路盛土であり砂質土主体である。層

厚はDP-5地点で約10mである。近畿自動車道下の道

路盛土は礫を多く混入しておりφ50㎜以下が多いも

のの一部700㎜程度の転石も混入している。 
② 沖積層の上部層は粘性土(Au-c)、砂質土(Au-s)、礫

質土(Au-g)に区分され、下部層は砂質土層(Au-s)、

粘性土(Al-c)に区分される。中部層は上部と下部で

やや特性が変わる粘性土のためAm-c1とAm-c2（両方

とも海成粘土Ma13）に区分される。 
③ 洪積砂礫層(Dg1)は洪積層最上位の土層で、調査位

置全域に分布しており連続性が良い。礫はφ30㎜以

下の亜円礫が多く、ボーリングによる最大礫はφ

120㎜である。含水は高く、ボーリング時に逸水を

生じる箇所が認められている。 

3.  大口径リバース杭の施工上の課題 

当該施工環境下における大口径リバース杭の施工上の

課題を以下に示す。 
（１） 洪積砂礫層(Dg1)での逸液 

   洪積砂礫層（天満砂礫：Dg1）は、地下30ｍ付近に存

在する高透水層であり、リバース杭掘削時に孔壁の崩壊

を防ぐ目的の安定液が大量に流出する「逸液」がおこる

可能性が高い。大量の逸液を起すと地下水との圧力差が

確保できなくなるため、孔壁の崩壊を招く。大阪中央環

状線、近畿道基礎に近接するために孔壁崩壊は許されな

い施工条件である。（当初は、逸液に対しては、高粘性

安定液で対応できるものと考えていたが、安定液で対処

できるか不明であった。） 

（２）狭小・低空頭ヤードにおける基礎杭浅層部におけ

る施工方法 

原設計の大阪中央環状線側の土留鋼矢板位置に打設を

行う場合には、設計速度60㎞/hで規定される切回し道路

の線形を満足していないことが課題として挙げられた。 
また、事前の近接影響検討（弾性FEM解析）より、リ

バース杭施工基面（TP+9.0m）以深10ｍ範囲は、φ3.2m
のケーシングパイプの押込み設置が必要であった。しか

しφ3200㎜の油圧ジャッキもしくは全旋回機が、大阪中

央環状線の道路条件より当該箇所に設置できないという

課題があった。 

4.  大口径リバース杭の施工上の課題に対する対策 

（１）洪積砂礫層（Dg1）での逸液対策工 

１）逸液試験 

洪積砂礫層（天満砂礫：Dg1）は、過去の地中連続壁

工事にも逸液対策が報告されているほど透水係数が大き

く、1.0×10-1（㎝/s）という記載まである。しかし、

H19年度の土質調査報告書では、回復法によるDg1層透

水係数が3.68×10-4（㎝/s）と非常に小さいことから矛

盾が生じたため追加調査を実施することとした。追加調

査結果では、揚水法によるDg1層透水係数が3.54×10-2

（㎝/s）であり、逸液の可能性を示した。 

そこで、次に、DP5橋脚原位置にて逸液試験（φ1.0m、

オールケーシング工法）を実施し、逸液対策工の必要性

を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逸液試験に用いた安定液は、コンクリート品質確保の

観点から本施工と同様とし、打設時のCaイオンの混入に

よる安定液の劣化と孔壁の崩壊防止・逸液防止を目的と

して、ベントナイト濃度をポリマー系安定液の最大添加

量4％に設定した。ポリマーについては、耐セメント型

と逸液防止効果がある水和抑制型の２種類とし、各

0.1％（合計0.2％）添加したポリマー系安定液を使用す

図-3 DP5橋脚付近地質縦断図 

図-4 逸液試験 施工ステップ図 
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ることとした。 

 

 

 

 

 

 

逸液試験（図-5参照）の結果、Dg1層（天満砂礫）に

て大量の逸液（逸液速度は6.7m3/h）が発生した。地中

連続壁協会の参考文献1)より抜粋した逸液規模の目安と

対策例を表-2に示す。ここで、表-2に示される数値はφ

2.5mの場合のものであり、今回のφ1.0mの逸液試験では

1.0m3/h以上が大規模な逸液となる。 

今回の逸液試験では、下表にて大規模な逸液とされる

逸液速度の約７倍の数値を記録したため、孔壁安定上き

わめて危険な量であると判定し、対策工を実施すること

とした。 

対策工は、本体コンクリートの品質確保の観点から高

粘性安定液を使用しない薬液注入工法を選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）洪積砂礫層(Dg1)逸液対策としての薬液注入工 

 リバース杭施工時の安定液の逸液防止を目的として、

削孔深度が25ｍ以上でも削孔精度に優れるロータリーパ

ーカッションドリルを用いた削孔方式の「二重管ダブル

パッカー工法」を選定・実施した。 

薬液注入の改良厚は、最小複列施工のt=1.5mを基本と

し、施工深度による補正を加えてt=2.2mの改良厚とした。 

なお、改良後の目標透水係数は、逸液規模が「小」と

される透水係数オーダーである10-3㎝/s以下とした。

（表-2参照） 

（２）狭小・低空頭ヤードにおける基礎杭浅層部におけ

る対策工 

大阪中央環状線側の土留鋼矢板の位置を、可能な限り

近畿道側に寄せて配置するとともに、車線幅を確保する

ために、土留矢板上に覆工板を張出設置することで、切

り回し道路の線形を確保した。 
また、当該道路条件下では、リバース杭施工基面

（TP+9.0m）以深10ｍ範囲にφ3.2mのケーシングパイプ

の押込み設置が不可能なことから、人力で設置可能な深

礎工法に変更して実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この時、深礎施工時のAu-s層の止水対策、Au-c層の盤

ぶくれ対策としての薬液注入を実施した。注入工法は、

逸液対策用と同一工法とし、これらの削孔を兼用するこ

とでコストダウンを図った。 
１） Au-s層の止水・孔壁安定対策 

深礎施工時の止水と孔壁安定を目的とする最小改良厚

さとしてt=2.0mの厚さを設定した。止水性能の目標値は

以下に示す盤ぶくれ対策用止水と同様とした。 

２）B層・Au-c層の盤ぶくれ対策 

深礎施工時の盤ぶくれ防止対策としての止水を目的と

し、上記最小改良厚と同様のt=2.0mの厚さを設定した。

また、止水性能は現地盤の透水係数（k=4.5×10-3㎝/s）

を10-4㎝/s以下に低下させる必要があるとして注入厚

2.0mを協会資料2)より算出した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1 安定液配合と品質基準及び結果 

図-6 薬液注入施工範囲と効果確認位置 

品質基準 結果

ﾌｧﾝﾈﾙ粘度 20～30 27.4

比重 1.01～1.10 1.03

PH 7～11.5 9.0

砂分 1.0%以下 9.0

安定液品質基準と結果

材料名 品名 配合

水 水道水 1.0m3

ベントナイト クニゲルV2 40kg

ポリマー RX-70 1.0kg

ポリマー水和抑制剤 MT-246 1.0kg

安定液配合

表-2 逸液規模の目安と対策例 

図-5 DP5橋脚 施工断面図 

土層名
透水係数の
オーダー
（㎝/s）

小 0.2以下 1.0以下 粗砂 1×10-3
・高粘性安定液の補給
・逸液防止材増量安定液
の補給

中 0.2～0.5 1.0～2.5
砂礫

埋土
1×10-2

・高粘性安定液の補給
・逸液防止材の溝内直接
投入

大 0.5以上 2.5以上
玉石混り
砂礫

1×10-1

・逸液防止材の溝内直接
投入
・安定液のゲル化（セメント
投入、特殊ポリマー）
・間隙充填（安定液固化）
・砕石埋戻し後地盤改良

逸液規模
液位低下
（m/h）

逸液速度

（m3/h）

逸　液　層

逸　液　対　策
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表-3 目標透水係数と現場透水試験結果 

5.  対策工効果の確認 

事前対策工を実施した結果、φ3000大口径リバース杭

施工中の逸液量は0.02m3/hと非常に少なく、近接する大

阪中央環状線や近畿自動車道基礎に有害な変位を与える

ことなく、平成24年5月末までの３ヶ月間で２本のリバ

ース杭施工を無事施工完了することができた。 
効果確認試験は、現場透水試験により行った。図-6に

示す通り、試験は薬液注入工の注入範囲内の３箇所にて

実施し、改良地盤の透水係数k（cm/s）を確認した。い

ずれの箇所も目標とする透水係数以下の値が得られた。  
 

 

 

 

 

 

 

6.  大口径リバース杭の施工 

図-7にφ3000リバース杭掘削状況を掲載する。リバー

ス杭の施工機械は、クローラ自走式で強力なトルク

（44.1kNm）で大口径、大深度に対応可能、テレスコ式

伸縮リーダーの採用で空頭制限に対応可能なMPD-45（L
×W×H；6351×2490×5620㎜）を採用した。 
掘削は、洪積砂礫層付近で転石出現のためにオーガが

一時回りにくくなることもあったが、大きなトラブルな

く掘削を完了することができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-8にはφ3000リバース杭 鉄筋建込状況を掲載する。

鉄筋籠長は5.0mで、杭頭付近の主鉄筋は外側72-D38、内

側36-D38の過密な配筋であり、ねじ式の機械式継手は施

工困難であるため、現場打ちモルタル充填式鉄筋継手を

採用し施工完了した。鉄筋籠重量は最大で40tとなるこ

と、近畿道直下での施工となることから、特殊ショート

ブームタイプの150tクローラークレーンを必要とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
更にDP5基礎杭の上部では、冒頭で述べたユニ・アン

カーシステムの設置が予定されているため、鉄筋籠の設

置は、仕様基準以上の精度確保を要求された。以下にそ

のシステム鳥瞰図を掲載する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本稿の内容が、同様の工事の計画の参考になれば幸い

である。 
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図-7 φ3000リバース杭 掘削状況 

現場透水試験 目標透水係数
透水係数
（㎝/s） （㎝/s）

B層・Au-c層 1.60×10-5

Au-s層 6.91×10-6

Dg1層 1.12×10-4 1.10×10-3以下

土層地点

DP-5
4.50×10-5以下

図-9 ユニ・アンカーシステム鳥瞰図 

図-8 φ3000リバース杭 鉄筋建込状況 
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道路除草の抑制技術に関する検討について 
 
 

 
的羽 正樹1 
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道路の維持管理における除草は，雑草の繁茂による交通標識等の視距確保や道路交通の安全確

保，通行車両からの視認性の確保，景観の確保等重要である． 
 また，植栽帯において雑草を放置すると樹木の生育が阻害され，枯損，病虫害発生を引き起こ

し，道路法面では点検の障害となる．除草は，年２回程度除草を行っていたが，厳しい財政事情

の公共事業費の抑制や直轄道路の管理水準への批判を受けて，平成 21 年度より，全国統一の「直

轄道路の維持管理基準（案）」が定められ，除草は原則，年１回となった． 
 そのため，除草作業の効率化を図るため除草の時期・方法，コスト縮減等を目的とした雑草抑

制技術の向上が課題となっている． 
 本検討は，メンテナンスフリー又はメンテナンスイージーが唱えられている雑草抑制技術を

様々な角度から評価・検討し，効果が高く，経済性(イニシャルコスト，ランニングコスト)にも

優れている雑草抑制技術の検討を行ったものである． 
 

 

キーワード 道路除草，維持管理，コスト縮減 

 
 

１．目的 

道路の雑草を正しく管理するには，まず，なんのため

に［除草目的］，どんな草に対して［除草対象］，どの

程度おこなったらよいか［除草目標］を知ることが大切

です． 

地域景観に調和した道路緑化，CO2 排出等による地球

温暖化へ対応して，生活環境の向上ため道路緑化は進め

られているが，道路の中央分離帯，植栽帯における雑草

は，放置すると樹木の生育が阻害され，枯損する他，草

丈の伸長により視拒や建築限界が損なわれ，道路交通の

安全性を損なう要因となります． 

また，植栽地の通風を阻害し病虫害発生や道路法面で

は点検の障害．さらには景観悪化の問題など，様々な理

由により，道路除草を行う必要があり，植栽地等の雑草

管理は道路管理上必要不可欠であり，今後，快適で安全

な道路環境の維持とコスト縮減を視野いれた維持管理の

両立を図りながら，道路除草をしていくには，幅広い除

草技術と除草手法の知識を身につけて，道路環境や雑草

の繁茂状況に応じて適宜，除草方法を設定する必要があ

り，今後の道路の維持管理の参考となるよう雑草抑制工 

 

法の評価し取りまとめたもの紹介する． 

 

２．道路の雑草の現状 

雑草は生命力が旺盛なため，その繁茂は土壌水分や土

壌養分を収奪し，日照を遮断する等，道路植栽の生育と

競合する． 

伐根除草及び草刈りは，雑草の出穂時，遅くとも結実

期前に行うことが重要であり，また，雑草の発生サイク

ルを考慮すると，年2回は実施することが望ましいとさ

れている． 

 

３．雑草管理の方法 

現在の道路空間における雑草管理の方法には，次表の

ように，抜根除草，草刈り，除草剤使用がある． 

住宅地域や歩行者の多い地域などでは，安全性の面か

ら薬剤の使用は極力避けられ，夏期の除草にあたっては，

表土の剥離による乾燥害に注意するとされている． 
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表-1 道路緑化における雑草管理の方法 

 

種 類 方   法  特   徴  時   期 

抜根除

草 

人力で雑草を

根本から抜き

取る 

美観に優れ，効

果の持続性が高

く，樹木にも害

がない手間がか

かる 

草刈り 機械や鎌を使

い，雑草の根

を残し，地上

部のみ刈り取

る 

根 系が残 るた

め，効果は一時

的である 

雑草の種子結実前

に行うことが重要 

雑草の発生サイク

ルを考慮して少な

くとも 6 月頃と 8

月下旬～9月上旬の

年2回は実施する 

除草剤

使用 

薬剤によっ

て，雑草の発

芽や生育を阻

害したり枯死

させたりする 

作業性，効果の

持続性に優れて

いる 

薬害の危険があ

るので，使用に

は十分な注意が

必要である 

薬剤の種類によっ

て定められた散布

時期に行うことが

重要で，時期がず

れると効果が劣っ

たり全く無くなっ

たりする 

 

(参考) 『道路緑化技術基準・同解説』社団法人 日本道路協会  

 

４．植栽地区分による雑草管理の内容 

道路緑化においてもその植栽地の区分により，雑草の管

理内容が異なる． 

下表は，一般の植栽地，芝生地，地被・草花，法面と

いった区分における雑草管理の内容を整理したものであ

る． 

表-1 道路植栽区分における雑草管理の対応策の現状 

区分 雑草管理手法 管理内容 

抜根除草・草刈り 雑草の発生リサイクルを考慮し，

少なくとも 6 月頃と 8 月下旬～9

月上旬の 2 回は実施することが望

ましい． 

除草剤散布 沿道に農作物が栽培されている場

合や樹木植栽地の近傍では，薬害

を生じ難い発芽抑制剤の散布又は

薬剤飛散の恐れがない塗布による

方法を選択する． 

植栽地 

除草後のマルチン

グ 

マルチングにより雑草の浸入を抑

制する． 

刈り込み  芝生地の雑草は，美観を損なうう

えに，日照遮断，土壌水分や養分

の収奪を行い芝の生長を阻害す

る．このため，年 3～4 回程度の

除草を行うことが望ましく，そう

することで芝の活力や繁殖力を活

性化し，雑草の浸入を防ぐ． 

芝生地 

雑草防除 薬剤散布による防除では，環境や

動物に配慮し，適切な時期・薬剤

を選択し，適切な濃度で散布す

る． 

地被・ 

草花 

除草  草丈の低い地被類は，植栽後，完

全に被覆するまでは他の雑草が侵

入しやすいため，除草が必要であ

る． 

春から秋にかけて雑草が大きくな

らないうちに，雑草を根から抜き

取る． 

草花類は，植え替え作業時に，雑

草の根まで抜き取る除草を行う． 

下草刈り  育成樹種の生長を阻害する恐れの

ある植物を選択し，刈払う． 

つる切り  植栽樹木等の生育を阻害する場合

に行う． 

法面 

クズの防除  目標とする植生の変遷に支障の恐

れがある場合に行う．予め発生が

予想される場所では，なるべく早

くこまめに処置することが望まし

い． 

(参考) 『雑草管理ハンドブック』草薙他編  

 

５．通常の除草コスト整理 

通常の除草作業は，従来は概ね夏期及び秋期の年2回

実施されるほか，住民からの苦情に応じて適宜実施され

ている．また，道路の除草作業においては，植栽区分に

応じて，主に肩掛け式除草機による機械除草と人力によ

る抜伐根除草の2通りの方法で実施されている． 

法面や路肩，分離帯等の除草面積が大きな道路部位で

は，主に肩掛け式除草機による機械除草が行われ，植桝

や花壇等他の緑化植栽が込み入った状態の部位において

は人力による除草が行われている．それぞれの年間の除

草コストは，以下の通りである． 

表-2 通常の除草コスト 

□機械除草       

作業項目 作業内容 コスト（円／m2） 備考 

草刈り 

肩掛け式機械

除草 40   

刈草処分 

一般廃棄物処

理 150  ※注 

小計 1回あたり 190    

年間コスト 2回除草 380    

□人力除草       

作業項目 作業内容 コスト（円／m2） 備考 

草刈り 抜根除草 120   

刈草処分 

一般廃棄物処

理 150  ※注 

小計 1回あたり 270    

年間コスト 2回除草 540    

    

※ 注)「植物発生材を利用した雑草抑止技術活用手引き(案)」国土

交通省関東地方整備局  

施工・安全管理対策部門：No.06

2



６．雑草抑制技術の評価 

雑草抑制技術としての評価を行った．評価は，道路に

おける地域別・使用箇所別の雑草抑制課題と概ねの維持

管理を考慮したものである． 

 

（１）防草緑化  

生態的雑草抑制技術は，一部にアレロパシー（ある植

物が他の植物の生長を抑える物質）を放出を有する芝や

草本類の植栽により緑化と雑草抑制の両方を図ろうとす

る技術である．経済性の面では芝類の防草緑化工が安価

であるのに対して，地被・草本類の防草緑化工は高価と

なり，維持管理費用も高くつく．また，緑化工であるこ

とから，ある程度の雑草の侵入は避けられないため，こ

の点においても維持管理に手間がかかる． 

施工性は，一般の緑化工に順じ，ポットやセルの植付

け手間がかかる．一方で法面を対象とした防草緑化工は，

種子吹付けにより大面積の施工に適している．景観性は，

維持管理の頻度に左右されやすく，管理のもとではなか

なか良好な景観を保つことは難しい． 

以上より，防草緑化については，安価な芝系の緑化材

を法面への吹付けや植樹帯の植栽周辺部への張り芝とし

て導入することが考えられる． 

 

（２）物理的雑草抑制技術マルチング 

郊外や都市部の街路樹帯や植栽マスでは，チップなど

によるマルチングによる雑草抑制技術が適しているほか，

刈り取り代用剤(天然重曹;トロナ)も局所的に使用でき

る．二次製品のマルチングは高価であるため，天然リサ

イクル資源としてのマルチングの導入を進めるものとす

る．適用可能な技術には，以下のものがあるが，木材チ

ップ以外は，具体的な効果検証が行われていない新技術

であり，フィールド試行による検証が必要である．また，

技術としては扱いやすく施工が簡単であり，従前植栽地

への適用が最もやりやすい技術である． 

・木材チップ(実用化済み) 

・除草残滓 

・ホタテ貝殻，牡蠣殻(石灰・貝殻系マルチ) 

・アルファルファペレット 

・アレロケミカル抽出物含有ペレット 

・建設廃材再利用材 

 

（３）被覆系(ブロック，固化材舗装) 

物理的雑草抑制技術(舗装系技術による維持管理フリ

ー化)は，緑地の機能を損う上(温暖化防止等)，人工的

な景観となるため，適用箇所が限られる．また，高価で

あるので大規模な施工を行うと施工費が高くつく． 

管理の目標や要求される事項により，下記のような限

られた箇所での適用を進めるものとする． 

 

・保護路肩 

・導流島 

・地元要望による問題箇所(頻繁な刈り取りが必要) 

 

（３）防草シート 

物理的に表土を覆うことで雑草抑制を図ろうという技

術である．緑地の機能を損う上(温暖化防止等)，人工的

な景観となるため，適用箇所が限られる．シートの継ぎ

目などから雑草が侵入するなど，雑草の抑制効果は施工

の精度に左右される．さらに，生分解質以外のシートに

ついては，古くなり用を成さなくなると廃棄物になって

しまう．二次製品としての施工実績はすでに多い． 

 

（４）複層シート 

表土を繊維質のシートで覆いながら雑草を防除すると

ともに，緑化植物を穴植えし，シート自体を緑化植物の

生育基盤として役立たせるという狙いがある．コストは

高価であり，雑草抑制効果はシート系の工法のため，施

工精度に負うところが大きい．景観性には優れるが，緑

化植物が成育するまで一定の維持管理が必要となる．コ

ストが高価なことから導入する箇所は限られるため，雑

草抑制技術として汎用性に欠ける． 

 

（５）生物的雑草抑制技術 

自然循環にもとづく雑草抑制技術であり，興味深いが，

現場の施工性や維持管理の点で不確定な要因が大きく，

導入するとしても適用箇所が限定され，雑草抑制技術と

しては汎用性に欠ける． 

 

（６）化学的雑草抑制技術 

化学的雑草防除技術(除草剤の使用など)は，低いコス

トで効率的な雑草抑制技術であるが，環境への負荷が大

きい可能性があり，使用は下記の条件で可能と考えられ

る． 

・一般人が立ち入らない箇所(IC 部の管理地，中央分

離帯) 

・害虫苦情などが頻繁に起こる耕作地隣接地帯または

住宅地 

・一時的な植生改良が必要な大面積地域(法面) 

 

（７）総合的雑草抑制技術  

 道路は不特定多数の周辺住民が立ち入る可能性がある

ため，安全面から無秩序な薬剤の使用は好ましくないが，

発生する雑草の状態にあわせ，必要最小限の薬剤を使用

することにより，他の技術では行うことのできない，低

茎草地状態での草地管理を行うことも可能となる． 

 

 a）大型イネ科多年生草本のスポット除草  

 ススキやオニウシノケグサといった大型の多年草は，

刈り取りによる雑草防除では，毎年地上部を刈り取る必
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要があり，非効率的である． 

大型の草本類を選択的に枯死させる(スポット除草)こ

とにより，その後数年は草丈の小さな一年生草本群落と

して管理できる可能性がある． 

 

 b）成長抑制剤の使用 

成長抑制剤の使用により，草刈りの効率化向上と，廃

棄物発生量の低減を図ることができる． 

 除草剤を低濃度で散布することで成長抑制剤として機

能する場合があり，条件を限れば比較的安全に使用する

ことができる可能性がある． 

 

（８）各工法のまとめ 

雑草抑制技術・工法一覧とその体系化により抽出され

た工法グループにもとづいて，各々の経済性，施工性，

景観性，管理性(持続性)に対する評価を整理し，あわせ

て各工法グループの道路への適用部位をまとめたものが

下表である． 

 

表 -3 各工法の評価一覧表             

 

 

７．工法別コスト比較 

年 2 回の草刈り管理(人力抜根ならびに肩掛け式刈払

い機による草刈り工)を従来の管理手法とし，それを基

準として各種防草工法のコストを比較した． 

10 年間のトータルコストで，従来の人力抜根よりも

管理費がかかるのは，地被による防草緑化のみである．

またチップや除草残材によるマルチングは，草刈り工

(機械除草肩掛け式)よりも安くなる． 

薬剤の利用と人力抜根の組み合わせ，または薬剤利用

のみの場合についても，成長抑制剤による抑草を除いて

草刈り工よりも安価になる． 

このことから雑草防除対象地の立地条件や道路施設と

しての機能・目的に応じてさまざまな工法の採用が可能

である． 

 

 

表-4 工法別コスト比較 

８．今後の課題 

（１）フィールド試行による効果検証 

 二次製品の適用や，既往検討によって，植樹帯におけ

る雑草抑制対策を立案することはできるが，各地域の現

状に応じて，コスト低減や，効率的な管理を行うには，

フィールド試行にて，抑制効果の検証を行う必要がある． 

 

ａ)グラウンドカバープランツを活用した雑草抑制 

 シバザクラやマツバギクといった地被植物による雑草

抑制は，十分な維持管理が行えず，十分な効果が得られ

ていない例も見受けられる． 

 

ｂ)再生材を用いたマルチング技術 

 雑草抑制効果や，コスト低減効果は確認されている

が，各地でのリサイクルによる再生材供給体制などの確

立に課題があり，施工上の課題となっている． 

 

これらの問題点を把握しながら，管理プログラムを構

築すれば，大きなコスト低減をはかることも可能と考え

られ，環境面に配慮しながら，フィールド試行により効

果検証を行う必要がある．  

単位：(円/m2)

管理手法 工法 1年目 3年目 5年目 10年目
a.従来管理 人力抜根(環境緑地帯) 207

年間コスト 776 776 776 776
トータルコスト 776 2,328 3,880 7,760

b.従来管理 草刈り工(肩掛け式･ｶｯﾀー 径255mm) 37
年間コスト 436 436 436 436
トータルコスト 436 1,307 2,179 4,357

c.生態的 防草緑化工法(芝) 1,500 150
年間コスト 1,740 218 240 390
トータルコスト 1,740 2,198 2,828 4,284

d.生態的 防草緑化工法(地被) 8,000
年間コスト 8,240 240 240 240
トータルコスト 8,240 8,720 9,200 18,400

e.シート マルチング工法(生分解性シート) 718 718
年間コスト 1,158 240 240 1,158
トータルコスト 1,158 1,638 3,036 6,072

f.土系舗装 土系固化工法 5,000
年間コスト 5,000 0 0 0
トータルコスト 5,000 5,000 5,000 5,000

g.マルチング除草発生材流用
年間コスト 395 395 395 395
トータルコスト 395 1,185 1,975 3,950

h.マルチング
剪定枝チップ化マルチ
・通常チップ(人力鋤取り)
年間コスト 1,184 155 155 155
トータルコスト 1,184 1,494 1,804 2,579

i.マルチング
道路剪定枝チップ化マルチ
・ふるい分けチップ(人力鋤取り)
年間コスト 1,384 0 380 367
トータルコスト 1,384 1,764 2,511 3,625

j.化学的 選択的除草剤(広葉多年草) 〈ｶｿﾛﾝ･粒〉 2,151
年間コスト 397 397 397 397
トータルコスト 397 1,192 1,986 3,972

k.化学的 ｽｯﾎﾟﾄ的除草剤(ｲﾈ科対象) 〈ﾌﾚﾉｯｸ･粒〉 3,150
年間コスト 403 403 403 403
トータルコスト 403 1,208 2,014 4,028

l.化学的 ｽﾎ゚ ｯﾄ的除草剤(ｷｸ科対象) 〈ﾊｰﾋ゙ ｯｸ･液〉 97,200
年間コスト 425 425 425 425
トータルコスト 425 1,275 2,125 4,250

m.化学的 草刈り代用剤(天然重曹) 〈トロナ〉 800
年間コスト 350 350 350 350
トータルコスト 350 1,050 1,750 3,500

n.化学的 成長抑制剤 〈ショートキープ･液〉 89,250
年間コスト 506 506 506 506
トータルコスト 506 1,518 2,530 5,060

o.化学的 発芽抑制剤 〈スナップショット･粒〉 2,100
年間コスト 429 429 41 41
トータルコスト 429 1,287 1,369 1,574

p.生態的 極相林化 450
年間コスト 2,829 0 0 0
トータルコスト 2,829 3,069 3,069 3,069

経済性
(ｺｽﾄ削減)

施工性 景観性
管理性
(持続性)

防草緑化 法面、植樹帯 ○ △ ◎ △

マルチング 植樹帯等 ○ ○ ○ △
ブロック 法面・保護路肩 △ △ △ ◎
固化材舗装 中央帯等 △ △ ○ ◎

防草シート 法面等 ○ ○ △ ○
複層シート+抑制型マルチ 法面・植樹帯 △ ○ ◎ △
生物 － △ △ － △
化学的抑制 法面、環境施設等 ○ ○ ○ △

総合的雑草防除 法面、環境施設等 ○ ○ ○ △

評価
工法
グループ

適用
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加古川中央ＪＣＴ工事に伴う 
加古川バイパスの交通切替えについて 

 
 

永見 晃之 
 

近畿地方整備局 道路部 地域道路課 （〒540-8586大阪府大阪市中央区大手前1-5-44） 

 

 国道２号加古川バイパスは日交通量約１０万台の４車線自動車専用道路であり、一般道路で

は国内有数の交通量を誇っている路線である。加古川中央ＪＣＴ工事、及び同時実施の加古川

バイパスリニューアル工事にともない加古川バイパス本線の迂回路への切替えを行ったところ

であるが、本論文では、この交通量の多い道路における大規模な迂回路切替えという希有な事

例について、工事実施内容、多くの制約条件及びその対応、実施結果等について報告するもの

である。  
 

キーワード 交通切替え，自動車専用道路  
 
 

1.  工事の内容と迂回路の設置 

 加古川中央ＪＣＴ工事は、国道２号加古川バイパスの

加古川市野口町地先において、東播磨南北道路（兵庫県

事業）の接続を行うためのジャンクション設置工事を受

託により行うものである（図-1）。主には、合計４箇所

のランプ、及びバイパス横断の橋梁を設置するものであ

り、加古川バイパスの上空に３橋の橋梁を設置すること

となる。 
また、加古川バイパスリニューアル事業の一環として、

加古川中央ＪＣＴ工事範囲内にある間形橋の老朽化にと

もなう架け替えを同時に行うものである。 
 上記の工事には日交通量約１０万台の加古川バイパス

において交通を確保したままの施工が必要であり、バイ

パス交差部分については、４車線を迂回路に切替えなが

らの工事を次の区分より進めた（図-2）。 
 

 
      図-1  加古川ＪＣＴ完成予想図 

 
Ｓｔｅｐ１：（2009年3月～2010年6月） 
  加古川バイパスに支障にならない範囲の橋梁下部工

等を施工。 
Ｓｔｅｐ２：（2010年7月～2011年9月） 
  加古川バイパスを迂回路に切り替えたうえで、バイ

パス上空に設置する加古川中央ＪＣＴの３橋の上部工

の架設を実施。あわせて、バイパス本線の老朽橋梁で

ある間形橋の架替えを実施するとともに、バイパス本

線の道路縦断線形改良を実施。 
Ｓｔｅｐ３：（2011年10月～） 
  加古川バイパスを元線形に戻した上で、残る部分の

橋梁上部工の架設、及びその他の残工事を実施。 
 

 

図-2  施工ステップ図 

別紙―２

加
古
川
バ
イ
パ
ス 

東播磨南北道路 

Ｓｔｅｐ２

Ｓｔｅｐ１、３

切替え工事箇所 切替え工事箇所

施工範囲 

施工範囲 

施工範囲 
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2.  迂回路の構造及び切替え工事 

 
(1) 迂回路の構造 
 今回設置した迂回路の緒元は以下の通りである。 

 設計速度    ： Ｖ＝６０ｋｍ/ｈ 

         （本線 Ｖ＝８０ｋｍ/ｈ） 

 延長     ： L＝６８０ｍ 

 最小曲線半径  ： Ｒ＝４５０ｍ 

 車線数    ： ４車線（往復） 

 
(2)迂回路の切替え工事 
 上述した迂回路の切替えについては以下の通り切替え

工事を実施した。 

 主な施工内容は、舗装工、防護柵設置工、区画線工等

であり、第１回に対して第２回の施工時間が長いのは、

第２回で施工する舗装工が完成形への工事であるために、

その施工数量が多いためである。 

 第１回 ： 本線→迂回路への切替え 

  １日目 上り２車線(北側) 

2010年 7月 9日(金) 22:00 

～7月10日(土) 15:00（のべ１７時間）  

  ２日目 下り２車線(南側) 

2010年 7月23日(金) 22:00 

       ～7月24日(土) 15:00（のべ１７時間） 

 第２回 ： 迂回路→本線への切替え 

  １日目 下り２車線(南側) 

2011年 9月30日(金) 22:00 

       ～10月 2日(日) 6:00（のべ３２時間） 

  ２日目 上り２車線(北側) 

2011年10月15日(土) 22:00 

～10月17日(月) 6:00（のべ３２時間）  

 

3. 制約条件とそれに対する対応 

 
 交通量の多い加古川バイパスでの迂回路切替え工事に

おいては多くの制約条件等があるが、以下にその制約条

件等及びその対応策を示す。 
 
(1)  施工時間短縮の必要性 
 迂回路切替え工事にあたっては、片側２車線のうちの

１車線について昼夜に及ぶ連続した規制をともなうため、

特に昼間における渋滞の懸念が大きい。 

よって、渋滞による社会的損失を最小限にすることを

目的に、工事規制の時間を短縮するための施工時間短縮

策を講じることが必要である。 

 切替え工事時期が気温の高まる夏期であったため、舗

装工事が主体である本切替え工事においては、その時間

短縮に主眼をおき対策を講じた。 

a) 迂回路の構造変更による時間短縮対策  
多くの交通量に対して約１年間という長期供用を行う

自動車専用の迂回路であることから、当初計画では、設

計速度を本線同等の８０ｋｍ/ｈとして道路幾何構造を

計画をしていた。 

しかしながら、曲線部における横断片勾配が６％必要

となることから、本線と迂回路との接点曲線部に片勾配

を付すために多大な厚みの舗装かさ上げを行う必要があ

ることが判明した。 

舗装を何層も施工することは施工時間を要することに

なり、また、気温の高い夏場の施工であるため、初期わ

だちが多量に発生するおそれがある。 

 そこで、交通管理者との協議を実施し、規制速度の低

減をともなう設計速度の低減（８０ｋｍ/ｈ→６０ｋｍ/

ｈ）を行うことにより、必要な横断片勾配を６％から

４％に低減した。その結果、図-3に示すように最大で約

２０ｃｍもの舗装かさ上げ量の低減を行い、規制をとも

なう施工時間を約２時間短縮することができた。 

b) 舗装温度の早期低下対策による施工時間短縮対策 
 今回の切替え工事の施工内容は、そのほとんどを舗装

工事が占める。 

舗装工事は敷設･締固めした加熱アスファルト合材の

温度が一定以上に低下してから交通解放することと規定

されているが、これは、主には温度低下不足が原因で輪

荷重による流動が生じ、その結果、「わだち」が発生す

ることを防止するためである。 

 今回のように気温の高い夏場の舗装工事であれば、加

熱アスファルト合材の温度が下がりにくいために、直前

に実施した別の工事では時間を大幅に超過するという事

例があった。 

 そこで、中温化アスファルト合材、及び冷却装置付き

タイヤローラーを使用することにより施工時間の短縮、

及び「わだち」発生を抑制することとした。 

 中温化アスファルト合材とは、特殊添加剤を混合する

ことにより高温域でのアスファルトの粘度を一時的に低 

 

 

図-3  舗装厚の縮減 

当初計画：横断片勾配６％ 

変更：横断片勾配４％ 

(設計速度 ８０ｋｍ/ｈ) 

(設計速度 ６０ｋｍ/ｈ) 

約２０ｃｍの

舗装厚縮減 

→ 約２時間の短縮
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下させることで、通常の合材に比較して混合･施工温度

を３０～５０℃程度低減することができるものであるが、

これにより、施工直後における交通解放温度までの温度

低下時間を約２時間低減させることができる。 

 また、冷却装置付きタイヤローラーを使用することに

よりさらに１時間２０分程度の交通解放までの時間低減

をおこなうことができる。 

 以上により、当初計画では舗装工事施工直後から交通

解放までに５時間２０分必要であったのに対し、合計３

時間２０分の短縮により施工直後から２時間で交通解放

を行うことができ、規制をともなう施工時間の大幅な短

縮を講じることができた。 

 
(2)  渋滞長短縮の必要性 
 事前に行った渋滞長予測によると、通常時と同じ量の

交通が通過した場合には最大で約２６ｋｍの渋滞が生じ

るとの結果であった。 

 これを受け、社会的損失を最小限にするために渋滞長

の短縮対策を講じる必要が生じたが、渋滞長の短縮のた

めには、工事規制時間における通過交通量を低減するこ

とがもっとも効果的である。    

そこで、事前の広報活動を行うことにより他の道路へ

の迂回を促すとともに、事前周知による安全性向上を図

ることとした。広報活動内容の検討にあたっては、切替

え工事施工日の約３ヶ月前より「広報検討会議」をのべ

４回開催し、その結果、以下の１２項目について実施す

ることとした。 

① 記者発表 
② 新聞広告（読売、朝日、毎日、産経、神戸） 
③ ラジオ放送（ラジオ関西、kiss-FM） 
④ 日本道路情報センター（ジャティック：２週間で
５０回のスポット広告） 

⑤ 姫路河川国道事務所 ＨＰへの掲載 
⑥ 姫路河川国道事務所 路側放送 
⑦ 加古川市広報誌への掲載 
 

 

図-4  工事車両退出時の安全対策 

⑧ 折り込みチラシ 
加古川市全戸配布 97,000枚 

高砂市全戸配布 35,000枚 

明石市全戸回覧 11,050枚 

播磨町 13,000枚 

稲美町 10,000枚 

     計 約１７万枚 

⑨ ポスター掲示 
関係機関、近隣警察トラック協会、バス協会、

タクシー協会、パーキングエリア、道の駅 

  計 約２５０枚 

⑩ 道路上に予告横断幕を９カ所に設置 
⑪ 道路情報板への表示 

姫路河川国道事務所、第二神明道路 

阪神高速道路、本四連絡道路、播但有料道路 

⑫ 加古川バイパスの近隣ランプに予告看板を設置 
 また、切替え工事実施中は３０分毎に渋滞長を計測し

日本道路情報センターへ情報提供した。 

 
(3)  安全性の確保 
交通量が多い大動脈のため、連続した１車線規制の工

事箇所にて交通事故等が発生した場合は即座に通行止め

となる危険性があり、交通麻痺の懸念がある。 

よって、交通事故等を極力発生させないよう工事中の

安全確保が必須であるため以下の対策を講じた。 

a) 車両の配置による作業車両退出時の安全確保 
工事規制箇所からの工事車両の退出時には、通過する

一般車両との接触事故のおそれがある。 

そこで、工事車両退出時に図-4に示すように巡回車両

が後続車両の先頭を走行のうえ速度抑制することにより

車間距離を確保し、その間に工事車両を安全に退出させ

ることとした。 

b) 巡回車の配置による作業車両退出時の安全確保 
渋滞発生時には、図-5に示すように渋滞箇所の１ｋｍ

手前に標識車を移動し通行車両に渋滞情報の提供を行う 

 

 

図-5  渋滞発生時の安全対策 

巡回車 一般 一般

一般
工事車両 

規制帯 

巡回車により後続の一般

車両の速度を抑制 

安全に退出 

渋滞発生 

標識車を渋滞後尾より 

１ｋｍ後方に移動し、 

渋滞情報を表示 

標識車 規制帯 

一般 一般

一般 

一般 一般 

一般 
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ことにより、渋滞後尾への玉突き事故等に対する安全性

を向上させた。 

 

 (4)  工事規制に関する制約 
交通量が多い道路のために追突事故等の危険が高いこ

とから、工事規制帯の切替えの際（例：走行車線の１車

線規制→追越車線の１車規制への切替え）における一時

的な通行止めをも許容されない。 

 一般的には、工事規制帯の切替えを行う際には一時的

に通行を止めたうえで切替え作業を行うことが多いが、

本箇所については以下、及び図-6のとおり追突事故の危

険性を防ぐために低速で交通を確保したままの規制切替

え作業を行うこととした。 

a) 警察車両の協力による通行車両の速度抑制 
工事規制切替え箇所より手前側から警察車両の協力を

得て一般車両の先導を低速で行った。それにより規制帯

切替えに要する時間・場所の確保を安全に行った。 

b) 人員配置による切替え作業時間の短縮 
 工事規制帯の切替えに必要な作業人員を各資機材専属 

 

 

図-6  警察車両の協力、及び短時間での規制帯切替え 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で配置することにより、通常は１５分程度要する作業 

を約３分弱で行った。 

   予告標識の切替：３名 

   規制起点部テーパー部規制材の再構築：５名 

   規制終点側規制材の再構築：５名 

 
    

4.  結果と考察 
 
 加古川バイパスにおける２回にわたる切替え工事を  
行い無事に完了することができた。 

 施工時間については、事故等もなく当初計画の時間内

に予定通りに完了することができ、講じた対策の成果が

あったものと考えられる。 

 また、渋滞長については、予測値の最大２４ｋｍに対

して実績値で最大約１４ｋｍと半分程度で抑えることが

でき、渋滞に関する意見･問い合わせ等については１回

の切替え工事あたり２～３件程度と少ないものであった。

これについては、事前の綿密な広報活動により十分に周

知されていたことによるものと評価できると思われる。 

 これらの結果は、関係者間協議、広報、施工等に関し

てこれまでに築いた各ノウハウを集結し分担することに

よりなしえたものであるが、特には、関係者間での綿密

な協議・調整等を行うなかで築かれたチームワークの賜

であるということができる。 

 

 

謝辞：今回の迂回路切替え工事にあたり、協力をいただ

いた関係機関等の皆様に感謝するとともに、本論文の作

成にあたり協力いただいた皆様に感謝します。 

 

 

＊本稿については、筆者が姫路河川国道在職時に携わっ

た業務に関するものである。 
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神戸港港島トンネル延伸事業について 
 
 

白波瀬 浩司1 
 

1神戸市 みなと総局 技術部 工務第１課 （〒650-8570 神戸市中央区加納町6-5-1） 

 

 神戸港港島トンネルは、市街地と人工島であるポートアイランドを結ぶ神戸大橋に続く第２

のアクセス道路として１９９９年７月に供用を開始した海底トンネルである。供用開始から概

ね10年が経過し、上下各１車線であったポートアイランド側出入口付近において、交通量の増

加による混雑・渋滞が慢性化する状況となっていた。そのため、ポートアイランド側のトンネ

ル本線を延伸し、全線複線化を行い円滑な交通機能の確保を図った。本論文では、現道上にお

けるトンネル延伸工事の施工時における安全対策の事例について紹介するものである。 
 

キーワード 渋滞解消，大型車交通，地下埋近接  
 
 

1.  はじめに 

神戸中心市街地と人工島であるポートアイランドを結

ぶアクセスルートは神戸大橋のみであったが、神戸港港

島トンネルは、ポートアイランド（第２期）等の整備・

利用に伴い増大する交通量を円滑に処理するとともに、

災害時のアクセス機能を強化するため、第２のアクセス

ルートとして構造方式の異なる海底トンネル方式で整備

した臨港道路である。 
 

 
図-１  位置図 

 

2. 交通状況の変化 

 神戸港港島トンネルは、交通量に応じて段階的に整備

を進めており、１９９２年～１９９９年にかけて整備し

た第１期事業では、既成市街地側とポートアイランド側

の出入口をランプ構造で供用を開始した。 
 １９９９年７月の供用から概ね１０年が経過し、その

間ポートアイランド（第２期）西側の都市機能用地では、

医寮関連企業等の立地が進み、東側においても大水深の

大型コンテナバースの整備や港湾関連企業の進出が進み

島内の交通量は年々増加する傾向にあった。さらに２０

０６年２月には、ポートアイランド沖合いに神戸空港が

開港し、港島トンネルを利用する交通量は開港前に比べ

約２倍に増加した（図－2）。 
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図-２  港島トンネルの交通量の変化 

 
 これは、神戸空港開港に合わせて整備を行った新神戸

トンネルの南延などにより、六甲山系北側～市街地～臨

海部を直結する神戸市の中央都市軸のアクセスが強化さ

れたことで、港島トンネルを利用する車が増加したもの

と推測される。 
また、２００４年７月には神戸港が大阪港とともに

「阪神港」としてスーパー中枢港湾の指定を受け、ＰＣ

１４～１８が特定国際コンテナターミナル埠頭に位置づ

けられ、取扱貨物量の増加が期待されるなど、今後もさ

らなる交通量の増加が予想される状況であった。 
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図-３ 中央都市軸  
 
このような状況の中、北行き南行きともに２車線であ

る既成市街地側出入り口に対し、各１車線であったポー

トアイランド出入口付近において、交通集中による混

雑・渋滞が頻繁に発生するようになり、特に朝夕ラッシ

ュ時には、出口を先頭に最後尾がトンネル中央付近まで

達するような状況であった。 
そこで、港島トンネルのポートアイランド側出入り口

における交通混雑の解消と今後増大する交通需要に対応

するため、ポートアイランド側のトンネル本線を南へ延

伸し、上下各２車線の複線化に改良することとした。 
 

3. トンネル延伸事業 

１９９２～１９９９年にかけて整備した第１期事業に

おける建設段階で、将来の延伸を考慮してポートアイラ

ンド側の出入口ランプが接続している交差点を越えたと

ころまでトンネル本体構造を先行して整備していたため、

今回は１つ南側の交差点に接続させるために約２３０ｍ

トンネル本線を延伸する事業であった。 
延伸区間の構造は、新たなトンネル本線出入口として

平面道路に取付けるため、ボックス区間が約９０ｍ、Ｕ

型擁壁・重力式擁壁によるオープン区間が約１４０ｍを

構築するものであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-４ 港島トンネル平面図・縦断図 

 
図-５ 延伸部の断面図 

 

4. 現道上における開削工事 

港島トンネルのポートアイランド側出入口が接続する

道路は、上下各４車線の臨港道路であるが、ポートアイ

ランドには、港湾施設の他に住宅地や都市機能施設が集

積し、さらにポートアイランド沖合いには神戸空港があ

るなど、生活道路や空港へのアクセス道路といった機能

も併せ持つ主要な道路となっており、ポートアイランド

内の道路の中では最も交通量の多い幹線道路である。 
トンネル延伸はまさにこの幹線道路上における開削工

事であり、施工に際しては、限られた現道スペースの中

でこの交通機能を確保しながら、安全に実施する必要が

あった。 
そこで、作業スペースと一般車両の通行帯を確保する

ため全面路面覆工を施し、一般車両の通行帯については、

上下各４車線の内、最低上下各２車線を確保しながら施

工を進めることを前提に行った。 
工事は、①土留工、②中間杭・路面覆工工、③支保

工・掘削工、④躯体工の施工手順で行い、道路切替は各

施工段階に応じていくつかのステップ毎に行った。 
手順としては、①一般通行帯を西側に寄せ、東側半分

の路面覆工まで仮設工を施工した後、②一般通行帯を東

側に寄せ、西側半分の路面覆工までの仮設工を行い、③

一般通行帯を東西両サイドに戻した後、掘削・支保工か

ら躯体工の施工を行った（図-６）。 
 

 

 
図-６ 各施工段階における切替 

西 

西 西 
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東 東 
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写真-１ 施工状況（Ｓｔｅｐ３） 
 
また、現道は交通量が多いことに加えコンテナ車など

の大型車両の通行が多いことから、一般車両が通行する

路面覆工帯については、覆工板のガタツキによる騒音や

跳ね上がり等による事故防止等を目的に、締結式覆工板

を採用した（図-７）。 
 

 
 
 
 
 
 

図-７ 締結式覆工板の構造 
 

5. 近接する地下埋設物 

トンネル延伸区間は、大型車交通量が多い幹線道路で

あることに加え、ポートアイランド（第２期）や神戸空

港への供給施設の幹線ルートとして多くの地下埋設物が

存在する道路である。 
トンネル延伸においては、支障となる地下埋設物を先

行してトンネル完成時における側道部に移設（集約）し

たため、土留壁との離隔が最も近接するもので約１ｍし

か確保できないなど、輻輳する地下埋設物との近接施工

であった。 

 
図-８ 地下埋設物断面図 

 

施工に際しては、土留壁打設時における振動等や土留

変形による周辺地盤及び地下埋設物への影響が懸念され

たため、振動の少ない土留工法の採用や土留挙動による

背面地盤への影響をＦＥＭ解析等により事前に検証した

上で施工を行った。 
土留工は、①掘削深１１ｍ程度、②地下水位が高く遮

水性の土留、③遮水層までの根入れ（約２０ｍ）などの

条件を満足するものとして、鋼矢板圧入工法で計画して

いた。  
しかし、先行する東側土留施工時において土中に不規

則に混在していた転石により、単独圧入による打設が困

難となったことから、地下埋設物がより近接する西側土

留壁は、当該地盤にも対応できかつ、周辺構造物への影

響が少ない連続地中壁工（柱列式）に変更した。 
また、土留変形に対しては、事前に解析で求めた変位

量をもとに、傾斜計による水平変位や切梁軸力などの計

測管理を行うとともに、近接する地下埋に対しては、埋

設物に設置した沈下観測棒による監視を行いながら慎重

に施工を進めた。 
さらに土留支保工においては、近接する地下埋設物へ

の安全確保、土留支保工の密着性の確保、左右異なる土

留構造による不規則挙動のリスク回避のため、油圧ジャ

ッキによるなじみ軸力の導入を行った。 
このような事前対策と計測管理のもとで施工した結果、

地下埋設物への影響も管理値を上回ることなく無事に躯

体構築を終えることができた。 
また、土留変形量を事前解析値と計測値で比較すると、

各深度に応じて解析値と同様の挙動傾向を示しているも

のの、変形量は解析値を下回る結果が得られた。 
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図-９ 土留変位量の比較（一例） 
 

6. 実施体制 

トンネル延伸区間の供用には、延伸区間の新たな躯体

構築に加え、１期事業で構築した未供用区間を含むトン

ネル内の監査歩廊や舗装などの土木工事と、照明設備、

非常用設備、消化設備、無線通信補助設備などの設備工
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事が輻輳し、綿密に工事調整をしながら完成させる必要

があった。 
特に、新たな出入口となる坑口付近では躯体構築中で

あり、工事車両の出入口も制限される厳しい条件下での

施工調整が必要であったため、当該事業の請負業者全社

で「安全衛生協議会」を組織し、相互安全パトロール、

進捗状況管理、工程調整などを綿密に行い、２０１１年

７月２日に事故無く無事に延伸区間の供用を開始するこ

とが出来た。 
トンネル延伸区間の供用後は、平面道路を通行してい

た車両の大半がトンネルへ流れたため、トンネル両サイ

ドの側道部の復旧工事に着手し、２０１１年１２月に全

ての事業を終了した。 
 

7. 事業効果 

トンネル延伸部供用後の交通量について、開通前と比

較すると、２０１１年１１月の交通量調査では延伸前に

比べ約３，５００台（約１７％）増加しており、港島ト

ンネルの全線複線化により渋滞が解消されたことで、当

該ルートを利用する車両が増えたものと推測される。 
一方、市街地とポートアイランドを結ぶもう一つのア

クセスルートである神戸大橋と利用比率で比較すると、

トンネル延伸前は、神戸大橋が７６％、港島トンネル２

４％でったのに対し、神戸大橋７０％、港島トンネル３

０％と、若干ではあるが交通の流れも変化していること

が分かった。 
 

 調査日 日交通量 
延伸前 2008.11 ２０，７６９ 
延伸後 2011.11 ２４，２４５ 
前後比較  ＋３，４８０ 

表-１ 交通量比較 

 
 調査日 神戸大橋 港島ﾄﾝﾈﾙ 

延伸前 2008.11 ７６％ ２４％ 
延伸後 2011.11 ７０％ ３０％ 

表-２ ルート別比較 
 
この度の港島トンネル延伸事業により、トンネル全線

が複線化され、これまで朝夕ラッシュ時において頻繁に

発生していたトンネル内の交通混在・渋滞の発生は解消

された。 
また、神戸大橋を利用する車両とトンネルを利用する

車両が大きく分離されたことにより、平面道路において

も車両の流れが円滑になり、利便性、安全性が向上した。 

 
 

写真-２ 整備前

 

写真-３ 完成後 

8. おわりに 

神戸港は、大阪港とともに阪神港として２０１０年８

月に「国際コンテナ戦略港湾」の指定を受け、ハブ機能

強化に向けて様々な施策を展開しており、この度の港島

トンネル延伸による港湾物流の基盤強化によって、さら

なる神戸港の取扱貨物量の増大や企業進出の促進に寄与

するものである。 
最後になりましたが、港島トンネル延伸事業は、大型

車交通量が多く、かつ多くの地下埋設物が輻輳する現道

上での開削工事であったが、事故無く無事開通を迎える

ことができたのは、ひとえに本事業に携わられた施工業

者の努力と地元、周辺事業者及び関係機関のご協力、ご

指導のおかげであります。関係各位に深く感謝を申し上

げます。 
 

施工・安全管理対策部門：No.09

4



阪
急
京
都
線 

Ｊ
Ｒ
京
都
線 

東
海
道
新
幹
線 

国
道
１
７
１
号 

 

流域下水道雨水貯留管 
（いろは呑龍トンネル）について 

 
 

山之江 亨 
 

京都府 流域下水道事務所 施設整備室 （〒617-0836 京都府長岡京市勝竜寺樋ノ口1） 

 

 近年、都市部において雨水貯留管を設置する場合、既設の地下施設などへの影響を避けて大

深度設置となり、厳しい条件下での計画や施工を余儀なくされることが多い。 
京都府が整備している流域下水道雨水貯留管「いろは呑龍トンネル」においては、用地的制

約や高い地下水圧などの厳しい条件への対応として、「ハイブリッド式親子シールド工法（親

機：泥土圧式、子機：泥水式）」という特殊なシールド工法、「ガイドウォール式」による大

流量の高落差処理、凍土掘削による接続管施工、「スライドビル工法」による地中接合、大口

径ボーリング工法の斜施工などの多くの注目すべき技術を用いている。 
 

キーワード 親子シールド工法，凍結工法，ガイドウォール式，スライドビル工法，TBH工法  
 

 

1.  はじめに 

京都市、向日市及び長岡京市またがる桂川右岸流域の

雨水対策事業として実施している「いろは呑龍トンネ

ル」は、全体延長約9.2ｋｍ、対策量約24万ｍ３の地下ト

ンネルである。 
これは，雨水が流入して増水した雨水排水路から水を

トンネル内に取り込んで一時的に貯留し、河川や水路の

水位が下がってから排水を行い、浸水被害を防ごうとい

うものである。なお、全体計画完成時には、一部流下さ

せる機能も有している。 
この「いろは呑龍トンネル」の全体計画の内、上流部

の北幹線第１号管渠（内径8.5ｍ、延長935ｍ）について

は、既に2001年6月に供用開始し、約5万4千m３の雨水貯

留が可能となっている。北幹線第１号管渠の対象流域で

は、供用前においては、ほぼ2年に一度の頻度で浸水被

害が発生していたが、供用後は、浸水被害もなく、雨水

を貯留して効果を発揮し、地域の安全に貢献している。 
さらに、これに続く北幹線第２号管渠（内径3.0ｍ、

延長2,864ｍ）と北幹線第３号管渠（内径6.1ｍ、延長

1,120ｍ）が2011年10月から供用を開始した。 
今回、この北幹線第２号・第３号管渠に係る主な土木

工事について報告する。 
 

2.  管渠本体1) 

(1)  ハイブリッド式親子シールド工法（図-1） 
 工事コストの低減、工事に伴う交通渋滞の緩和、工期

短縮等の観点から、雨水北幹線第２号･第３号管渠は、

異なる管径を一度に施工可能な「親子シールド工法」に

より施工した。 
掘削工法としては、ハイブリッド式親子シールド工法

（親機区間：泥土圧式シールド工法、子機区間：泥水式

シールド工法）を採用することにより、カッタービット

の交換が不要などの利点が生まれ、延長4kmにも及ぶ長

距離区間を、掘削途中に道路からの作業を行うことなく

施工することが可能となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 ハイブリッド式親子シールド工法  

別紙―２
施工・安全管理対策部門：No.10

1



(2)  セグメント（図-2） 
セグメントについては、幅1,300mmとして、組立回数

の軽減と施工速度の向上を図った。 
また、二次覆工省略型トンネルとして、一次覆工（親

機区間）は位置決めと同時に締結を完了し、ボルトボッ

クス閉塞作業の必要のない内面平滑の「ワンパスセグメ

ント２」 (先付けコッター継手＋プッシュグリップ継手)
を採用し、施工サイクルの向上を図った。ただし、子機

区間についてはセグメントの桁高が小さく

（H=200mm）、組立時の継手の拘束によるクラックの

発生が懸念されたため、ピース間は通常のボルト継手と

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 ワンパスセグメント2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 ガイドウォール式  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 模型実験検討内容 

3.  接続施設 

接続施設は、関連公共下水道との接続点となる施設で

あり、水の減勢等を行う高落差処理機能を有する接続人

孔（立坑）と接続人孔と貯留管を連絡する接続管により

構成される。 
今回の工事区間では、北幹線第3号管渠（内径6.1ｍ、

延長1,120ｍ）に接続する「石田川接続施設」と「洛西･

寺戸－４接続施設」の2箇所の接続施設がある。 
 

(1)  接続人孔 

いずれの接続人孔においても、降雨時に大流量の雨水

が落差をもって流入することとなるが、用地的な制約条

件下における大流量の高落差処理として、「ガイドウォ

ール式」（図-3）を採用している。 
ここでは、「洛西･寺戸－４接続施設」の接続人孔を

例として詳述する。 
大流量の高落差処理方式について、一般的な方式を含

めて、表-1 に示すような比較検討を行った。そして、

狭い空間での適用が可能で、設計条件（用地的制約、流

量 21.5ｍ３／ｓ、落差 8ｍ）に対する適用性があり、経済

性・維持管理性等の点で有利な「ガイドウォール式」を

選定した。 

また、模型実験（図-4）により、接続人孔規模、スリ

ット諸元、ステージ部形状、床版への作用圧力等を検証

を行うと共に、減勢部での整流不良改善のための補助構

造物として、デフレクターと波返し（図-5）を設置した。 

 
表-1 高落差処理方式比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 接続人孔内部構造 
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【接続管】 

＜構造形式＞･鋼製セグメント+２次覆工コンクリート 

（内径3200mm，外径3800mm） 

＜施工方法＞･非開削で凍土掘削後セグメント組立 

図-7 石田川接続施設の概要図

施工方法：泥水式推進工法(φ2400mm) 

構造形式：鋼･コンクリート合成管 

到達部補助工法：地盤凍結 

(2)   洛西・寺戸－４接続管 
洛西・寺戸－４接続施設における接続管の構造、延長、

土被り、地盤条件は図-6に示すとおりである。 
国道沿道の用地内に設置する接続人孔（立坑）と国道

直下の貯留管のへ接続管施工は、地下水の豊富な砂礫と

粘性土の互層地盤を掘削する。さらに、幹線国道171号
直下の施工であり、道路下には移設が困難な複数の地下

埋設物が敷設されていることから、これらの影響を小さ

くするために非開削工法で計画する必要があった。 
非開削で延長が比較的短い管渠の施工法は、一般的に

刃口推進工法が経済性に有利であるが、地下水位以下で

は止水のための大規模な補助地盤改良が必要であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-6 洛西・寺戸－４接続管の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-8 スライドビル（既設管渠接合）工法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今回は、土被りが約20ｍに及ぶ硬い互層地盤を掘削す

るうえに、砂礫層には高い地下水圧が作用しているため、

確実な止水性と地盤強度を有した補助工法併用の施工が

重要であり、表-2に示す最適な補助工法を比較検討した

結果、地盤凍結工法を選定した。 
接続管の施工は、凍土を人力掘削した後、鋼製セグメ

ントの組立により築造した。 
 

(3) 石田川接続管2) 
石田川接続施設は図-7に示すとおり、接続人孔から接

続管によって、東海道新幹線高架橋と交差し、国道171
号直下の雨水北幹線まで連絡する施設である。 
地下水の豊富な硬質砂礫地盤を主体に掘削する条件下

での接続管の施工法としては、泥水式推進工法を選定し

た。さらに推進工事到達部となる貯留管接合部では、国

道171号車道下での施工となることから、到達立坑を築

造せずに、掘進機を既設シールド管渠に到達させて掘進

機を回収する「スライドビル（既設管渠接合）工法」

（図-8）を採用した。また、高い地下水圧条件で安全に

施工するため、補助工法として地盤凍結工法を併用した

管接続施工を選定した。 
 

表-2 洛西・寺戸－４接続管の施工法検討 
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L=19.7（6.7）m  

φ 1117.6ｍｍ  

φ3000ｍｍ  

 

φ1117.6ｍｍ  

φ3000ｍｍ  

W=3.2m,H=2.8 (5.8)m 

図-9 排気施設の構造 図-10 接続部の構造 

 

4.  排気施設 

排気施設は、貯留管に雨水が流入した場合に、管内の

圧縮された残留空気を管外へ排気する目的で貯留管の最

上流部に設けられる施設である。 
本文では、交通量が多く道路幅員が狭い住宅地域にお

ける、排気施設の設計と施工について述べる。 
 
(1)  排気施設の構造（図-9） 
当初の基本計画では、排気する空気の風速を抑制でき

る必要断面から決まる開削工法の排気人孔で貯留管と接

続する構造であった。 
しかし、現状の道路構成から排気口の地上設置位置は

中央帯部しかなく、貯留管の深さも土被り約20ｍと深い

ことから、開削構造に必要な柱列式連続土留壁等による

長尺の土留施工が道路占用の観点より困難であった。 
そこで、鋼矢板等の小スペースの占用で施工可能な 

開削工法の 排気人孔 と 排気縦管（縦断的に排気縦管を

4本施工）の組合せによる構造を採用することとした。 
 
(2)  排気縦管の施工法 
排気縦管は、貯留管と路上に排気口を立ち上げる中央

帯の平面位置が同一でないため、3～5度の傾斜をつけて

設置する必要がある。また、道路交通の影響を抑えるた

めに、西行き車線1車線のみの占用しか許可されない条

件である。表-3に地中に排気縦管を設置する方法として、

「鋼管さや管方式」、「ハンマーグラブ方式」、「大口

径ボーリング方式（ＴＢＨ工法）」の適用性検討を示す。 
その結果、今回の道路占用条件で傾斜をつけた縦孔を

精度よく掘削できる施工として、ＴＢＨ工法による排気

縦管（鋼管）を建込む方式を選定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(3)  施工結果 

a) 排気縦管の施工精度 
大口径ボーリング方式の削孔による排気縦管（鋼管）

の建込みは、1/200以上の精度を確保した出来型となっ

ており、設計上考慮した施工誤差の範囲内で４本の排気

縦管の建込みを施工できた。 
排気縦管の建込みは貯留管のシールドセグメント天端

0.5ｍまで行い、貯留管との接続は、図-10に示すように

開口補強されたセグメントを開口し、貯留管内からキャ

ップ状の金物を設置固定する構造で排気縦管と接続した。 
貯留管との接続工事に際して、地下水の流入防止を目

的に、接続部付近にはダブルパッカー工法による止水注

入を事前に実施したため、接続施工による貯留管のセグ

メント開口時においても出水はほとんど発生しなかった。 
 

表-3 排気縦管の施工法選定  
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図-11 道路占用計画と道路占用状況

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 道路交通への影響 
施工時の道路占用は、周辺が宅地であることから夜間

工事が制限され、さらに、東行車線は、直近に鉄道交差

の踏切があるため、常時2車線開放する必要があった。   
そのため、交通量の比較的少ない昼間に西行車線を1

車線のみ開放して施工を行い、朝夕の道路混雑時間帯、

および工事休止時は「施工待機時」として両方向2車線

開放で中央に設けた占用帯に資機材を存置させる条件で

あった。（図-11） 
排気縦管の施工において、ＴＢＨ施工時の泥水タンク

等の設備を重ねて設置することにより中央に設けた占用

スペースでの収容に成功した。さらに、ボーリングマシ

ンを3～5度傾斜して設置し、排気縦管の建て込みも通過

車両への接触に十分注意して施工し、安全に施工完了し

た。 
 

5.  まとめ 

雨水北幹線第２号・第３号管渠は、ハイブリッド式親

子シールドという特殊なシールド工法、ガイドウォール

による落差工、大口径の推進施工、凍土掘削による接続 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
管施工、大口径ボーリング工法の斜施工など、多くの注 
目すべき技術が使われている。 
これらの技術を用いることで、大深度での高い地下水

圧、都市部での道路交通や用地的制約などの厳しい現場

条件に対応することが可能となった。 
本事例を、同種の構造物を計画、施工する場合の参考

としていただければ幸いである。 
 

謝辞：桂川右岸流域下水道雨水対策事業（雨水北幹線第

２号・第３号管渠）の実施にあたっては、地域住民の皆

様をはじめ、大変多くの方々の御尽力と御協力をいただ

きました。本当にありがとうございました。 
本事業に携わってこられた皆様方に、心より感謝申し

上げます。 
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国道２４号栗栖地区における 
緊急管渠補修について 

 
大戸 貴博 

 
近畿地方整備局 和歌山河川国道事務所 道路管理第二課 （〒640-8227和歌山県和歌山市西汀丁16番） 

 阪和自動車道和歌山IC南側出口との合流部となる国道２４号に農業用水の管渠（φ2500）が横断してい

る。平成２３年８月に管渠上部にあたる国道２４号路肩部において路面沈下が発見された。現地調査、防

災ドクターの緊急現地診断の結果、原因が管渠の老朽化に伴うもので、放置した場合、道路陥没につなが

るおそれがあることが判明し、緊急対策が必要となった。本論文は路面沈下が確認された８月から３月末

における緊急対策の完了までの取り組みを紹介する。 
 

キーワード 緊急対応，埋設管渠補修, 道路管理  
 

1.  はじめに 

 国道２４号と阪和自動車道和歌山IC南側出口合流部付

近において、農業用水等で使用する横断管渠（鋼製コル

ゲート管φ2500）が埋設されている。（図１、２）平成

２３年８月１６日、当該付近の下り線肩部において、約

１５ｃｍの路面沈下が確認された。同上り線肩部におい

ても、平成２２年７月に路面沈下が確認され、確認当時、

オーバーレイで対応した。短期間に近接箇所で路面沈下

が発生したことから、沈下箇所を通行規制し、２２日に

路面空洞調査、２３日に防災ドクター（京都大学足立名

誉教授）の緊急現地診断を受けた。診断等の結果、路面

沈下付近直下を横断する管渠が老朽化し、一部の区間で

管渠破断、上下分離したことによって沈下したことが原

因であると判明した。（写真１） 
車道部直下にあたる管中央部は比較的健全であったが、

放置しておくと、破断箇所が広がり、管渠の崩壊や変形

によって道路陥没に陥るおそれがあるため、速やかな対

策を講じる必要があった。 
本論文は、緊急対策として実施した平成２４年３月末

までの取組み、本事象に至った原因を整理し、今後の道

路の維持管理の参考になるよう紹介する。 

図１ 位置図 

 

 
図２ 付近詳細図 

 
 

 

 

 

写真１ 管渠内部 
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2.  地域特性、現地状況 

 当該箇所は、阪和自動車道和歌山ICを利用して和歌山

市に出入りする車両、和歌山市北部、岩出市域より和歌

山市内へ出入りする車両が集中し、日交通量44,391台／

日、大型車混入率10.4％と交通量が非常に多い交通の要

所である。（図１）地域特性上、通行止を行うことは、

周辺地域、交通への影響が非常に大きく困難である。こ

のため、通行車両を通しながらの対策が必要であった。

横断管渠は、農業用水利用のため、水を止めることがで

きず、また、管内に８割程度の水量があり、管内作業が

困難な状況にあった。さらに、国道２４号には水道管

（φ７００）や情報BOX（６条）の埋設物件、国道下

り線の阪和自動車道合流部直後にある道路情報板が支障

物件としてあり、緊急対策を行うにあたって非常に制約

を受ける場所であった。 

3.  緊急仮対策（９月～１０月） 

 管渠の異常確認後、管渠内部及び舗装面の変位につい

て毎日計測した。管渠の沈下は、両端部からさらに中央

部に広がっていた。このため、管渠の崩壊や変形を止め、

路面沈下が生じないような対策を早急に実施する必要が

あった。恒久対策に向けて、現地状況を踏まえた調査、

設計、および予算確保に時間が必要であったため、管渠

内部の状況、防災ドクターの現地診断を踏まえ、上載荷

重（土圧、輪荷重）と斜め方向からのはらみ出しに対し

て、管内部に強力パイプサポート（以下、支柱）を設置

し、支柱によって支える対応（以下、仮対策）をとるこ

ととした。（図３、写真２）設置は、水路管理者に同意

を得て、農繁期中であったが、通水量減少の協力を得て、

９月２２日より実施し、１０月末までに完了させること

ができた。仮対策により、管渠内部及び舗装面の変位は

落ち着き、短期の安全性は確保できた。 
 
 

 
図３ 仮対策 

 
写真２ 管渠内部（鉛直方向完了時） 

4.  緊急対策に向けた対応（１０月～１２月） 

 仮対策は、あくまで短期の交通の安全性を確保するも

のであり、引き続き、期間をおかずに安全性を確保する

対策の必要があった。このため、以下の３点について関

係部署と連携して対応を行った。調整していく中で、対

策方針、恒久対策までの計画工程が決定し、恒久対策も

見据えた、管渠両端に鋼矢板を打設、その上に覆工板を

かけ、管渠への直接の荷重を低減させ、路面沈下を防ぐ

対策を緊急対策として、１２月から３月末までの期間で

実施することとした。 
 
(1) 詳細設計 

恒久対策は、①管渠の別ルート案、②既存管渠の補強

案、③新たな構造物に入れ替える案の３案で比較検討を

行った。検討においては下記５点を踏まえた。 
・ 流下能力（断面積）の確保（維持） 
・ 緊急仮対策により管渠内に支柱が設置されたこと 
・ 通行止めをせず、現況の４車線を確保した施工 
・ 下り線の阪和自動車道合流部直後にある 

情報板（和歌山県警管理）の移設不可能 
・ 埋設物件（水道管、情報BOX）の保護対策 

検討した結果、土地利用、水路利用状況、先行して仮対

策を実施したことから①②案は対象外となり、③案のな

かで鋼矢板、覆工板による土留めを行い、開削工法によ

る函渠（PCボックスカルバート）へ入れ替える案を恒

久対策（図５．１、２、３）とし、地質調査（ボーリン

グ）、詳細設計を実施した。 

図５.１ 緊急対策 平面図

水道管 

情報BOX 情報板 
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図５.２ 緊急対策 横断図 

 
図５.３ 恒久対策 縦断図 

(2) 関係機関協議 

施工中、終日、交通規制を行うことから、警察、高速

隊、NEXCOに対して、交通規制（車線切り替え）、近

接施工等の協議を実施し、本対策への理解を求め、早期

対策着手へ協力が得られるように努めた。また、鋼矢板

設置にあたり、国道２４号盛土内に水道管（φ７００）、

情報BOX（６条）が支障となることから、保護対策等

について、占用者と協議を実施した。特に水道管（φ７

００）については、設置年度が古く位置の詳細図が存在

せず、施工時に試掘等で対応する必要が生じた。また、

鋼矢板設置にあたり、下り線側にある情報板（和歌山県

警管理）から側道の電柱につながる架線が支障となるこ

とから移設が必要となり、管理者（警察）の了解を得て、

関電、NTTに対して移設依頼を行った。（写真２）台風

１２号による和歌山県南部の災害対応で多忙な時期の中、

依頼から１ヶ月以内の１２月初旬の早期対応に協力頂い

た。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真２ 下り線の阪和自動車道合流部付近 

 (3) 工事着手に向けた内部手続き 

緊急対策によって、はじめて交通の安全性の確保が可

能となることから、この対策までを期間をおかずに緊急

での実施が必要と判断した。このため、災害発生時等の

拡大防止・早期復旧を目的に和歌山河川国道事務所と

(社)和歌山県建設業協会で締結した災害協定に基づき、

緊急随意契約による手続きを行い、早期の施工業者選定、

契約を行った。 

 5.  緊急応急対策の実施（１２月～３月） 

 外部、内部の速やかな調整を経て、１２月より緊急対

策の工事に着手した。１２月は交通切り替えに向けた準

備工及び埋設する水道管の位置特定に向けた試掘等を実

施し、１月中旬より交通切り替えを伴う施工を実施した。 
施工上、交通切り替えを２回する必要があり、ドライ

バーへの事前周知のため、ラジオ広報、資料配付及び事

務所HPの掲載を実施した。切り替え後、大きな混乱、

事故はなく、広報による一定の効果が得られた。 
 

 
図６ 交通切り替え図 

 

 
写真３ 切り替え（２回目）状況（南側から撮影） 

函渠 
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鋼矢板打設にあたり、盛土内に玉石混じりの礫等が確

認され、数カ所において所定の位置、深さまで打設がで

きず、位置をずらす、打設長を短くする等の対応をせざ

るを得なかったが、３月中旬までに覆工板設置までの作

業を完了させ、交通規制を解除することができた。 
 
上り側車線 

 

 
下り側車線 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真４ 平成２４年３月末現在の状況 
 

6.  残る恒久対策（４月～平成２５年２月） 

 平成２４年３月末をもって緊急応急対策が完了し、当

面の道路通行の安全性は確保された。残る恒久対策にか

かる予算の確保もでき、平成２４年度内に函渠入れ替え

の工事を実施し、当該管渠の補修を終える予定である。 
施工業者が４月末に決定し、９月末からの本体工事着

手に向け、現在は関係機関との調整、施工計画の準備等

を実施しているところである。 

7. 今回の事象を踏まえた今後の対応 

各機関の協力、連携により、速やかな緊急対応が実施

でき、重大な事象を未然に防ぐことができた。一方で、

日常の道路管理で事前に異常を確認できなかったことが

緊急対応に至ったともいえる。 
今回の事象を受け、変状や損傷といった事象を経年的

に把握するとともに、それら複数の事象を重ね、複合的

に原因を的確に捉えて対応していくことの重要性が確認

され、あらためて日常点検の重要性と管理の目の高度化

の必要性を認識した。 
道路管理においては、橋梁、擁壁等の構造物は老朽化

し、点検、修繕にかかるコストは増大する一方である。

さらに、職員等の人員削減が進み、道路管理に直接的に

携わる出張所担当職員への負担も増大することが推測さ

れる。このため、今後もコスト縮減、計画的な予算充当、

管理体制の工夫、管理担当職員の技術力向上により、効

果的な道路管理が重要である。 
和歌山河川国道事務所では、本件の事象も踏まえ、今

年度は下記の取り組みを行う計画である。 
 
（１）点検結果のフォローアップ 
 過年度の施設点検結果を踏まえた、同種の事象の

有無の確認、施設状況の経年変化の把握を行い、必

要に応じて詳細調査を実施する。 
 

（２）横断管の前倒し点検 
施設点検において、全ての横断管の点検を予定よ

り時期を早めて重点的に実施する。また、点検結果及

び敷設経過年数を踏まえ、計画的に修繕を進める。 
 

（３）点検体制の拡充 
事務所職員も含めた徒歩パトロールを行い、日常

の点検体制を拡充し、点検頻度の向上を図る。 
 
（４）管理担当職員の技術力向上 
  所内研修会、事例報告会等を実施し、事務所、出張

所の道路管理に関わる担当職員の技術力向上を図る。 
 

8.  おわりに 

今回の緊急対応においては、路面沈下の確認直後の現

地診断による防災ドクターの助言により、緊急対応が迅

速にできた。また、整備局、事務所関係課、出張所とが

対策完了までに情報共有を図るとともに、連携して課題

に取り組むことができたため、設計、施工における制約

条件が多くある中、短期間での対応が実施できたと感じ

ている。今後も緊急対応に限らず、現地調査、現地診断

を強化するとともに、組織内の情報共有を図り、連携し

て適切な道路管理に努めたいと考えている。 
 

謝辞：現地診断、その後の緊急対策における対策案への

助言等、多大なご指導とご協力を賜った、防災ドクター 
の京都大学 足立名誉教授、緊急対策の対応のために多

忙時期に各種手続きに対して速やかにご協力頂いた、和 
歌山県警、NEXCO和歌山管理事務所、和歌山市水道局、

関西電力（株）、NTT（株）、（社）和歌山県建設業協

会の皆様に心より感謝の意を表するとともに、本事例が

今後の道路管理の参考となれば幸いである。 

施工・安全管理対策部門：No.12

4



消雪用水を利用した橋梁洗浄の研究 

梶村 周平１・宮本 重信２ 

１福井県雪対策・建設技術研究所 （〒918-8108福井県福井市春日3丁目303） 

２福井大学 （〒910-8507福井県福井市文京3丁目9番1号） 

福井平野の多くの橋には，冬の北風で飛来した海塩粒子が付着し，桁の下フランジが錆びての
層状剥離，支承装置の機能低下を招き，多額の修繕費を要するに至っている．米国の事例や本県
の新保橋でも雨かかりは全く腐食していないことから，消雪用装置からの井戸水と専用散水装置
の製作で，桁洗浄を安価に実現し，維持管理費の縮減を目指す．その費用対効果を代替案と比較
して明らかにする． 

キーワード 腐食，飛来塩分， 橋梁，洗浄，錆

１．はじめに 
 
日本海側では，冬の季節風によって飛来する海塩

粒子が鋼橋に付着し，腐食が促進されている．福井
県九頭竜川河口の塗り替え後12年の新保橋では，桁
のフランジ下面で層状剥離の錆が発生している（写
真-1）．しかし，雨がかかるトラス部は錆が見られ
ない（写真-2）．このように雨による洗浄が防錆に
非常に効果を発揮している事例からも，橋梁の洗浄
が極めて効果的なことが類推される．既に，米国で
は腐食対策として洗浄がなされ，効果が得られてい
る1)．このようなことから洗浄の防錆効果は明らかで
あるが，様々な洗浄方法に対しての費用対効果につ
いて実際に検証しようとすると年数を要するなどで，
なされていない． 
筆者らは，洗浄装置を制作し，福井県管理のほと

んどの橋に設置されている消雪装置からの井戸水を
用いて，2008年から2010年の春に河口から4.5kmに位
置する三国大橋（鋼橋，橋長542m）の洗浄を行った．
そこでの洗浄と費用対効果を中心に述べる． 
 
 
２.対象橋の腐食の状況 
 
洗浄の対象とした三国大橋で腐食の著しい箇所は， 

 

 

桁内側の主桁と横桁の下フランジ上下面，箱桁底天
井，ボルトナットである（写真-3）．次に桁内側の
ウエブが著しい．桁外側の下フランジ上下面，ボル
トナット，ウエブに飛来の塩分は降雨で洗浄され腐
食は抑制されている． 
この三国大橋では塗装の塗り替えを一度に行って

こなかったので，桁内側の下フランジ上面，ウエブ
の付着塩分量を表面塩分計SNA2000で計測し，それを
塗装後の年数経過を横軸に整理した（図-1）．図-1
でウエブが1年で約800mg/㎡で一定となるのは，冬期
の塩分付着で臨界湿度が低下し頻繁に結露し，落水
することで，飛来塩分量とにバランスが生じること
による．そのウエブから流れた塩分は下フランジの
上に至り，元々上向きで多く蓄積した塩分量を更に
増やす．塩分高濃度の下フランジ上面では頻繁に結
露し錆を促進するが，結露水は端部に水滴となって
落水する．ウエブに比べ蓄積量が大きいので，この
落水による塩分の減少とのバランスには年数を要し，
平衡する付着塩分量も高い図-1のカーブとなってい
る．Uリブ下面でも結露が観測され，この水滴が乾燥
するので，付着塩分濃度はウエブに比べるとやや高
い．しかし，蓄積しやすく貯留しやすい下フランジ
上面に比べるとUリブは落水しやすいことから著し
い腐食にはなっていない． 

 

写真-1 河口部の橋桁の腐食 写真-2 写真-1 と同じ橋の雨かかりの部分 
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３. 洗浄の方法 
 
福井の橋梁のほとんどには井戸水利用の消雪装置

が設置されているので，橋脚毎のバルブからその地
下水を得て洗浄した．図-2に全体の概念を，写真-4 
に今回開発の洗浄装置の稼働状況を示す．この地下
水は塩水化が進行し，0.7%塩化ナトリウム水であっ
た． 
河川上の洗浄を考慮した洗浄機を製作した．この

洗浄機をユニック車にて搬入し，橋面の1車線上で組
み立てて，橋面車道を1橋脚（延長60m)走行し，その
後1橋脚を後進し，再度前進して橋脚に至る．次に，
洗浄機は軸回転して橋脚を避けて次のスパンに至る．
ここで，1度後退させて，再度洗浄するという合計3 
回の洗浄を行ったのは，(1)一度洗浄で塗らして時間
を経過してからの方が，最初の洗浄後にできる塩分
濃度の高い滴を流すこと，(2)塗膜下の塩分が塗装表
面に浮き上がり，それが再度の洗浄で流されること
への期待，(3)ノズルからの散水が水道管や電話線な
どの管路に当たりＵリブに達しないことがあり，3  

 

 

 

 

 

 

 

 

回の洗浄によって，走行線のずれで斑のない洗浄に
寄与する(4)ユニック車の走行を低速度で運転する
ことは難しいことの4点の理由による． 
この橋面洗浄は，通勤時間帯を避け朝9時から夕方

4時半まで片側交互通行規制で行った．9時からの橋
面路面上での洗浄機の組み立てに4時間を要し，実際
の洗浄は4時30分まで実施し，その後組み立てた洗浄
機の下側を外して陸上に下ろす．洗浄機の解体は，
下側を切り離して，片側交互通行規制時間を少なく
した．翌日は，下側の組み立てが不要なので洗浄作
業は約2時間後には開始できた． 
なお，今回の洗浄機は，三国大橋以外の類似の橋

梁に適用できるように，ノズルと洗浄機自体の高欄
との距離はシフトできる構造とした．但し，走行上
側の路側に容易に撤去できない照明ポールなどは走
行の妨げとなる． 
既往の橋梁洗浄の研究では，水量を増やしても塩

分の除去量は増えなくて6 ～8㍑/㎡でよいこと，高
圧より低圧でゆっくり噴霧角度も広角度にした方が
良いことが示されている1)．このことを参考にして，

図-1 ウエブと下フランジ上面の付着塩分量 
変化 

写真-3 ボルト,雨かかりのない下フランジが錆
びる（三国大橋） 

図-2  橋梁洗浄の概念図 

写真-4  橋梁洗浄の状況 
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橋長当たり塗装面積32㎡/mに7/3 ㍑/回の散水を3 
回行うことで，3回合計で塗装面積当たり７㍑/㎡の
散水とした．散水の全流量は約800 ㍑/min (2009年)，
717㍑/min(2010年)で，約9.6 ～10.7㍑/minの走行速
度となり，橋長542mの3往復は2.5 ～2.8時間で終了
する．橋脚での停止や反転，軸回転での時間ロスを
考慮しても4時間で済む．実際には組み立て解体と搬
入で1日間を要して，2日間の作業となる．組立解体
が素早くできるよう機械が改良されれば，作業はよ
り短時間になる． 
また，腐食の著しい横桁下フランジ上面へはノズ

ルを進行方向に傾けて対処した．この傾斜したノズ
ルは，橋脚の際で長く停止して散水することで，橋
座の洗浄にも効果的であった． 
なお，2008年の洗浄では，消雪の分岐バルブから

のコルゲートホースの径50mmが小さくて水圧が不足
し床版下のＵリブに散水が届かないことが生じたの
で，加圧ポンプと発電機をユニック車に掲載しホー
ス径も65mmと大きくした． 
洗浄の時期は，九頭竜側河口16kmの明治橋での図

-3が示すように冬の季節風による海塩粒子の飛来が
他の季節の10倍以上になることから，4月上旬がよい
と考えられる．しかし予算上の制約などで2008年は5
月15日～17日と2009年は3月4日～5日，2010年は3月4
日～6日に洗浄を行った． 
 
 

４. 洗浄の結果 
 
2008年5月にやや能力不足ながら洗浄したこの橋を

2009年3月4日～5日，2010年3月4日～6日に洗浄した．
この2009年と2010年の洗浄前後の付着塩分量を表面
塩分計SNA2000で計測した平均値を図-4に示す．腐食
の著しい雨の当たらない箇所の下フランジ上面では
2,890mg/㎡が580mg/㎡に，ウエブでは630mg/㎡が
50mg/㎡に，箱桁外底面では630/m2が310mg/㎡に削減
された． 
既往の洗浄研究例では，2000mg/㎡以上であったも

のが平均25.8mg/㎡に，平均1,221mg/㎡が平均1.2mg/
㎡に削減された２）ことからすると，今回の洗浄後の
値は大きく，費用面では安価であるが，洗浄の効果
は相当に劣っている．これは，既往研究とは異なり，
0.7%もの塩水を使用していることによると思われる． 

 

 

５． 洗浄による防錆効果の推測 
 
洗浄の抑制効果を次の3方法で推測した． 
 

（１）ACMセンサからの防錆効果の推定 
箱桁内側の塗装表面に表面高さを一致させて裸鋼

の腐食を計測できるACMセンサを取り付け，そのL型
模型鋼板を2008年12月3日に腐食箱桁内側に取り付
けた．腐食の著しい下フランジ上面のACMセンサが示
す洗浄前と洗浄後の約25日間の平均腐食速度は19.9 
mm/yが，6.3mm/yと（図-5）洗浄により約3倍延命さ
れている． 
 
（２）気象と付着塩分量からの防錆効果の推測 
次に,下フランジ上面について，洗浄なし，3月末

に0.8g/㎡に，毎年3月末に0.2g/㎡に洗浄という3ケ
ースで腐食量を見積もった．塩分付着量の推移は塩
分飛来が冬期に集中していることを考慮し図-6 と
仮定した．種々の相対湿度条件下での付着塩分量と
腐食速度との関係は図-73)で与えられることから，福
井県三国の標準気象データを用いて10年間シミュレ
ーションした．その結果を図-8に示す． 
3月末に800mg/㎡にまで洗浄するという今回の方

法で，洗浄無しに比べて約2倍延命となった．また，
0.7%の塩分を含む地下水を水道水等に替えて200mg/
㎡にまで洗浄できたとしても約25%の縮減効果に止
まった． 
 

（３）現場の錆からの防錆効果の推測 
この橋の塗装の塗り替えは，全区間一斉にはされ

てこなかったことから，塗装塗り替え後3年，5年，
16年経過の設置位置毎の錆色発生率（表面錆着色の
全体での比率）を腐食の著しいボルトについて調べ
た．その設置部位と経過年数毎の平均結果を塗装塗
り替えからの経過年数を横軸に，錆色発生率を縦軸
にして，ボルトの位置（16年経過での付着塩分量も
記載）毎に図-9に示した． 
既往研究で「海岸地域のような厳しい腐食環境に

おいては，塗膜表面に発生している顕在劣化面積率
で塗装下腐食を推定した方が現実的である」とされ，
また塗膜劣化曲線を二次放物線で与えていることか
ら4)，図-9では同じ部位での経過年数-錆色発生率の
点を元に錆色進行カーブを二次放物線で作成した． 

 

 

 

 

図-4 洗浄前後の付着塩分量の違い 
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図-9から内側フランジ上面（付着塩分量2700mg/
㎡）では急激に錆色発生率は高まり，16年で80%に至
っている．但し，ボルトの付着塩分量は部位が狭く
て精度良く測りにくいことで，ボルト周囲の鋼板面
と同じであると考えて，その計測値を用いている．
箱桁底の外面（付着塩分量700mg/㎡）では,内側フラ
ンジ上面の約70%の錆色発生率となっている．また，
3年と5年経過した内側フランジ上面の点は，16年経
過から推定した二次放物線に比べて，早い錆色発生
となっている．これは16年経過に比べて塗装塗り替
え回数が1回多い点で，塗り替え回数が増えると早く
腐食することが示唆される．内側ウエブでは付着塩
分量が670mg/㎡と箱桁底の外面付着塩分700mg/㎡と
ほぼ同じであるにも拘わらず，錆色発生率が半分以
下と少ない．この原因は，結露で塩分を多く含む滴 
が底面のボルトにはウエブのボルトより多く集まり， 

 

 

 

 

 

 

 

 

その滴が落下せずに乾燥し，周囲の鋼板面の700mg/
㎡とは異なり実際にはより高濃度の塩分付着となっ
ていることが考えられる．なお，雨かかりの外ウエ
ブ（付着塩分量90mg/㎡）では，錆色の発生はほとん
ど生じていない． 
次に図-9から洗浄の効果を推定する．付着塩分濃

度が高くて錆色発生率の高い箱桁下フランジ上面の
錆色進行カーブは，洗浄で図-4から580mg/㎡にダウ
ンすると見込まれるので，ほぼ同じ付着量670mg/㎡
の内側ウエブの錆色進行カーブにシフトすると推測
される．そのシフトであれば，同じ錆色率発生まで
の年数は約2.5倍になる．次に，箱桁外底面について
は，700mg/㎡(図-4では630mg/㎡)は310mg/㎡になる．
内側ウエブは外側ウエブとの中間まで錆色進行カー
ブがシフトすると考えられ，同じ錆色までの年数も
大幅に延びると推測される． 

図-8 洗浄による腐食量の違い（下フランジ上面） 

 

図-5 洗浄前後の ACM センサの変化 図-6 付着塩分量の変化（下フランジ上面） 

図-7  塩分量，腐食速度と相対湿度 
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（４）推測のまとめ 
以上の3つの推測の最初の2つの推測は，裸の鋼を

対象にしたもので，最後の推測は現場の塗装に即し
たものである．いずれからも，概ねの効果としては，
同じ錆に達するまでの年数が約2倍に延びる． 

 

 

６．洗浄によるコスト縮減効果 
 
三国大橋（塗装面積17,500㎡）をRa-Ⅲ，Rc-Ⅲ，

Rc-Ⅰの塗装で行い，各々の耐久年を8年，12年，30
年として，その塗り替え年数が洗浄で2倍に延びると
した場合の面積当たりの年間費用を試算した．その
結果が表-1で，維持費は洗浄によって約36～41％が
縮減されるとなった．なお，洗浄費用の内訳は表-1
下欄に記した． 

 

７． まとめ 
 
以上の研究開発をまとめると 

1. 消雪用井戸水で洗浄しながら，上路橋を洗浄させ
る技術を開発した． 
2．洗浄前後のACM センサの値，湿度・付着塩分量と
鋼板腐食進行速度を明らかにした既往研究からの当
該橋現場の気象データを用いた数値シミュレーショ 

 
 

    表-1  洗浄のコスト縮減効果 

 

三国大橋 17,500m2 

Ra-Ⅲ 
8年毎塗替え 

毎年洗浄費     

+ 16年毎塗替え 

￥ 660/m2年 ￥ 390/m2年 

Rc-Ⅲ 
12年毎塗替え 

毎年洗浄費     

+ 24年毎塗替え 

￥ 558/m2年 ￥ 339/m2年 

Rc-Ⅰ 
30年毎塗替え 

毎年洗浄費     

+ 60年毎塗替え 

￥ 429/m2年 ￥ 275/m2年 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

ン，現場の付着塩分量と腐食からの推定という3つの 
推定手法から塩分濃度0.7%の地下水を用いた洗浄で
も，塗装の塗り替えを約2倍に延ばせると推定できた． 
3.その結果と洗浄費用の積算から，この橋梁では維
持費用を約4割削減できると見込まれた． 

 

 

謝辞：本研究に際して三国土木事務所，福井鐵鋼株
式会社の奥村茂氏にはご協力頂いた．記して感謝の
意とする． 
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洗浄によるシフト

洗浄によるシフト

三国大橋での洗浄費内訳：90 万円/回（2 日作業 １
日の作業編成：電工 1人，発電機 100kVA 1 台，世話
役 1 人，特殊作業員 3 人，発電機 30kVA 1 台，高所
作業車 1 台，特殊運転手 1人，交通誘導員 3 人，ユ
ニック車 1台）+ 損料 15 万円/回（洗浄機 500 万円
を 3 橋利用で 1/3，橋蛇口工事 60 万円の合計の 15
年償還） 

図-9 部位ごとの錆発生率の経年変化 
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博物館の収蔵・展示室における 
室内空気汚染対策について 

 
 

山東 圭司
1
・高垣 充規

1 
 

1
戸田建設㈱大阪支店 京都国立博物館平常展示館建築工事作業所 

 （〒605-0931 京都府京都市東山区茶屋町527）. 

 

 新設の博物館・美術館などにおける特有の問題として，コンクリート躯体や内装材から発生

するアルカリ性物質および酸性物質などによって，絵画や美術工芸品などの文化財が変質や劣

化を起こすことが問題となっている．特にアルカリ性物質の主要な発生源の一つとして，大容

量を占めるコンクリート躯体が挙げられる．そこで，アルカリ性物質の早期除去を図るため，

京都国立博物館平常展示館建築工事ではアルカリ性物質の除去促進工法を採用した．工法採用

時の検討と実施工時の計画およびその効果等について報告する． 
 

キーワード 博物館，アルカリ，アンモニア，室内空気汚染  
 
 

1.  はじめに 

 新設の博物館・美術館などでは，コンクリート躯体や

内装材から発生するアルカリ性物質および酸性物質など

により，絵画や美術工芸品などの文化財に変質・劣化を

起こすことが問題視されている．京都国立博物館平常展

示館は，多数の国宝や重要文化財を展示，収蔵する施設

となるが，その主要構造はSRC造であり，特に上記問題

が懸念される．通常，アルカリ性物質のからし期間とし

ては，最終躯体コンクリート打設から開館までに二夏必

要と言われている．また，博物館・美術館における空気

中のアンモニア濃度の管理値は，30ppb以下が望ましい

基準として文化庁より示されている．今回の設計図書で

は竣工時に濃度測定対象室（収蔵庫）について30ppb以

下を満足することが要求されていた．この要求を確実に

満足するために，当工事ではアルカリ性物質の早期除去

対策を採用することとした．なお，今回は収蔵庫の他に

展示室に対してもこの対策を施した． 

本稿では，京都国立博物館平常展示館建築工事で採用

したアルカリ性物質の除去促進工法について，工法採用

時の検討と実施工時の計画およびその効果等について報

告する．  

 

(1)   建物概要 

工期：平成21年3月～平成25年3月（予定） 

階数・構造：地上4階,地下2階,SRC造一部RC造 

建築面積：5,280㎡ 

延床面積：17,590㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)   アンモニア発生のメカニズム 
 アンモニアガスは，コンクリートが主な発生源である．

そのメカニズムは，コンクリート中の窒素化合物がコン

クリートのアルカリ成分によって加水分解され，アンモ

ニウムイオンが生成し，コンクリート表面からの水分蒸

発とともにアンモニアガスが発生する．図-2にアンモニ

ア発生の概念図を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  南北方向断面図 

図-2  アンモニア発生の概念図 

別紙―２ 

アルカリ物質濃度測定

ゾーン 
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2.  アルカリ性物質除去工法 

(1)    工法概要 
 打設したコンクリートの型枠解体後，コンクリートの

表面に特殊水を散水することで，コンクリート中のアル

カリ成分の溶出・放散を促進させる．散水後は，コンク

リートを自然乾燥させる．この特殊水の散水・乾燥処理

を所定期間にわたって繰り返す．その後，送風機および

除湿機を用いて換気・除湿処理を所定期間行うことで，

コンクリート中のアルカリ成分を，無処理の場合に比べ

て短期間で多量に除去できるのがこの工法の特長である．

これまでもいくつかの博物館や美術館等での施工実績が

ある工法である．ここで特殊水とは，ある界面活性剤を

水で希釈したもので，石鹸水のようなものである．一連

の作業の流れを図-3に示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2)    効果確認実験 

今回，アルカリ性物質除去工法を採用するにあたり，

現場で実際に使用するコンクリートを用いて試験体を作

成し，無処理の場合とアルカリ性物質除去工法を施した

場合とで，試験体から放散されるアンモニアの濃度を測

定し，その効果を比較確認する実験を行った．また，実

施工時の計画に反映するため，1日当たりの散水回数

（1~3回）の違いによるアンモニア濃度推移を比較確認

することも行った．さらに，実工程で仕上工事の最初の

施工となる現場発泡ウレタン吹付けの影響を確認するた

め，散水終了から2週間後に現場発泡ウレタン吹付けを

一部の試験体にのみ実施し，アンモニア濃度の推移を比

較確認することも合せて行った．写真-1は試験体作成状

況を，写真-2は密閉されたデシケーター内での濃度測定

状況を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4に無処理の場合と散水処理をした場合の比較を示

す．ここで，濃度はコンクリート表面の放散速度と室容

積により算定されるため，グラフではアンモニア放散速

度を縦軸に示す．また，横軸は時間軸として経過日数を

示す．実線が無処理の場合で点線がアルカリ性物質除去

工法を施した場合である．散水処理した試験体は散水直

後に一時的に放散速度が上昇し，その後，明らかに散水

処理をしていない試験体に比べ，アンモニアの放散速度

が早く小さくなっていることが分かる．  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5に散水回数の違いによる比較を示す．今回の実験

では，散水回数の違いで放散速度の差は小さい結果とな

った．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4  放散速度比較グラフ 

写真-1  試験体作成状況 

図-5  放散速度比較グラフ 

写真-2  濃度測定状況 

図-3  アルカリ除去工事の流れ 

散水処理 

散水処理 
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図-6に現場発泡ウレタン吹付けの有無によるアンモニ

ア濃度の比較を示す．ウレタン吹付け時にはアンモニア

濃度が一時的に高くなったが，その後は吹付け前と同程

度となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
以上の実験結果を踏まえ，実施工のアルカリ除去工事

の施工計画を作成した． 

 
(3)    実施計画 

a) 開口部養生計画 

散水する際，床開口部には下階への浸水を防止するた

め止水処理を行った．また，換気除湿するにあたり，壁

開口部にはシートを張って換気効率を高めた．写真-3は

開口部の養生状況を示す．  

 
 
 
 
 
 

 
b) 散水・乾燥処理計画 

特殊水の散水による湿潤養生は，型枠解体後，壁，柱，

天井面に対して1日あたり1回の頻度で14日間連続して行

った．写真-4に高圧洗浄機を用いた散水状況を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

散水後，コンクリート表面が全体的に湿潤状態となっ

ていることを目視で確認し，湿潤状態を確認後はコンク

リート表面を自然乾燥させた． 

 
c) 換気・除湿計画 

 散水完了後から3ヶ月間，送風機と除湿器および工事

用扇風機を用いて換気・除湿運転を行った．各階とも中

央に各室を繋ぐ廊下があることから廊下自体を送風ルー

トと考え，大型の送風機を設置する計画とした．写真-5

に換気除湿運転状況を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 
(4)  アンモニア濃度測定計画 

アンモニア濃度の測定装置は室内汚染用ガス検知管

測定器（エアサンプラー）および超高感度アンモニア検

知管を採用した．測定位置は各測定対象室の中央とし，

高さは1.0ｍ程度で測定した．測定方法は，一定時間空

気のガスを吸引後，通気量とガスチューブ管の変色幅か

ら空気中に含まれるアンモニア濃度を求める方法とした．

測定条件は流量計（通気量）400ml/分とし，測定時間は

60分とした．測定頻度としては，散水・乾燥処理前に1

回測定し，その後は2週間に1回の測定を行った．写真-6

と写真-7に濃度測定状況を示す． 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

写真-3  開口部養生状況 

写真-6  濃度測定状況 

写真-4  散水状況 

図-6  放散速度比較グラフ 

写真-5  換気除湿運転状況（送風機） 

写真-7  濃度測定状況（検知管） 

散水処理 

ウレタン吹付 
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3.  測定結果と考察 

(1) 測定結果 

現在までに測定されている主な計測対象室についての

アンモニア濃度測定結果を以下に示す． 

 

①室A（地下階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②室B（地下階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

(2) 考察 

上記2室の濃度測定結果をみると，散水処理中に濃度

が一時的に上昇していることが分かる．これはアルカリ

除去工法によりアンモニアの放散が促進されたためと考

えられる．また，散水処理が完了した数日後一時的に濃

度が上昇しているのは，現場発泡ウレタン吹付けの施工

を実施したからであるが，仮設による換気を行っている

ので，その後はすぐに濃度が低下している．今回の測定

結果は，過去の他物件での濃度測定実績に比べると値が

小さい傾向があるが，これは今回の対象室が，室の表面

積に対し室容積の割合が非常に大きいためと考えられる．

現状すでに基準値である30ppb程度の濃度水準にあるこ

とから，引続き仮設による換気を実施し，本設空調稼働

が始まれば，竣工時には基準値30ppb以下であることが

予測される．  

  

4.  今後の課題 

今回採用したアルカリ性物質除去工法は，早期にアン

モニア濃度を低減させる上で有効な工法であることが実

験や実施工により確認された．今後，博物館や美術館を

新たに建設する場合は，この工法を適用することが有効

なアルカリ性物質除去対策の一つになると思われる． 

なお，引続き工事を進める上では以下の課題を考慮し

対応していく必要がある． 

 

・現状，吹抜けを有する大空間でのアルカリ除去対策を

行っている最中である．空間として非常にいびつな形と

なっており，空気の循環が不十分となることが予測され

るため，換気装置の適切な配置と台数の充実が必要と考

える． 

・一般的にアンモニア濃度が上昇する要因としては，コ

ンクリート以外に断熱材などからの発生が挙げられる．

今回の工事でも室内側に断熱材として現場発泡ウレタン

吹付工事があり，実際に濃度上昇をもたらしている．ま

た，建具廻りなどへのモルタルの使用も随所にあり，ア

ンモニア濃度の上昇が懸念される．今後引続き濃度測定

を実施し，早期に濃度上昇の傾向をつかむこと，濃度上

昇があれば，何が原因かを把握し，タイミングよく局所

換気等の対策をとることが必要と考える． 

・最終的には竣工時で基準となる30ppb以下を確認する

必要があるため，竣工までは仮設および本設空調による

換気を適度に実施していくことが重要であると考える．

本設空調については，より効果的な化学フィルタの設置

や換気回数の設定を検討しておく必要がある．予定通り

の時期に本設空調の稼働を開始できるよう工程管理を着

実に進めることが重要と考える． 

・内装工事の着手が本格的に進めば，それに伴い酸性物

質やＶＯＣへの対策が必要となる．現状では，内装材

（下地材や接着剤も含む）の選定と換気が対策の基本と

なるが，例えば，取り付け方については，接着剤だけに

頼らない方法，つまり接着剤使用量を減らし，ビス留め

箇所を増やすなどの取り付け方について，メーカーを交

えて十分に検討する必要があると考える． 

 

5.  おわりに 

 今後，各階で内装工事が本格化し，多くの内装材が搬

入され取り付けられていくことになり，室内空気環境の

管理が難しくなるが，引続き監視モニタリングを続け，

仮設や本設による換気対策を適度に実施し，竣工時に所

定の室内空気環境を実現すべく工事を進めていく． 

 謝辞：論文作成にあたり当工事関係者には，多大な

ご指導を賜りました．末筆ながらお礼申し上げます． 

図-7  濃度測定結果（室A） 

図-8  濃度測定結果（室B） 

ウレタン吹付 

ウレタン吹付 
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橋梁部における 

無散水融雪設備放熱器の施工について 
 

 

泰松 宏平1 

 

1近畿地方整備局 奈良国道事務所 管理第二課 （〒630-8115奈良県奈良市大宮町3-5-11） 

. 

 

 無散水融雪設備は、舗装表面の凍結及び積雪を防止するために設置され、舗装体内に放熱管を埋設し、放

熱管内の熱を舗装体に伝導させて機能を発揮する設備であり、舗装性能を確保するとともに、放熱器として

の性能を有した舗装を施工することが重要である。ここでは、和田山八鹿道路での橋梁部における無散水融

雪設備放熱器の施工事例を示すものである。 
 

 

キーワード 無散水融雪設備、積雪寒冷地域、舗装 
 

 

１．はじめに 

 

 和田山八鹿道路は，兵庫県豊岡市から丹波市までを結

ぶ延長約70kmの高規格道路の北近畿豊岡自動車道の一部

として、朝来市和田山町から養父市八鹿町を結ぶ延長

13.7kmの自動車専用道路である。(図-1) 

 

図-1 北近畿豊岡自動車道位置図 

 

 兵庫県北部の積雪寒冷地域を通過する道路であると共

に、トンネルや橋梁が延長の約７割を占める道路である

ことから、冬期においてトンネル坑口部や橋梁部におい

て路面状況の変化が生じやすい箇所を有するため、冬期

道路管理が非常に難しい道路である。 

そのため、路線全線にわたり、自然条件、道路条件、

交通・周辺環境といった項目について評価を行い、路面

状況の変化が生じると予想される箇所について無散水融

雪設備を設置することにより、冬期道路交通の安全・安

心を確保することとした。 

 無散水融雪設備については、北近畿豊岡自動車道の既

供用区間である春日和田山道路でも採用されている自然

エネルギーである地中熱を利用した方式を採用し、ラン

ニングコストを縮減すると共に、温室効果ガスの削減を

図っている。 

地中熱を利用した無散水融雪設備は、地中熱を取り込

むための配管を地中に埋設した採熱器と、舗装体内に配

管を設置し、舗装体へ熱を放出する放熱器で構成され、

採熱部と放熱部の配管内に水を循環させることにより効

果を発揮する設備である。 

本報告では、橋梁部における無散水融雪設備の放熱器

の施工として、放熱管の保護層としての目的と、舗装体

としての両方の機能を併せ持つ鋼繊維補強コンクリート

（以下、ＳＦＲＣ）を採用したため事例を紹介するもの

である。 

 

 

２.  工事概要 

 

(1)工事規模 

 和田山八鹿道路おける全ての橋梁、市御堂大橋

（678m）、芳賀野高架橋（上り61m，下り60m)、別所高

架橋（上り291m，下り298m）、畑川橋（289m）、建屋川

橋（91m）、大屋川橋（319m）において施工を実施した。 

 

(2)工事内容 

 橋梁部の放熱器の施工に当たっては、橋梁コンクリー

ト床版の上に放熱管（SUS10A）を敷設した後、放熱管の

和田山八鹿道路和田山八鹿道路和田山八鹿道路和田山八鹿道路

和田山八鹿道路和田山八鹿道路和田山八鹿道路和田山八鹿道路
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保護層としての役割と、舗装体の基層としての役割を兼

ねた、硅石骨材入砕石マスチックアスコンを施工するこ

ととした。（図-2） 

 

図-2 当初施工予定舗装断面 

 

 この舗装構成は、既供用区間である春日和田山道路の

無散水融雪設備においても施工されており、供用後にお

いても支障がないことから採用に至った。 

 

 

３.放熱器の施工に当たっての課題点 

 

当初設計での施工に当たり、橋梁コンクリート床版を

調査した結果、既設床板に不陸が生じているため、放熱

管と既設床板の間に空隙が生じることが確認された。

（写真-1） 

 

写真-1 放熱管と床版の不陸状況 

 

 橋梁床版の不陸については、橋梁施工時の品質管理の

面からは許容範囲内の値となっていたが、放熱器を施工

する際には、下記のような課題が生じる恐れがあると判

断し、他の工法についても検討を行うこととした。 

①放熱管と床版の隙間に舗装材が充填されないため、通

行車両の振動等により、リフレクションクラックやポ

ットホールが発生する要因となる可能性がある。 

②放熱管の固定が出来ない箇所が生じるため、施工時に

配管が動き、ズレや跳ね上がりを起こし、破損する恐

れがある。 

③舗装体と放熱管の間に生じる隙間の為、放熱管の熱が

効率的に舗装体へ伝わらない可能性がある。 

 

 

 

４．放熱器保護層の検討 

 

(1)放熱管保護層の検討条件 

 放熱管保護層の検討に際して、検討条件については下

記のとおりとし、検討、評価を行うこととした。 

①放熱器として、放熱管の熱を効率的に舗装体へ伝える

性能を有していること。（放熱管まわりに隙間が生じ

ないこと） 

②舗装体としての性能を有していること。 

③舗装施工時の振動、熱等により、放熱器の性能に影響

を及ぼさないこと。 

④橋梁構造へ影響を与えないこと。 

⑤ライフサイクルコストに優れていること。 

 

(2)比較工法の検討 

 検討条件を元に、比較工法として下記の３工法につい

て比較対象とした。 

工法① 床版上にレベリング層20mmを施工した後、配

管を敷設し、放熱管保護層に硅石骨材入砕石マ

スチックアスコン、表層に当初設計とおりの舗

装を施工する。 

 レベリング層を施工しているため、配管敷設

面の不陸が解消される。 

工法② 床版上にレベリング層20mmを施工した後、配

管を敷設し、放熱管保護層に半たわみ舗装とし、

表層に当初設計とおりの舗装を施工する。 

    レベリング層を施工しているため、配管敷設面

の不陸が解消される。 

工法③ 放熱管の保護層として、ＳＦＲＣを50mm施工

し、表層に30mmの密粒度アスコンを施工する。 

    ＳＦＲＣ工法はコンクリートであるため、充填

性が良く、放熱管まわりに隙間が生じない。 

 

上記３工法について、比較、評価を行った結果を、表

-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

再生密粒度アスコン
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表-1 舗装構成比較表 
 

表層

基層

充填性

耐流動性

熱伝導率

施工性

工程

維持管理
イニシャルコスト

ランニングコスト

トータルコスト

設　計　工　法 変　更　工　法 ① 変　更　工　法 ② 変　更　工　法 ③

基層　半たわみ性舗装工法＋レベリング層(細密粒度アスコン) 基層　繊維補強コンクリート舗装工法（ＳＦＲＣ）

アスファルト舗装 アスファルト舗装 半たわみ舗装 コンクリート舗装

基層　硅石砕石マスチック舗装工法（ＳＭＡ） 基層　硅石砕石マスチック舗装(SMA)＋レベリング層(細粒度アスコン)

施工方法

構造概要

　マスチック舗装は、粗骨材やフィラ－の割合
が多い不連続粒度の加熱アスファルト混合物で
あり、粗骨材の間隙を多量のマスチックモルタ
ルにより充填するため、放熱管周辺の空隙が小
さいので、熱伝導率が高く、水密性・たわみ性
にも優れている。

■実績等
　春日和田山道路では融雪配管用舗装材として
施工された実績があり、転圧が充分に行われた
場合、水密性にも優れ問題は無い。
　床版の不陸より放熱管周りの充填性に影響が
生じる。

　粗骨材やフィラ－の割合が多い不連続粒度の
加熱アスファルト混合物であり、粗骨材の間隙
を多量のマスチックモルタルにより充填するた
め、放熱管周辺の空隙が小さいので、熱伝導率
が高く、水密性・たわみ性にも優れている。

　舗設にあたっては、レベリング層を設け、床
版の不陸を整正することで、放熱管と床版の空
隙を軽減し、械施工時の配管の破損、跳ね上が
り、ズレを防止（軽減）出来る。

　半たわみ性舗装は、開粒度アスファルト混
合物の空隙に、特殊セメントミルクを浸透さ
せた舗装で、一般の密粒度アスファルトに比
べて、塑性変形抵抗性、明色性、耐油性およ
び難燃性に優れる舗装である。

　開粒度アスコンに特殊セメントミルクを注
入する工法なので、放熱管と床版の空隙部に
も充填出来る。
　コンクリートの性質を併せ持つため、収縮
によるひび割れの発生があり、通常では表層
の施工で適用される。

　ＳＦＲＣ工法は、老朽化したコンクリート床
版の増厚工事で使用される工法で、床版と一体
となって機能する。

　放熱管の熱収縮の問題が無く、放熱管と床版
との空隙に対する充填性も高い。スチールファ
イバーが添加されており衝撃吸収性が高い。
　コンクリート増厚工法の基準より厚さ5cmを
確保すればコンクリート舗装としての曲げも満
足する。

工　法

表層熱伝導率： 1.20　W/m・K　　表層厚： 40mm 表層熱伝導率： 1.20　W/m・K　　表層厚： 40mm 表層熱伝導率： 　1.20　W/m・K　　表層厚： 40mm 表層熱伝導率： 1.20　W/m・K　　　表層厚： 30mm

舗装全体
路面までの距離：71mm 路面までの距離：71mm

基層熱伝導率： 2.05　W/m・K　　基層厚： 40mm 基層熱伝導率： 2.05　W/m・K　　基層厚： 40mm 基層熱伝導率：　　※－　W/m・K　　基層厚： 40mm 基層熱伝導率： 1.77　W/m・K　　　基層厚： 50mm

平均熱伝導率 　1.47 W/m・K　 平均熱伝導率 　1.47 W/m・K　 平均熱伝導率　　　※－   W/m・K　 平均熱伝導率 　1.47 W/m・K　

路面までの距離：71mm 路面までの距離：71mm

基層仕様（粗骨材最大粒径） 硅石マスチックアスコン(13) 硅石ﾏｽﾁｯｸｱｽｺﾝ(13)+ﾚﾍﾞﾘﾝｸﾞ層(5) 半たわみ+ﾚﾍﾞﾘﾝｸﾞ層(5) －

熱
伝
導
率

評
　
価

概　評

・施工規模が大きく、機械施工する場合には、
放熱管周りの充填や転圧が十分に出来ず、密度
の確保や耐流動性に問題が生じる。

■■■■放熱管保護層放熱管保護層放熱管保護層放熱管保護層（（（（舗装舗装舗装舗装））））としてのとしてのとしてのとしての適用性適用性適用性適用性
×床版床版床版床版のののの不陸不陸不陸不陸がががが起因起因起因起因となるとなるとなるとなる、、、、放熱管周放熱管周放熱管周放熱管周りのりのりのりの空空空空
隙隙隙隙からからからから、、、、クラッククラッククラッククラック及及及及びポッドホールのびポッドホールのびポッドホールのびポッドホールの発生発生発生発生がががが
懸念懸念懸念懸念されるされるされるされる。。。。
×舗装補修舗装補修舗装補修舗装補修のののの際際際際にはにはにはには、、、、放熱管放熱管放熱管放熱管までまでまでまで補修補修補修補修がががが必要必要必要必要
となるためとなるためとなるためとなるため、、、、ライフサイクルコストがライフサイクルコストがライフサイクルコストがライフサイクルコストが高高高高くなくなくなくな
るるるる。。。。

・放熱管周りの充填・転圧が十分に出来ないた
め、人力施工となる。そのため、分割舗設にな
り打ち継ぎ目多くなり、平坦性・表層への影響
が懸念される。

■■■■放熱管保護層放熱管保護層放熱管保護層放熱管保護層（（（（舗装舗装舗装舗装））））としてのとしてのとしてのとしての適用性適用性適用性適用性
××××舗装厚舗装厚舗装厚舗装厚（+20（+20（+20（+20mmmmmmmm））））がががが厚厚厚厚くなりくなりくなりくなり、、、、死荷重死荷重死荷重死荷重のののの
検討検討検討検討がががが必要必要必要必要。。。。
××××舗装補修舗装補修舗装補修舗装補修のののの際際際際にはにはにはには、、、、放熱管放熱管放熱管放熱管までまでまでまで補修補修補修補修がががが必要必要必要必要
となるためとなるためとなるためとなるため、、、、ライフサイクルコストがライフサイクルコストがライフサイクルコストがライフサイクルコストが高高高高くなくなくなくな
るるるる。。。。

・等間隔での目地を設ける必要があり、床版
および表層との付着に問題がある。

■■■■放熱管保護層放熱管保護層放熱管保護層放熱管保護層（（（（舗装舗装舗装舗装））））としてのとしてのとしてのとしての適用性適用性適用性適用性
××××舗装厚舗装厚舗装厚舗装厚（+20（+20（+20（+20mmmmmmmm））））がががが厚厚厚厚くなりくなりくなりくなり、、、、死荷重死荷重死荷重死荷重
のののの検討検討検討検討がががが必要必要必要必要。。。。
××××舗装補修舗装補修舗装補修舗装補修のののの際際際際にはにはにはには、、、、放熱管放熱管放熱管放熱管までまでまでまで補修補修補修補修がががが必必必必
要要要要となるためとなるためとなるためとなるため、、、、ライフサイクルコストがライフサイクルコストがライフサイクルコストがライフサイクルコストが高高高高
くなるくなるくなるくなる。。。。

・研掃（ショットブラスト）＋接着剤により床
版への付着性は問題無い。
・レールによる機械施工が可能であり、施工時
に放熱管への影響（温度による熱収縮・敷き均
し及び転圧時の機械等での破損)がない。

■■■■放熱管保護層放熱管保護層放熱管保護層放熱管保護層（（（（舗装舗装舗装舗装））））としてのとしてのとしてのとしての適用性適用性適用性適用性
・・・・床版増厚工法床版増厚工法床版増厚工法床版増厚工法であるのでであるのでであるのでであるので、、、、基層基層基層基層はははは床版床版床版床版とととと一一一一
体化体化体化体化するためするためするためするため、、、、舗装補修舗装補修舗装補修舗装補修のののの際際際際にはにはにはには、、、、表層表層表層表層のみのみのみのみ
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ことがことがことがことが出来出来出来出来るるるる。。。。
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(3) 検討結果 

 検討の結果、床板増厚工法等で採用されているＳＦＲ

Ｃ工法を採用することにより、放熱管が橋梁床版と一体

化され半永久構造物となることからライフサイクルの縮

減を図ることが出来た。また、品質確保の観点からも放

熱管まわりの充填性が十分に確保出来ることから最も有

利であると判断した。(図-2) 

ＳＦＲＣ工法は、老朽化したコンクリート床版の増厚

工事で使用される工法で、床版と一体となって機能し、

曲げ耐力や押抜きせん断耐力の向上を図る工法であり多

数の実績がある。 

また、コンクリート舗装系であるため、放熱管と床版

との空隙に対する充填性も高い。また、スチールファイ

バーが添加されており衝撃吸収性が高く、熱伝導率も高

い上、ライフサイクルコストを評価した結果も優位であ

ったことが採用となった要因である。 

 ＳＦＲＣ工法の採用に当たっての課題点としては、最

小施工厚が50mmであるため、表層厚についても30mmへ見

直しを行う必要があった。 

 表層厚を当初設計厚の40mmとした場合、全舗装厚が

90mmとなり、わずかではあるが死荷重が増加することや、

舗装面の前後へのすりつけ及び熱伝導率が低下する等の

課題が生じたため表層厚の変更については30mmを採用し、

当初の全舗装厚80mmに押さえることとした。  

 

図-2 採用舗装断面 

 

 

４．放熱器保護層の施工について 

 

 ＳＦＲＣ工法については、床版増厚工法で多数の実績

があるため、施工に当たって大きな問題点等は生じなか

ったが、放熱管を施工した後(写真-2)での施工となるた

め、オンレール方式での施工(写真-3)となった。また、
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施工継目の付着性を確保するため、継目部にエポキシ樹

脂を塗布した。 

 

 

写真-2 放熱管施工後 

 

 

写真-3 ＳＦＲＣ施工中 

 

また、ＳＦＲＣの施工前には、小規模な試験施工を行

い、問題がないか確認した後、施工を行った。 

 

表-2 ＳＦＲＣの配合 

種別 圧縮強度
骨材
最大
寸法

スランプ
の範囲

単位鋼繊維量 備　　　考

早強
コンクリート

24N/mm2 20mm 8±2.5cm
60kg/m3

(L=50mm)

高性能AE減水材、

膨張剤入り  

 

 

５．まとめ 

 

 当初設計の珪石骨材入りマスチック舗装は、放熱器と

しての性能を確保するために、熱伝導率に着目したもの

であり、過去の施工実績も有していたが、施工規模が小

さく人力施工であった。そのため、今回の施工現場につ

いては、施工規模が大きいことから機械施工となり、既

設床板の不陸が施工上影響を与える恐れがあることから、

舗装構成を見直すこととした。 

 その結果、融雪設備および舗装体の品質について十分

確保することができたうえ、放熱管については、既設床

板と一体化構造としたため舗装補修時の対象とならない

ことからライフサイクルコストの縮減を図ることができ

た。 

 また、2012年3月の降雪時には、無散水融雪設備を稼

働させた範囲は、積雪が認められず機能が発揮されてい

ると思われる。（写真-4参照） 

 

 

写真-4 無散水融雪設備稼働状況 

 

 和田山八鹿道路の供用は平成24年11月に予定されてい

ることから、供用後、運用しながら道路交通等による耐

久性及び性能に問題が生じないかどうか経過観察を行っ

ていきたい。 

 

 

謝辞：本論文は筆者が豊岡河川国道事務所在籍中の経験

を元に研究成果として取りまとめたものである。 

論文作成に際しては、本工事の施工者である、福日機

電(株)、(株)柿本商会、福井鐵工(株)、(株)モリモト、

大成ロテック(株)、日本道路(株)をはじめとする多くの

方々にご協力を頂き、ここに感謝の意を表する。 

 

 

参考文献 

1) 近畿地方建設局：橋梁床版上面増厚工法設設計施工

マニュアル（案） 

2)高島 浩一、宮本 重信：曲げ加工のない放熱管を浅

層に配置した無散水融雪舗装の施工 
 

施工・安全管理対策部門：No.15

4



図-1 県内の被害状況 

 

平成２３年台風１２号により発生した流木の 
無償提供について 

 
 

小羽根 則光1・的場 康彦2 
 

1和歌山県 県土整備部 港湾整備課 （〒640-8585和歌山県和歌山市湊通丁北1丁目2-1） 

2和歌山県 県土整備部 県土整備総務課 （〒640-8585和歌山県和歌山市湊通丁北1丁目2-1） 

 

 2011年9月2日から4日にかけて，紀伊半島を襲った台風12号による異常出水により，海岸・河

川・ダムに大量の流木が漂着・堆積した．海岸等に漂着した流木は，放置すると海岸保全施設，

河川やダム施設の機能に支障を及ぼすだけでなく，景観を損ない，また漁業活動にも支障があ

るため，速やかに各管理者が処理する必要があった．なお，今回の流木は山腹崩壊等により発

生したもので，原木に近い状態で流出しているものも多く，比較的再利用が可能な状態であっ

た．本稿は，こうした状況を踏まえ，再利用可能な流木を希望者に無償で提供することにより，

処分費用のコスト縮減，資源の有効活用ができたため，経過と結果について報告する． 
 

キーワード 災害対応，コスト縮減，リサイクル，  
 

 

1. はじめに  

 

(1)  和歌山県を襲った平成23年台風12号災害について 

2011年8月25日にマリアナ諸島近海で発生した台風12

号は，発達しながらゆっくりとした速さで北上し，30日

には中心気圧 965hPa，最大風速 35m/sの大型で強い台

風となった．台風は9月3日10時頃前に高知県東部に上陸

したが，ゆっくり北上を続け四国地方，中国地方を縦断

し，4日未明に山陰沖に抜けた．この台風を取り巻く雨

雲や湿った空気が紀伊半島上空に流れ込んだため，和歌

山県内の各地で大雨となり，降り始めの8月30日18時か

ら9月4日24時までの総雨量が，田辺市下川上で1,998㎜，

古座川町西川で1,149.0㎜，那智勝浦町色川で1,093.5㎜

を観測するなど，記録的な豪雨となった． 

また，4日3時57分までの1時間に，新宮市新宮で132.5

㎜の猛烈な雨を観測した． 

この台風の影響で，土砂災害，浸水，河川のはん濫等

により和歌山県内では死者 56名，行方不明者 5名，負

傷者 8名，住宅の全壊・半壊合わせて 1,993棟，住宅の

床上浸水 2,698棟，床下浸水 3,146棟，公共土木施設被

害 約469億円にのぼる大水害となった．(図-1) 

 

 

(2)  海岸，河川，ダムに漂着した流木対策について 

台風12号による異常出水により，山間部においては至

る所で山腹崩壊をはじめとする土砂災害が多発し，大量

の杉やヒノキを含む立木が流出，河川を流下し，沿岸域

まで達したため，海岸にも大量の流木が堆積した．(写

真-1) 

このように海岸等に漂着・堆積した流木は，放置する

と海岸保全施設，河川やダム施設の機能に支障を及ぼす

だけでなく，景観を損ない，また漁業活動等にも支障が

あるため，速やかに各施設管理者が処理する必要があっ

た． 

今回漂着・堆積した流木の多くは，原木に近い状態で

流出しているものも多く，比較的再利用が可能な状態で

あったため，従来のように一律に処分するのではなく，

再利用可能な流木を希望者に提供することにより，処理

コストの縮減や資源の有効活用を図ることとした． 

 

別紙―２ 
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2. 関係法令等の調整 

 

速やかに流木の処理・有効活用を図るため，廃棄物の

処理及び清掃に関する法律(廃棄物処理法)を所管する環

境部局を含む「流木対策検討会」を庁内に立ち上げ，関

係法令等の調整を行った． 

流木の法的解釈としては，①民法に規定する「無主

物」，②遺失物法に規定する「拾得物」，③水難救護法

に規定する「漂流物」，④廃棄物処理法に規定する「一

般廃棄物」などが考えられた． 

一般的にダム等では，一般廃棄物とみなして処理され

ることが多いことや，海岸漂着物処理推進法では「海岸

漂着物」を「海岸に漂着したごみその他の汚物又は不要

物」と定義していることから，今回の漂着・堆積した流

木についても，廃棄物処理法上の一般廃棄物としての取

り扱いを前提として検討を進めることとした． 

なお，道路災害の倒木などについては，個々に所有者

が特定され，一般廃棄物としての扱いは不適当であると

考えられるため，海岸・河川・ダムに漂着・堆積したも

ののみを対象範囲とした． 

廃棄物処理法上の具体的な取り扱いとして，以下のと

おり整理した． 

 

a) 廃棄物の該当性 

・漂着している状態の流木は廃棄物ではない 

・漂着している流木を集積した時点で，廃棄物となる 

 

b) 流木の排出者 

①施設管理者（以下「管理者」）が集積した場合 

 管理者 

②管理者から委託を受けた受託者（以下「受託者」）

が集積した場合 

ｱ)集積と併せて収集運搬を委託している場合 

 受託者 

ｲ)集積と併せて収集運搬・処分を委託している場合 

受託者 

 ｳ)集積のみを委託している場合 

 管理者 

 ③周辺住民やボランティアが集積した場合 

 周辺住民やボランティア 

    

c) 一般廃棄物と産業廃棄物の区分 

①管理者又は受託者が集積した場合 

 廃棄物の性状により判定 

（流木は一般廃棄物，廃プラなどは産業廃棄物） 

 ②周辺住民・ボランティアが集積した場合 

  一般廃棄物 

 ③集積した流木等を市町村が災害廃棄物として処理す

る場合 

  一般廃棄物 

    

d) 廃棄物処理業の許可の必要性 

①管理者自らが集積し，収集運搬・処分する行為は廃

棄物の自己処理となり，許可不要 

②受託者が集積し，収集運搬するあるいは処分すると

いう一連の行為を管理者から委託されている場合

は受託者の自己処理に該当し，許可不要 

 ③流木排出者[b)]が，収集運搬・処分を下請け業者等

の他者に委託する場合は，廃棄物処理業の許可を

持つ者に委託する必要がある 

写真-1 海岸・河川・ダムに堆積した流木 
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e) 流木に係る廃棄物処理法上の整理 

・漂着している状態の流木は，集積した時点で廃棄物

となり，管理者が集積と併せて，収集運搬・処分

を委託している場合，委託を受けた受託者が排出

者となる 

・廃棄物処理法上，受託者が適正に処分しなければな

らない 

・しかし，流木を引き取るものが，対価を負担した上

で引き取ることとなれば，引き取り者にとっては

有価物と判断できるため，以降は廃棄物でなくな

り，廃棄物処理法の適用外となる 

・すなわち，県が受託者に依頼し集積した一般廃棄物

を，引き取り者が有価物として流木を引き取るこ

とになる(図-2) 

 ※有価物としての取り扱い 

  本来，有価物とするためには，引き取り者に流木

を買い取ってもらう必要がある．しかし，今回の

流木処理は合理的かつ迅速な対応が求められてお

り，積極的な引き取りを促すため，流木は無償で

提供することとした．ただし，これでは有価物と

して扱うことはできない．そこで，視点を変えて

みると，引き取り者はすでに引き取る際の輸送費

等を流木の対価として負担することから，流木そ

のものを無償で提供しても有価物として取り扱う

ことができるものと結論付けた． 

 

3. 流木提供方法の検討 

 

無償での引き渡しにあたっては，地域のニーズも十分

把握の上，公平かつ適正な処理方法についての検討を行

った． 

地域のニーズについては，個人からは椅子や机といっ

た工作材料及び燃料用の材料等に利用したいといった希

望，事業者からは製紙・ボード用の木材チップや肥料に

加工することにより県の処理費用を減らし，ふるさとの

復旧に貢献したいといった声が寄せられるなど，多くの

再利用が見込まれる状況であった． 

しかし，限られた量の流木を公平に引き取り者に提供

するとともに，不法投棄といった法令違反にならないよ

う適正な処理を素早く行うにはどうすればよいかといっ

た問題を流木対策検討会メンバーが集まり協議を重ね，

以下のとおり整理し，具体的な公募方法や引き渡しに関

する要領等をまとめた．(図-3) 

 

 

a) 情報発信・募集 

・申し込みの受付準備が整った引き渡し場所から順次

募集 

・募集に関する資料を作成の上，各引き渡し場所を所

管する出先事務所（以下「建設部」）ホームペー

ジにアップし閲覧を開始 

・募集期間は標準1週間程度 

 

b) 申し込み・引き渡しの決定 

①申し込み 

 [個人の場合] 

 ・各引き渡し場所の申し込み期間内に，来庁・電話・

FAX・メールにて建設部に申し込み 

[事業者の場合] 

・各引き渡し場所の申し込み期間内に，「流木申し込

み書」を持参・FAX・メールにて建設部に提出 

 ※ 来庁（持参）の受付は，平日9:00～17:00 

②受付 

[個人の場合] 

 ・申し込み必要事項を確認の上，受付 

  ※口頭及び電話での申し込みの場合，必要事項を聞

き取り 

[事業者の場合] 

 ・「流木申し込み書」の内容を確認の上，「流木引き

渡し受付簿(事業者用)」にて受付後，速やかに整理

番号毎の受付番号を引き取り者に通知 

 ③引き渡しの決定 

図-3 流木提供の流れ 

図-2 流木に係る廃棄物処理法上の整理 
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図-4 流木提供情報のホームページ 

[個人の場合] 

 ・建設部ホームページ「流木引き渡し情報一覧」記載

の引き渡し日 

[事業者の場合] 

 ・申し込みが複数の場合，公開抽選を実施 

※抽選は，申し込み期間終了日の翌日に実施し，

①県内事業者，②県外事業者の順に実施 

※抽選結果は，建設部ホームページ「流木引き渡

し情報一覧」にて公表 

  ※優先順に引き取り者に連絡の上，期間等を調整の

上，引き渡し期間を通知（割り当て） 

※引き渡し期間の割り当ては，基本的に引き渡し

期間の起点日から日程を組む 

 

c) 引き渡し場所での引き渡し 

[個人の場合] 

・原則として，県職員が立ち会い，引き取り者に「流

木引き取り書」の提出を要求 

・提出された「流木引き取り書」の内容を確認の上， 

  用紙に割印を実施 

[事業者の場合] 

・以下を除く基本事項は，上記 [個人の場合] と同様 

・引き取り書に社印等がない場合は，引き渡しは不可 

・引き取りが2日以上に渡る場合は，返却した割印済

みの「流木引き取り書」を2日目以降の「流木引き

取り書」として確認 

  ※各引き渡し場所の受付時間は，平日 9:00～12:00，

13:00～16:00 

  ※引き渡し期間は，1 募集当たり概ね 1 ヶ月程度を

目途 

  ※流木を引き取るための積み込み作業や運搬につい

ては引き取り者が実施 

 

d) 引き渡し場所の運営 等 

・一般廃棄物の保管にあたるため，廃棄物処理法施行

規則に準拠し，立ち入り防止措置や掲示板の設置

等を実施 

・個人と事業者の流木を適宜分別 

※ヤードに余裕がない等の場合はその限りでない 

・流木が散乱している場合は，引き取り者による清掃，

整理を引き渡しの条件化 

・引き渡し日当日の作業終了にあたっては，県職員が

最終の積み込み，搬出を確認し，引き渡し場所を

閉鎖 

 

4. 実務で配慮したポイント 

 

(1)  提供情報の周知 

公募にあたっては，積極的にマスコミ等へ広報すると

ともに，各建設部において記載内容が異なることのない

よう全ての資料を統一した． 

なお，流木は性質上，塩分等の不純物が含まれていた

り，石や雑草等が混入している場合があるため併せて周

知を徹底した． 

実際に，引き渡しが可能となったこところから，流木

の無償提供についてホームページにて告知したところ，

企業（木材加工業者他）や個人から引き取り希望の申し

出が多数寄せられ，順次提供を行うことができた．(図-

4) 

 

 
(2)  公平性（透明性）の確保 

 利用目的や規模が異なるため，個人と事業者の流木を

分別することとし，個人への提供については，合理性，

効率性を確保するため，引き渡し量の上限を軽トラック

1台分とし抽選は行わず，事業者への引き渡し日より前

に1日引き渡し日を設けることとした． 

また，事業者への提供については，公開抽選を行い，

優先順位を決定の上，電話連絡を行い，引き取り期間を

調整，割り当てることとした．なお，県の税金を活用し

たものであるため，県内事業者を優先することとした． 

 

(3)  提供現場での対応 

 流木の引き渡しにあたっては，県職員が立ち会うこと
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図-5 流木引き取り書 

とし，引き取り場所にて申し込み用紙を提出してもらう．  

そして，その場にて県控えと引き取り者控えに割印を

行い，引き渡しが複数日に渡る場合の証明とした．(写

真-2) 

 

 
(4)法令の遵守 

 流木を引き取り後，不法投棄したり，そのまま販売，

転売又は譲渡等されるのを防ぐため，申し込み用紙に引

き取り条件遵守の誓約を取り対応した．(図-5) 

 

5. まとめ 

 

(1)  漂着流木の量 , 再利用量について 

 今回の台風 12 号の異常出水により漂着した流木は推

計で，約18,600 t（処分費：約240,000 千円）あり，そ

のうち，再利用が可能と考えられる流木は，推計で3割

程度にあたる約5,200 tであった． 

 

（漂着流木量の内訳） 

・海岸：約7,300 t 

・河川：約5,400 t 

・ダム：約5,900 t 

 

 
 
(2)  コスト縮減額について 

2011年 11月の公募開始から2012年 5月末までに，処

理済み及び処理中のものを合わせて約 2,700 t の再利用

化を実現し，処分費換算で約 48,000 千円のコスト縮減

や資源の有効活用による地球環境の保全を図ることがで

きた．(写真-3) 

 

 

6. 今後の課題 

 

今後起こりえる風水害等の自然災害に備え，今回の経

験や実績をもとに，こうした流木の確実な有効活用を図

るためにも，速やかに対応できるスキームや制度整備を

行っておく必要がある．さらには，復旧工事をはじめと

する，公共工事における建設資材としても有効活用でき

るよう，利活用可能な対象工法や仕様等をあらかじめ明

確にしておく必要があると考える． 

写真-2 流木提供状況 

写真-3 再利用状況（チップ化された流木） 
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地中熱空調における新たな熱交換杭の施工法 

と導入施設での運転状況 

 

山崎 三知朗1・宮本 重信2 
 

1福井県雪対策・建設技術研究所 （〒918-8108福井県福井市春日3-303） 

2国立大学法人福井大学 産学官連携本部 （〒910-8507福井県福井市文京3-9-1） 

 

杭打ち機を使用して熱交換杭を安価に施工する工法を開発し，地中熱空調を導入した

舞鶴若狭自動車道小浜料金所において実施工を行った．この施設における空調の運転状

況を計測し冷房期および暖房期の運転効率を検証した結果，空冷式に比べてCOPの値が

0.9～1.2上回る結果が得られ，約4割の省エネルギーとなることがわかった．また，3種
類の熱交換方式の採熱量についても実測し，基礎杭兼用方式が有利である結果が得られ

た。  
 

キーワード 地中熱，空調，熱交換杭，省エネルギー，自然エネルギー 

 

１．はじめに 

 

建物の空調は一般的に空気を熱源とする空冷式が採用

されているが，外気に比べて夏冷たく冬温かい地中熱を

熱源とすれば，効率が良い空調が可能となり省エネルギー

となる．特に冬季の湿度が高い日本海側においては，空

冷式における暖房時の除霜運転での効率低下が地中熱空

調では起こらないため更に有利となる． 
地中熱を利用するには地中から熱を得るための熱交換

を行う設備が必要であり，50～100m程度をボーリング

し，熱交換用のU字管を挿入する工法が一般的に行われ

ている．福井県では，熱交換にかかるイニシャルコスト

を下げるため，図-1に示すように建物基礎杭を熱交換杭

として兼用するPIP（Pipe In Pile）方式を開発し，福井

県立図書館などで実用してきた．しかし，基礎杭を兼用

するPIP方式では，基礎杭の径，長さおよび本数で得ら

れる熱量が概ね決まるため，必要とする熱量が得られな

いケースがある．そういった場合に熱交換杭を安価に施

工できるよう，杭打ち機を利用してU字管を地中に押し

込んで熱交換杭を施工する工法を新たに開発した． 
西日本高速道路株式会社が整備する舞鶴若狭自動車道

において，小浜インターチェンジに建設される小浜料金

所（床面積:約200m2）に地中熱空調が導入されることと

なり，新工法での熱交換杭を施工した．また，小浜料金

所での運転状況を計測することで，実施設における地中

熱空調の効率を実証し，基礎杭を兼用するPIP方式，新

工法による熱交換杭2種類を含めて3種類の熱交換杭の採

熱量が実際にどの程度であるかについても実測したので，

以下に報告する． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 基礎杭兼用の地中熱空調 

 

 

２．新たな熱交換杭の施工 

 

(1)工法の概要 

建物を建築する際に多く利用されるプレボーリング工

法の杭打ち機を，熱交換杭の施工にも利用して施工コス

トを下げる．具体的には，図-2に示すように杭打ち機の

オーガにより掘削した後，杭打ち機に取り付けたロッド

によりU字管の圧入を行う．詳細な手順としては，①写

真-1に示すように掘削径350mm，深さ20mまでスパイラ

ルスクリューで掘削する．②掘削した穴にU字管をスムー

スに送り込むことができるよう写真-2に示すガイドを置

く．③杭打ち機にはあらかじめ所定の長さのポリエチレ

ン管を巻いたリールが二つ取り付けてあり，各リールか

らポリエチレン管の端部を取り出して，写真-3に示す先

 

温 冷 

暖房 冷房

温 冷 

建物 

地中熱 
（約 15℃） 

基礎杭 

水冷ヒートポンプ 

室内機 
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端金具に接続してU字管にする．④写真-4に示すように

先端金具をロッドの先端に押し当て，写真-5に示すよう

にポリエチレン管を送りながら地中へU字管を挿入する．

⑤写真-6に示すように，頭部に管の間隔を保持するため

のスペーサーを噛ませ，掘削穴を砂で埋め戻して完成で

ある． 
ポーリングした後にポリエチレンU字管を挿入する従

来工法の施工費が約12,000円/mであるのに対し，この工

法によればシングルU字管で約4,000円/mと試算され，

約1/3にコストが縮減される． 
 

(2)小浜料金所での施工 

小浜料金所では，基礎杭を熱交換杭に兼用するPIP方
式のみで地中熱空調を整備する計画であったが，西日本

高速道路株式会社の協力により新工法でのU字管も施工

する機会を得ることができた．建屋横のスペースにシン

グルU字管を6本と，U字管を2つ組み合わせて一つの穴

に押し込むダブルU字管6本の計2方式12本の熱交換杭を，

4m間隔で施工した．施工直後の状況を写真-7に示す． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 新たな熱交換杭の施工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 スパイラルスクリューによる掘削 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 ガイドの設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 先端金具 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4 ロッド先端 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5 U字管の挿入 
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写真-6 頭部処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7 施工直後の状況 

 

 

３．空調設備と計測方法 

 

(1)設備の概要 

小浜料金所は，職員が常駐する料金所と電気設備が設

置される電気室があり，床面積が約200m2である料金所

が地中熱空調の対象である．料金所における空調負荷は，

通常の設備設計と同様に外部からの伝熱負荷や室内に設

置される機器からの発熱による負荷などから計算され，

表-1に示す負荷が求められた．料金所は電算機器からの

発熱があるため，暖房負荷に比べて冷房負荷が大きい．

そのため，冷房負荷を基に水冷ヒートポンプの発注仕様

が決められた．なお，東日本大震災の影響による納期の

関係で，設計に比べて1ランク上の能力のものを実際に

は設置している． 
料金所の地中熱空調の系統図を図-3に，熱交換杭の仕

様について表-2に示す．熱交換杭は料金所の基礎杭を兼

用するPIP方式を15本，シングルU字管6本，ダブルU字

管6本の3系統に分け，循環ポンプからの水はそれぞれの

系統に分かれて並列に循環し，各系統から戻った水が合

流した後にエア抜きと水の補給を兼ねたタンクを通す系

統とした．各系統の流量は，戻りの水温が同じになるよ

うにそれぞれの系統で得られる熱量を想定して初期設定

し，もし想定が合っていない場合には運転を行う中で調

整することとした．想定する採熱量はこれまでの経験か

ら表-3に示す値とし，水冷ヒートポンプの循環水量を系

統ごとの採熱量の比で按分して求めた流量に調整した． 
ここで，小浜料金所の外観を写真-8に，機械室内に設

置された水冷ヒートポンプを写真-9に示す． 

 

表-1 料金所の負荷 

種別 計算値 設計時の機種 実際の機種 
冷房 40.2kW 45kW 63kW 
暖房 13.1kW 50kW 69kW 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 循環系統 

 

表-2 熱交換杭の仕様 

項目 PIP（基礎杭） シングル 
U字管 

ダブル 
U字管 

材質 コンクリート杭

（PHC） ポリエチレン管 ポリエチレン

管 
径 φ400～φ450 20A 20A 
長さ 23m 20m 20m 
本数 15本 6本 6本 

 

表-3 採熱量の想定 

種別 PIP 
（基礎杭） 

シングル 
U字管 

ダブル 
U字管 

杭
延
長 

1本あたり 23m 20m 20m 
本数 15本 6本 6本 
合計（A） 345m 120m 120m 

採熱量の想定(B) 
(シングルUを1) 

70W/m 
（1.59） 

44W/m 
（1） 

55W/m 
（1.25） 

採熱量(A)×(B) 
（割合） 

24.2kW 
（67%） 

5.3kW 
（15%） 

6.6kW 
（18%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダブルU字管 シングルU字管 

 

シングルＵ 

（６本） 

ＰＩＰ 

（１５本） 

ダブルＵ 

（３本×２組） 

冷房 63kW 

暖房 69kW 

Ｐ 

定流量弁 

300ℓ 
循環ポンプ 

1.5kW 

エア抜兼補給タンク 

水冷 

ＨＰ 

定流量弁 

PIP 

(15本) 

シングルU 

(6本) 

ダブルU 

(3本×2組) 

 

 
水冷 
ヒート 
ポンプ 
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写真-8 料金所建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-9 水冷ヒートポンプ（機械室内） 

 

(2)計測方法 

熱交換杭への往きと戻りの温度差と流量から求められ

る採熱量と機器の消費電力から効率を求める．採熱量は，

熱交換杭の方式ごとに計測したいことから，図-4に示す

位置に温度センサ（Pt100）および流量計（電磁流量計）

を設置した．また，消費電力は水冷ヒートポンプと循環

ポンプを個別に計測できるように電力モニタを取り付け

た．これらの計測値はデータロガーに1分間隔で保存し，

このデータを定期的に回収し採熱量および効率を算出し

た． 
効率は，水冷ヒートポンプと循環ポンプの消費電力量

の合計に対する，水冷ヒートポンプの発生熱量の比であ

るCOPで評価する．式(1)，式(2)にCOPの算定式を示す．

冷房時には熱交換杭による放熱量が発生熱量となるが，

暖房時は熱交換杭による採熱量に水冷ヒートポンプの消

費電力を加えた値が発生熱量となる． 
 

QC＝((TIN－TP)×FP+(TIN－TS )×FS 

+(TIN－(TW+TW2)／2)×FW)×4.186／60 
QW＝(TP－TIN)×FP+( TS－TIN )×FS 

+((TW+TW2)／2－TIN)×FW)×4.186／60＋WHP 
COPC＝QC／(WHP +WP) 
COPW＝QW／(WHP +WP) 

ここで， 
QC：冷房時の発生熱量(kW)， 
QW：暖房時の発生熱量(kW)， 

COPC：冷房時のCOP(-)， 
COPW：暖房時のCOP(-)， 
TIN：杭への往きの水温(℃)， 
TＰ：PIPからの戻りの水温(℃)， 
TS：シングルU字管からの戻りの水温(℃)， 
TW ，TW2：ダブルU字管からの戻りの水温(℃)， 
FP：PIPの循環流量(ℓ/min)， 
FS ：シングルU字管の循環流量(ℓ/min)， 
FW：ダブルU字管の循環流量(ℓ/min)， 
WHP：水冷ヒートポンプの消費電力(kW)， 
WP：循環ポンプの消費電力(kW) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 測定箇所 

 

 

４．計測結果 

 

(1)運転効率 

計測を開始した2011年7月9日から2011年8月29日にお

ける負荷，電力およびCOPの平均値を表-4の当初の欄に，

同期間の日平均負荷とCOPの散布図を図-5に示す．負荷

の平均値9.7ｋW に対しCOPは2.6であり，県立図書館で

実測した空冷ヒートポンプ（冷房能力355kW）のCOP2.8
と比較して低い結果となった．この原因として2点が考

えられる．1点目は低負荷時にはヒートポンプ本体のCOP
が低くなることである．負荷の平均値は，設計値の40.2kW
を大きく下回る9.7ｋWで，1時間ごとの平均負荷の最大

値でも26.4kWであった．前述したとおり東日本大震災

の影響で設置された水冷ヒートポンプの出力は設計より

も更に大きい63kWであったため，平均すると15.4%の

能力でしか運転されていない．このようにヒートポンプ

が低負荷で運転されることでCOPが低い結果となったと

考えられる．2点目は設計時の負荷に合わせて選定され

た循環ポンプの消費電力が，低負荷時には相対的に大き

くなるため全体のCOPが下がってしまうことである．負

荷の大小に関わらず1.5kWのポンプは一定運転しており，

その分の消費電力は常に必要となる．水冷ヒートポンプ

料金所 
電気室 

機械室 

(1) 
(2) 

 

ＰＩＰ 

（15 本） 

温度計 

流量計 
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（6本） 

ダブル U 
（3本× 

2 系統） 
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水冷 
ヒート 
ポンプ 
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Ｆ 

Ｔ 

Ｔ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｔ 

Ｔ 

Ｔ 

Ｔ Ｆ 

施工・安全管理対策部門：No.17

4



1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

4.0 

4.5 

0 5 10 15 

Ｃ
Ｏ
Ｐ

日平均負荷(kW)

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

4.0 

4.5 

0 5 10 15 

Ｃ
Ｏ
Ｐ

日平均負荷(kW)

当初

改良後

の消費電力は平均して2.2kW程度であり，全体に対する

循環ポンプの消費電力は41%を占め，低負荷時にはヒー

トポンプ本体の消費電力を超えるほどである． 
これらの原因に対して，1つ目のヒートポンプの能力

が過大であることへの対策は困難であるため，循環ポン

プの消費電力についての対策を行った．実負荷が少なく

循環水量を減らしても問題が無いことから，循環ポンプ

の容量を小さくできると判断して1.5kWから0.75kWの

ものに取り替え，さらに循環ポンプをインバータ制御す

る改造を行った．杭への往きの水温と還りの水温の温度

差が少ない場合には流量を減らしてよいため，温度差が

小さい時にはインバータでポンプの回転数を落とし，消

費電力を減らすこととした．今回導入したインバータ制

御の概要を図-6に示す．調節計により杭への往きと還り

の水温の差ΔTが4℃となるようインバータの周波数を変

えてポンプの回転数を制御し，4℃の差がつかない場合

には最低限値として設定した50%の周波数で運転する． 
これらの改良を行った後の，2011年9月14日から2011

年9月30日までの測定結果を表-4の改良後の欄に，日平

均負荷とCOPの散布図を図-5に示す．インバータ導入後

は負荷が少ない時期となったため，平均負荷4.4kWに対

しCOPは3.2であった．しかし，シーズンの平均負荷で

ある8.8kWでのCOPは，得られた図-5の散布図から約4
であり，シーズンを通しての効率も4程度の値を示すも

のと見込まれる．インバータ制御を導入した形でのシー

ズンを通した実測については，2012年度に行いCOPを確

認する予定である． 
次に，暖房の測定結果として，2011年11月1日から2012

年3月31日までの平均値を表-5に，日平均負荷とCOPの
散布図を図-7に示す．負荷の平均値7.7kW に対しCOP
は2.7であり，県立図書館で実測している空冷ヒートポン

プのCOPの1.8と比較して0.9上回る数字が得られた．暖

房負荷の場合は，1時間ごとの平均値のうち最大値が

11.5kWであったことから，設計値の13.1kWは概ね適正

と考えられるが，冷房負荷に合わせて選定した機器の実

際の出力69kWとは大きくかい離している． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 日平均負荷とCOP（冷房時） 

 

表-4 冷房時の効率（COP） 

種別 
負荷(kW) 消費電力（kW） 

COP 
平均 ピーク ＨＰ ポンプ 合計 

当初 9.7 26.4 2.2 1.5 3.7 2.6 
改良後 4.4 18.8 1.2 0.16 1.4 3.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 インバータの導入 

 

表-5 暖房時の効率（COP） 

負荷 消費電力（kW） 
COP 

平均 ピーク HP ポンプ 合計 

7.7kW 11.5kW 2.7 0.1 2.8 2.7 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 日平均負荷とCOP（暖房） 

 

(2)熱交換杭の方式ごとの採熱量 

冷房期の2011年7月9日から2011年9月30日および暖房

期の2011年11月1日～2012年3月31日における，PIP，
シングルU字管，ダブルU字管の3方式の平均採熱量と1m
あたりの平均採熱量を表-6に示す．設計よりも負荷が少

なく想定していた採熱量に比べて小さい値であるが，1m
あたりの採熱量を比較すると，シングルU字管を1とした

場合に1.59と想定していたPIPが実際には約2.0であり，

想定以上にPIPの能力が高いことがわかった． 
また，1日の中で負荷は変動し，冷房期の場合には昼

にピークが現れる．このようなピーク時の採熱量を比較

するため，負荷のピークが冷房シーズンで最も大きかっ

た2011年7月14日と，負荷のピークが小さい2011年7月

 

循環ポンプ 

1.5kW→0.75kW 

TIN 

TP 

調節計 インバータ 

温度差ΔTが 4℃になるようインバータ制御 

インバータ盤の追加 

水冷 

ＨＰ Ｔ 

Ｔ 
Ｐ 

温度差ΔTが4℃になるよう 
に流量を自動制御 

 

 ポンプ取替（1.5→0.75kW） 
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21日のデータから1mあたりの採熱量を求めた．図-8に
1mあたりの採熱量を，図-9シングルU字管を1とした採

熱量の比を示す．図-8，図-9に示すとおり，ピークの絶

対値の大小に関わらずピークが現れる時間帯はPIPの採

熱量が多く，最大でシングルU字管の約2.6倍が得られて

いる． 
 

表-6 採熱量の比較 

 平均採熱量 PIP 
(基礎杭) 

シングル 
U字管 

ダブル 
U字管 

冷

房 

計 8.76kW 
（100%） 

6.16kW 
（70.3%） 

1.09kW 
（12.5%） 

1.51kW 
（17.2%） 

1mあたり 
(ｼﾝｸﾞﾙUを1) 

17.9W/m 
（1.97） 

9.1W/m 
（1） 

17.9W/m 
（1.38） 

暖

房 

計 4.98kW 
（100%） 

3.49kW 
（70.1%） 

0.61kW 
（12.3%） 

0.88kW 
（17.6%） 

1mあたり 
(ｼﾝｸﾞﾙUを1) 

10.1W/m 
（1.98） 

5.1W/m 
（1） 

7.3W/m 
（1.43） 

想定値（再掲） 
（ｼﾝｸﾞﾙUを1） 

70W/m 
（1.59） 

44W/m 
（1） 

55W/m 
（1.25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 1mあたり採熱量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 1mあたり採熱量の比 

５．まとめ 

 

杭打ち機による安価な熱交換杭の工法を開発し，小浜

料金所へ実施工した．ここでの地中熱空調の検証により，

冷房期の運転効率はインバータの導入により4程度を見

込めるようになり，その後の暖房ではCOPは2.7であっ

た．他施設における空冷式の実測値と比べると，COPは
0.9～1.2上回り，約4割の省エネルギーが図られた．これ

による1年間の電気料金の削減額は，計画よりも負荷が

小さいため目標の200,000円には届かなかったものの，

83,000円と試算される．また，3種類の熱交換杭におけ

る1mあたりの採熱量は，PIPがシングルU字管の約2倍
で，PIPが採熱の点では有利であることが確認できた． 
最後に，地中熱空調の計画における留意事項を2点述

べる．1点目は，循環ポンプの消費電力の影響を減らす

方策が必要なことである．低負荷時に影響が大きくなる

ため，今回はポンプをインバータ制御することにより消

費電力を抑えた．他の方法として，地中熱空調をベース

運転用としてフル運転し，ピークの不足分は空冷でカバー

する全体構成にすることでもよい．2点目は設計時の負

荷計算が過大にならないようにすることである．図-10
は，大規模事務所ビルにおける冷暖熱負荷発生頻度の計

画値と実測値であるが，このように計画に対して実際は

小さい負荷率で運転されている1)．また，低負荷時には

ヒートポンプのCOPが低く1)，これらのことから負荷計

算が過大で負荷率が小さいために見込んでいた効率が得

られないケースが多いものと考えられる．したがって，

負荷を正確に見積もることが重要であり，同様な施設の

運転状況を参考にするなどの精査が求められる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 冷暖熱負荷発生頻度の計画値と実測値1) 
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アスファルト舗装の長寿命化を図る 
「長期保証型舗装工事」について 

 
酒井 亨 

 
近畿地方整備局 道路部 道路工事課 （〒540-8586大阪府大阪市中央区大手前1-5-44） 

 公共事業の予算が厳しい状況を踏まえ、工事目的物の品質をより良く、長く維持していく工

夫、努力が求められている。近畿地方整備局ではアスファルト舗装に性能指標を規定、一定期

間の性能保証を求める「長期保証型舗装工事」を年度２０１２年度（平成２４年度）より導入

する。 
 本発表は長期保証型舗装工事にかかる性能指標の設定について概要を発表し、舗装の長寿命

化に関する取り組みを関係者に広く周知するものである。 
キーワード As舗装，長期保証，性能規定  

１. はじめに 
近畿地方整備局では、アスファルト舗装における

経年劣化に伴う維持・管理のコスト縮減や効率化を

目的に、舗装の長寿命化の観点から、５年間の性能

指標を規定、保証を求める発注方式「長期保証型舗

装工事」を２０１２年度（平成２４年度）より導入

することとした。 
 本発表では、当該発注方式にかかる制度・技術の

検討内容の内、技術面の基本となる性能指標（以下、

指標値）の設定概要について主にご説明する。 
 

２. 長期保証を求める指標値設定の条件整理 
指標値の設定において、基本方針等、以下の条件 
整理を行い、検討を行った。 
(1) 適用工事等 
① 下層路盤（または路床）を含み、表層まで施

工する工事であること。 
② 改築事業の土工部における新設舗装工事で、

表層が密粒度・排水性のアスファルト舗装であ

ること。 
③ 指標値はひび割れ率・わだち掘れ量・平坦性

とし、５年間の保証を求める。 
平坦性は「乗り心地」に関する指標であり、

道路利用者の快適性を考慮して導入することと

した。 
(2) 指標値設定のための既存データの整理 

指標値設定において分析・検討が可能となる 
データは近畿技術事務所が実施する路面性状調 
査結果データを用いることとしたところ、基本 
方針に合致するデータは以下となった。 
１９９５年度～２０１０年度（平成７年度～ 
２２年度）に改築事業区間の土工部の未補修 
アスファルト舗装において、２０ｍ評価した路

面性状データ（約１８０ｋｍ分）。 

表－１ 路面性状データ（２０ｍ評価）のサンプル数 
 
３. 指標値設定における問題 
指標値設定においては前述の路面性状調査結果デ

ータを用いることしたが、当該データは３年サイク

ルで整備局管内全体の代表車線を測定したものであ

り、対象となるデータを抽出したところ、サンプル

数が１６年間で約１８０ｋｍ程度と少ないことから、 
 近似曲線や標準偏差等による合理的な指標値の設定 
は不可能であると判断した。 

 
４. 指標値設定 
指標値の設定にかかる問題から、今回設定する指 
標値は、「修繕候補区間の選定と同区間における手

引き案）」の値を参考に２ランク程度の厳しい値と

「維持修繕要綱」の目標値から保証期間５年間での

達成状況を既存データによって検証し、その結果か

ら指標値の設定の是非を決定することとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－２ 予防的修繕工法選定の目安（密粒度舗装）１） 
     

     舗装種別

ﾃﾞー ﾀ数 密粒度 排水性 

８，９５９件 ７，４９９件 １，４６０件 

＜密粒度舗装＞ 
わだち掘れ量

ひび割れ率 

0㎜以上 
10㎜未満 

10㎜以上 
20㎜未満 

20㎜以上 
30㎜未満 

30㎜以上 
35㎜未満 

35㎜以上 
40㎜未満 

40㎜以上 
 

0%以上 
10%未満 

― ― ― 切削 切削 
切削オーバー

レイ 

10%以上 
20%未満 

― ― ― 
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入

切削オーバー

レイ 

20%以上 
30%未満 

― ― ― 
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入

切削オーバー

レイ 

30%以上 
35%未満 

シール材注入 シール材注入
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入

切削オーバー

レイ 

35%以上 
40%未満 

シール材注入 シール材注入
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入

切削オーバー

レイ 

40%以上 
 

切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 

 

目標値目標値

＜密粒度舗装＞ 
わだち掘れ量

ひび割れ率 

0㎜以上 
10㎜未満 

10㎜以上 
20㎜未満 

20㎜以上 
30㎜未満 

30㎜以上 
35㎜未満 

35㎜以上 
40㎜未満 

40㎜以上 
 

0%以上 
10%未満 

― ― ― 切削 切削 
切削オーバー

レイ 

10%以上 
20%未満 

― ― ― 
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入

切削オーバー

レイ 

20%以上 
30%未満 

― ― ― 
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入

切削オーバー

レイ 

30%以上 
35%未満 

シール材注入 シール材注入
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入

切削オーバー

レイ 

35%以上 
40%未満 

シール材注入 シール材注入
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入 
切削 ＋ 

シール材注入

切削オーバー

レイ 

40%以上 
 

切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 

 

目標値目標値
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表－３ 予防的修繕工法選定の目安（排水性舗装）１） 
 
 
 
 
 
 
 
表－４ 維持修繕要否判断の目標値２） 

 
５. 既存データの分析結果 

(1) 路面性状の達成状況 
保証期間５年までの路面性状（わだち掘れ

量・ひび割れ率・平たん性）の目標値達成状況

は、舗装種別（密粒度・排水性）や大型車の交

通量区分に関わらず満足する結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－５ 要因別達成状況（わだち掘れ量） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－６ 要因別達成状況（ひび割れ率） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－７ 要因別達成状況（平坦性） 

 
なお、近似曲線（指数式）や標準偏差（２

σ）による検証も合わせて行い、目標値の達成

状況を確認出来たが、やはりデータのバラツキ

が認められる結果となった。以下にわだち掘れ

の検証結果を参考記載する。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
表－８ 近似曲線によるわだち掘れ量の状況（参考） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－９ 標準偏差によるわだち掘れ量の状況（参考） 
 
 
 
 
 
 
 

 アスファルト舗装全体経年数 データ数 最小値 最大値 平均 標準偏差 平均＋σ 平均＋２σ 平均＋３σ

1年 1,415 1.0 16.0 4.9 2.0 6.9 8.9 10.9
2年 969 2.0 22.0 6.0 3.2 9.2 12.4 15.6
3年 912 3.0 34.0 5.9 3.3 9.2 12.5 15.8
4年 1,451 3.0 28.0 6.0 2.7 8.7 11.4 14.1
5年 901 2.0 30.0 7.9 3.2 11.1 14.3 17.5
6年 602 2.0 28.0 7.6 3.6 11.2 14.8 18.4
7年 673 2.0 25.0 7.6 3.1 10.7 13.8 16.9
8年 547 2.0 24.0 7.4 3.4 10.8 14.2 17.6
9年 560 3.0 23.0 7.2 3.2 10.4 13.6 16.8
10年 497 3.0 29.0 7.4 3.1 10.5 13.6 16.7
11年 238 3.0 29.0 9.1 4.3 13.4 17.7 22.0
12年 178 3.0 29.0 9.1 4.2 13.3 17.5 21.7
13年
14年 16 2.0 9.0 5.3 2.5 7.8 10.3 12.8
計 8,959 1.0 34.0 6.6 3.3 9.9 13.2 16.5

y = 5.8833e0.0228x

R2 = 0.2235

y = 6.1501e0.0189x

R2 = 0.1592

y = 4.1178e0.0816x

R2 = 0.4148
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指数 (AS舗装全体) 指数 (密粒舗装) 指数 (排水性舗装)

 段 差 
（mm） 

項目 
 
道路の 
種類 

わだち掘れ 
および 

ラベリング 
（mm） 橋 管渠 

すべり 
摩擦 
係数 

縦断方向 
の凹凸 
（mm） 

ひび 
われ 
率 
（%）

ポット

ホール

径 
（cm）

自動車専用道路 25 20 30 0.25 

8mプロフィル 
90（PrI） 

3mプロフィル 
3.5（σ） 

20 20 

交通量の多い 
一般道路 30～40 30 40 0.25 

3mプロフィル 
4.0～5.0（σ） 30～40 20 

交通量の少ない 
一般道路 40 30 － － － 40～50 20 

わだち掘れ量

区分 データ件数（件） 割合（%） 累積割合（%）

0mm以上5mm未満 2,047 36.2% 36.2%
5mm以上10mm未満 2,974 52.7% 88.9%
10mm以上15mm未満 536 9.5% 98.4%
15mm以上20mm未満 71 1.3% 99.6%
20mm以上25mm未満 15 0.3% 99.9%
25mm以上30mm未満 3 0.1% 100.0%
30mm以上35mm未満 2 0.0% 100.0%
35mm以上40mm未満 0 0.0% 100.0%
40mm以上45mm未満 0 0.0% 100.0%
45mm以上50mm未満 0 0.0% 100.0%
50mm以上 0 0.0% 100.0%
総計 5,648 100.0%

アスファルト舗装
わだち掘れ量

全体

ひび割れ率

区分 データ件数（件） 割合（%） 累積割合（%）

0.0%_ 5,008 88.7% 88.7%
0.1%以上5%未満 491 8.7% 97.4%
5%以上10%未満 105 1.9% 99.2%
10%以上15%未満 21 0.4% 99.6%
15%以上20%未満 8 0.1% 99.7%
20%以上25%未満 8 0.1% 99.9%
25%以上30%未満 2 0.0% 99.9%
30%以上35%未満 3 0.1% 100.0%
35%以上40%未満 0 0.0% 100.0%
40%以上45%未満 0 0.0% 100.0%
45%以上50%未満 1 0.0% 100.0%
50%以上 1 0.0% 100.0%
総計 5,648 100.0%

ひび割れ率
全体

アスファルト舗装

平たん性

区分 データ件数（件） 割合（%） 累積割合（%）

0mm以上0.5mm未満 0 0.0% 0.0%
0.5mm以上1.0mm未満 342 6.1% 6.1%
1.0mm以上1.5mm未満 1,671 29.6% 35.6%
1.5mm以上2.0mm未満 1,710 30.3% 65.9%
2.0mm以上2.5mm未満 944 16.7% 82.6%
2.5mm以上3.0mm未満 535 9.5% 92.1%
3.0mm以上3.5mm未満 272 4.8% 96.9%
3.5mm以上4.0mm未満 120 2.1% 99.0%
4.0mm以上4.5mm未満 33 0.6% 99.6%
4.5mm以上5.0mm未満 8 0.1% 99.8%
5.0mm以上6.0mm未満 2 0.0% 99.8%
6.0mm以上7.0mm未満 6 0.1% 99.9%
7.0mm以上8.0mm未満 5 0.1% 100.0%
8.0mm以上 0 0.0% 100.0%
総計 5,648 100.0%

アスファルト舗装
平たん性

全体

＜排水性舗装＞ 
わだち掘れ量 

 

ひび割れ率 

0㎜以上 
10㎜未満 

10㎜以上 
20㎜未満 

20㎜以上 
30㎜未満 

30㎜以上 
35㎜未満 

35㎜以上 
40㎜未満 

40㎜以上 
 

0%以上 
10%未満 

― ― ― ― 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
10%以上 
20%未満 

― ― ― ― 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 

20%以上 
30%未満 

― ― ― ― 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
30%以上 
35%未満 

― ― ― ― 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 

35%以上 
40%未満 

切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
40%以上 

 

切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 

 

目標値目標値

＜排水性舗装＞ 
わだち掘れ量 

 

ひび割れ率 

0㎜以上 
10㎜未満 

10㎜以上 
20㎜未満 

20㎜以上 
30㎜未満 

30㎜以上 
35㎜未満 

35㎜以上 
40㎜未満 

40㎜以上 
 

0%以上 
10%未満 

― ― ― ― 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
10%以上 
20%未満 

― ― ― ― 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 

20%以上 
30%未満 

― ― ― ― 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
30%以上 
35%未満 

― ― ― ― 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 

35%以上 
40%未満 

切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
40%以上 

 

切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 
切削オーバー

レイ 

 

目標値目標値
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６. 指標値の最終決定 
(1) 指標値（案）の設定 
「修繕候補区間の選定と同区間における手引き

案）」において、修繕が必要となる状態の２ラ

ンク厳しい値について、既存データを分析結果

したところ、概ねクリアする結果となった。 
よって、この目標値を指標値（案）とした。 
なお、当該指標値（案）は前述のとおり、デ

ータのサンプル数が少ない中での設定であった

ため、当面の間の暫定的な指標値（案）と位置

付けた。 
 
 
 
 

 
 
表―１０ 指標値 
 

 

７. その他（契約手法等） 
最後に指標値以外の長期保証型舗装工事の発注方

法に関して特にお伝えしたい内容の他、舗装の長寿

命化に関する取組みを参考にご紹介する。                                      

(1)発注方法 
①性能指標値を満足しなかった場合の措置 
３指標の内、一つでも満足しない場合は、回 
復措置を求めることとした。 
②免責事項 
異常気象や現場状況の変化など予見できない 
内容の他、受注者には着工前の現地確認を求め、 
保証対象区間の除外や免責事項など、特記事項 
に明示予定とした。 

(2)舗装の長寿命化に関するその他の取組み 
コンクリート舗装の積極導入 
ライフサイクルコスト縮減の観点から、設計 

段階において、環境対策の有無や現地状況を勘

案のうえ、アスファルト舗装とコンクリート舗

装の比較検討を行って、積極的にコンクリート

舗装を導入することとして行きます。 
また、コンクリート舗装の採用が敬遠された

大きな理由である、ジョイント部の劣化などへ

の対応などを積極的に啓発していく予定として

います。 
 
 
 

 
(2) 最終決定（第３者評価機関における審議） 

近畿地方整備局では指標値設定に関して、有

識者等を含む第３者評価機関（道路舗装の長期

保証等に関する検討委員会）を設置し、指標値 
（案）を審議し指標値を最終決定とした。 
なお、委員会における意見においても、今回

設定した指標値は暫定的であることから、デー

タの蓄積を積極的に行い、適宜指標値の見直し

を行う事を求められた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－１１指標値と予防的修繕工法選定の目安との関係 
 
８. 最後に 

長期保証型舗装工事は、道路ユーザーが最も当た

り前に利用する舗装において、舗装工事受注業者に

性能指標の複数年保証を求める事で舗装の長寿命化

に取り組むものである。一方で、指標値を満足しな

い場合には受注業者に回復措置を課すことから、こ

の様な取り組みでは、道路管理者側の日常的な路面

管理も合わせて問われる事であると認識しており、

受発注者間相互の取り組みであると言ってよい。 
今回ご説明したとおり、長期保証型の指標値は、

データの不足から、暫定的な位置付けではあるが、

先ずは、この様な発注方法により舗装の長寿命化に

取り組む第一歩として、舗装の品質向上につながる

ものであると理解していただければ幸いである。 
              －以 上－ 

【参考文献】 
１） 修繕候補区間の選定と同区間における手引き(案)
（平成１８年３月 道路局国道・防災課） 

２） 道路維持修繕要綱 昭和５３年７月 
（(社)日本道路協会） 

回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置
40%以上

回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置
35%以上
40%未満

回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置
30%以上
35%未満

回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置
20%以上
30%未満

回復措置回復措置回復措置回復措置――
10%以上
20%未満

回復措置回復措置回復措置回復措置――
0%以上
10%未満

40㎜以上35㎜以上
40㎜未満

30㎜以上
35㎜未満

20㎜以上
30㎜未満

10㎜以上
20㎜未満

0㎜以上
10㎜未満

回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置
40%以上

回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置
35%以上
40%未満

回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置
30%以上
35%未満

回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置回復措置
20%以上
30%未満

回復措置回復措置回復措置回復措置――
10%以上
20%未満

回復措置回復措置回復措置回復措置――
0%以上
10%未満

40㎜以上35㎜以上
40㎜未満

30㎜以上
35㎜未満

20㎜以上
30㎜未満

10㎜以上
20㎜未満

0㎜以上
10㎜未満

回復措置
保証期間中に性能指標値を
下回った場合の措置

① わだち掘れ量 ： 20mm未満
② ひび割れ率 ： 20%未満
③ 平たん性 ： σ4mm未満

性能指標値

5年保証期間

新設のアスファルト舗装対象舗装

回復措置
保証期間中に性能指標値を
下回った場合の措置

① わだち掘れ量 ： 20mm未満
② ひび割れ率 ： 20%未満
③ 平たん性 ： σ4mm未満

性能指標値

5年保証期間

新設のアスファルト舗装対象舗装
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道路橋の長寿命化に向けての取り組みについて 
 
 

尾下 嘉春1・神谷 毅2 
 

1近畿地方整備局 道路部 （〒540-8586大阪府大阪市中央区大手前1-5-44） 

2近畿地方整備局 道路部 道路管理課 （〒540-8586大阪府大阪市中央区大手前1-5-44）. 
 

 近畿地方整備局管内における道路橋の多くは、大阪万博等の高度経済成長期に建設され、現在、建設後

５０年を越える橋梁数が全体の約２７％であるのに対して、２０年後には約６６％まで急激に増加する。 
 国土交通省では、２００８年５月に「道路橋の予防保全に向けた有識者会議」からの「道路橋の予防保

全に向けた提言」を受けて各種施策を実施している。 
 半数近くの道路橋が2回目の点検に入っているのを期に、具体の損傷状況、補修状況等を分析・整理し、

その結果を踏まえ、今後の道路橋保全の方向性等についてとりまとめた。 
 

キーワード 道路橋，長寿命化修繕計画，予防保全，損傷，補修  
 

1.  道路橋の現状と予防保全に向けた提言 

(1)  日本の道路橋の現状 
日本の道路橋は、高度経済成長期にその多くが集中的

に整備されており、2010年4月現在、橋長１５ｍ以上の

橋梁が約１５万７千橋あり、高速自動車国道が約４％、

一般国道(指定区間)が約８％、一般国道(指定区間外)が
約８％、都道府県道が約２２％、市町村道が約５８％の

割合となっている。 
このうち建設後５０年以上を経過する道路橋は約９％

存在し、１０年後には約２８％、２０年後には約５３％

になる。 

 

 

 
(2)   日本及び米国での落橋等 
近年、日本の道路橋では重大な損傷が発生しており、

1989年に長野県木祖村の村道菅線「新菅橋」がPC鋼線

の腐食による破断が原因で落橋し、1990年にも岐阜県福

田町の町道下田瀬１号線「島田橋」がPCケーブルの腐

食による破断で落橋した。 
また、2007年にも香川県と徳島県の県境で鋼２径間単

純トラス橋が著しい腐食により落橋している。 
「新菅橋」、「島田橋」については、竣工後僅か24年、

27年で落橋しており、経過年数のみならず予防保全の重

要性を示している。 
国土交通省が管理する道路橋においても、2007年6月

に国道23号木曽川大橋でトラス橋の斜材の破断が発見さ

れ、同年8月に国道7号本荘大橋でも同様の損傷が発見さ

れる等、重大な事故に繋がりかねない損傷が発生した。 
一方米国では、2007年8月1日にミネソタ州ミネアポリ

スでミシシッピー川に架かるインターステートハイウェ

イ(Ｉ－３５Ｗ)の橋梁が突然崩壊し、１３人が死亡する

という事故が発生した。 

(3)  「道路橋の予防保全に向けた提言」 
これら橋梁の重大損傷を受け、国土交通省では2007年

10月に「道路橋の予防保全に向けた有識者会議」を設置

し、４回の検討を重ね翌年５月に「提言」がとりまとめ

られた。 
内容は、これまでの橋梁の維持管理が「見ない」「見

過ごし」「先送り」が少なからずあったものを「放置す

ると重大な事故に繋がる危険な橋が増大する。」ことか

ら「早期発見・早期対策の予防保全システム」の実現が

別紙―２

図－１ 日本の建設年度別橋梁数 

写真－１ インターステートハイウェイ崩壊状況

出典：ＣＮＮのホームページ
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必要であり、①点検の制度化、②点検及び診断の信頼性

確保、③技術開発の推進、④技術拠点の整備、⑤データ

ベースの構築と活用という５つの方策が提言された。 

 

 2.  重点的・効率的な構造物管理 

(1)  道路橋のアセットマネジメント 
アセットマネジメントは、資産(アセット)を効率よ

く管理・運用（マネジメント）するという意味で、従

来から、個人や企業の不動産・金融などの資産管理に

用いられてきたが、最近では道路橋を資産としてとら

え、この考えを取り入れようとしている。 
具体的には、道路橋についての「諸元」、「点検」、

「荷重・環境条件」をデータベース化し、その損傷、

劣化状況等を将来にわたり把握し、最も費用対効果の

高い維持管理を実現することである。 

(2)  予防的補修による延命化 
道路橋については、損傷がひどくなってからの大規模

な補修を行うより、損傷が浅い段階で小規模な補修をこ

まめに行うことにより、構造物の延命化が図られるとと

もに、長期間に渡り高い健全度を保持することが可能と

なる。  

 

3.  近畿地方整備局の道路橋の現状 

(1)  道路橋の現状 

 近畿地方整備局で管理している２ｍ以上の橋梁は、

2012年4月1日現在3831橋あり、全体の約４割にあたる約

1,400橋が、1970年代初め頃までの高度経済成長期に建

設されている。 

 このため、建設後50年を超える橋梁数は、急激に増加

し、その割合は現在の約27%から20年後には約66%となる。 

これは、全国平均を大きく上回るものであり、修繕、

更新等の対策を早急に実施しなければならないことを意

味する。 

・市町村道の約9割が未点検
・画一的で不十分な対応
・損傷を見ていない危険

・点検していたのに国内の道
路橋で鋼主部材破断

・技術力・情報伝達不足で
損傷を見過ごしている危険

・2015年には6万橋が橋齢40年超
・鋼及びコンクリートの経年劣化
・劣化損傷が多発する危険

《進行する高齢化》

《道路橋保全の現状》

《 重大事故につながる危険な橋の増大 》

１．点検の制度化
２．点検及び診断の信頼性確保
３．技術開発の推進
４．技術拠点の整備
５．データベースの構築と活用

放置すると

・点検先進国・米国で高速道路
橋が崩落

・補修補強が遅れがちとなる
危険

見ない 見過ごし 先送り

《要求性能の高度化》

・地震への対策
・最新基準への適応
・車両大型化への対応

《 早期発見・早期対策の予防保全システム 》
〔 目 的 〕

・国民の安全安心の確保
・ネットワークの信頼性確保
・ライフサイクルコストの最小化
・構造物の長寿命化

・崩落事故等に至るような重大な損傷 → 人命の危険
・損傷や耐荷力不足による通行規制 → 社会的損失
・大規模な補修や架替えの発生 → 膨大な費用

早急な対応が必要

《 ５つの方策 》

道路橋の予防保全に向けて

図－２ 道路橋の予防保全に向けた提言 

図－４ 予防的補修による延命化 

図－５ 近畿地方整備局管内 橋梁供用数の推移 
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図－３ 橋梁アセットマネジメントの流れ 
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図－１１ コンクリート上部工の 

主要部材損傷原因内訳 
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図－１０ 主要部材の損傷原因内訳 

橋種別橋梁数は、ＲＣ橋が約35％、ＰＣ橋が約34％と

コンクリート橋が約７割を締めており、鋼橋が約25％、

混合橋が約6％となっている。 

 構造形式別橋梁数は、床版橋が約51％、桁橋が約47％

とほとんどを占めており、ラーメン橋が約1.4％、アー

チ橋が約0.5％となっている。 

 
(2)  道路橋損傷の特徴 

 近畿地方整備局では、「橋梁定期点検要領(案)」

(2004年3月)に基づいた点検を、2012年3月末現在で、延

べ5,329橋について実施しており、現在２巡目に入って

いる。 

2004～2011年度の定期点検の結果、橋梁の損傷状況は、

ほとんどの橋梁で補修を行う必要があることになってお

り、中でも「速やかに補修を行う必要がある」Ｃ判定の

損傷橋梁は約25%ある。 

 

Ｃ判定橋梁について府県域別で比較すると、降雨、塩

害などの気象条件が厳しい和歌山県域が約35％、交通量

が多い大阪府域が約34％と高くなっている。 

 

 

建設年代別では、1970年代初め頃までに建設された橋

梁を中心に、Ｃ判定橋梁が多くなっている。 

Ｃ判定となった主要部材について損傷原因を整理する

と、防水・排水工不良(約26%)と製作・施工不良(約

24％)で約半数を占めている。 

これらの損傷原因の多くが竣工時では分かりづらい施

工不良（かぶり不足、コンクリートの品質や防水不良な

ど）に起因している。 

それ以外では、品質の経年劣化(約13%)、塩害(約10%)､

材料劣化、乾燥収縮・温度応力、中性化(各約4%)の順と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋種別で損傷原因を整理すると、コンクリート上部工

では、製作・施工不良が約36％と最も多く、塩害が約

18%、防水・排水工不良が約12%、品質の経年劣化が約

10%の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 橋種別・構造形式別橋梁
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図－８ 橋梁の対策区分判定状況 

対策区分 判定の内容
Aランク 損傷が軽微で、補修を行う必要がない
Bランク 状況に応じて補修を行う必要がある
Cランク 速やかに補修を行う必要がある
Eランク 安全性の観点から、緊急対策が必要である
Mランク 維持工事で対応が必要である
Sランク 詳細調査が必要である

C
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B
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M
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E
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A
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図－９ 建設年代別損傷橋梁数 

表－１ 府県別対策区分判定状況 

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｓランク
福井県域 1% 80% 17% 2%
滋賀県域 2% 67% 23% 8%
京都府域 1% 69% 23% 7%
大阪府域 0% 47% 34% 19%
兵庫県域 1% 61% 24% 14%
奈良県域 0% 63% 24% 13%
和歌山県域 2% 50% 35% 13%
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写真－４ 断面修復及びメッ

シュシートによる剥落防止 

写真－３ 乾燥クラックへの

エポキシ樹脂注入 

図－１２ 鋼橋上部工の主要部材損傷原因内訳 
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また、鋼橋上部工では、防水・排水工不良が約46%と

約半数を占め、品質の経年劣化が約19%、製作・施工不

良が約12%、材料劣化が約10%､疲労が約6％の順となって

いる。 

 

橋梁の三大損傷（疲労、アルカリ骨材反応、塩害）を

見てみると、管内の疲労損傷は、重交通路線である国道

171号(約27%)、国道１号(約15%)、国道24号(約14%)、国

道26号(約9%)で多く発生している。 

アルカリ骨材反応については、国道2号(約76%)で多く

発生しており、国道8号(約6%)、国道24号(約6%)でも発

生している。 

塩害については、海岸に近い所を通過している国道42

号(約55%)が約半数を占め、続いて凍結防止剤の影響を

受けている国道161号(約31%)が多い状況となっている。 

 

4.  主な損傷と対策事例 

(1)  疲労損傷 
疲労損傷は、重交通路線を中心に多く発生しており、

特に鋼橋の疲労損傷は、設計時に疲労照査が行われてい

ない2002年までに建設された橋梁で今後の供用年数の増

加に伴い疲労亀裂が生じることが予想される。 

また、疲労亀裂が進展すると部材の破断を引き起こす

こともあるため、亀裂の短い初期の段階で発見し、適切

な措置を行うことが重要である。 

a) 国道２５号山添橋 

 京阪神と中京都市圏を結ぶ国道２５号の山添橋（上

り）（1972年竣工の３径間連続非合成鈑桁橋）で2006年

10月①主桁ウェブに垂直亀裂（110cm）、②舗装にポッ

トホールが発生した。どちらも損傷原因は、疲労による

ものと推定されている。 

 ①垂直亀裂については、亀裂の進展防止のためストッ

プホールを設け、桁断面の回復と亀裂進展防止のための

あて板を実施した。 

また、②舗装のポットホールについては、床版打ち替

えを実施した。 

 

 (2)  アルカリ骨材反応(ＡＳＲ) 

 アルカリ骨材反応は、コンクリートに含まれるアル

カリ性の水溶液が骨材（砂利や砂）の特定成分と反応し、

異常膨張やそれに伴うひび割れなどを引き起こすもので

ある。 

初期の段階では構造物の表面にひびわれが発生するも

のの構造物の安全性に与える影響はきわめて小さいと考

えられてきたが、最近は進行により鉄筋の破断が発生す

ることが報告されている。 

 このため、今後の補修・予防保全の観点から、「ＡＳ

Ｒに関する対策検討委員会」（委員長：宮川豊章 京都

大学大学院教授）を設立し、ＡＳＲの発生した橋脚等に

ついて、ＡＳＲの進行状況に応じた調査・補修・補強方

法などについて検討を行った。  

 委員会において、2003年策定の「道路橋のアルカリ骨

材反応に対する維持管理要領（案）」を補足する資料と

して、最新の知見による検討を行い、2008年３月に「ア

ルカリ骨材反応による劣化を受けた道路橋の橋脚・橋台

躯体に関する補修・補強ガイドライン（案）」を策定し

た。 

 a) 国道２６号堺高架橋 

 大阪府堺市の国道２６号堺高架橋（1975年竣工の２径

間連結プレテンＴ桁橋（ゲルバータイプ））でアルカリ

骨材反応によるものと推定される①ゲルバー部目地（可

動）部に生じた橋軸直角方向のひびわれ、②橋脚梁と上

部工の剛結部（固定部）の横桁下縁の剥離と梁のひびわ

れを確認した。 

 ①については、伸縮装置部にシール材を充填し、乾燥

クラックにエポキシ樹脂を注入、②については、断面修

復及びメッシュシートによる剥落防止を実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

写真－２ 主桁ウェブの疲労亀裂と補修状況 

施工・安全管理対策部門：No.19

4



(3) 塩害 
塩害は、表面からコンクリート内に侵入した塩化物イ

オンが鉄筋を腐食させ、腐食した部分が膨張し、コンク

リートにひび割れを生じさせ、それがますます腐食物質

の侵入を許し、鉄筋の劣化、コンクリートの剥落へと発

展する。 

主に海からの飛来塩が原因とされているが、コンクリ

ートの骨材として使用した海砂に含まれる塩分や、近年

では凍結防止剤の散布も原因になっている。 

a) 国道42号古座大橋 

 和歌山県串本町の海岸部に位置する国道42号古座大橋

(1968年竣工のＰＣポストテンション方式単純Ｔ桁橋)で、

塩害により①上部工のＰＣ主桁の下フランジでひびわれ

及び②ＰＣ鋼材の１本で、素線12本中２本の破断が確認

された。 

 そのため、ＰＣ鋼材のはつり調査、外ケーブル張力調

査、主桁のプレストレス量調査、塩化物イオン量調査な

どを実施した上で対策工を検討し、外ケーブル再緊張、

電気防食、断面修復等を実施した。 

 

5.  道路橋保全の取り組み  

 上記の損傷状況を踏まえ、計画的に点検・補修を実施

するため「長寿命化修繕計画」を策定することが重要で

あり、専門的な判断を要する損傷については、「橋梁ド

クター」のアドバイスを受けて適切に補修を行う事が安

全性・信頼性の確保に繋がると考えている。 

 また、自治体を支援して橋梁の長寿命化を推進するこ

とは、国の重要な役割と考え活動している。 

(1)  長寿命化修繕計画 

a) 目的と策定方針 

 今後、橋梁の老朽化が進展し、車両の大型化など橋梁

の要求性能が高まる中、さまざまな損傷の発生が予想さ

れる。 

 このまま、放置すると崩壊事故や通行規制に至るよう

な重大な損傷になってしまう可能性がある。 

 そのため、定期的な点検による橋梁の状態の把握、予

防的な修繕及び計画的な架替を着実に進め、橋梁の長寿

命化と修繕・架替えに係る費用の縮減を図りつつ、重要

な道路ネットワークの安全性・信頼性を確保する為に、

「橋梁の長寿命化修繕計画」を策定している。 

 

 長寿命化修繕計画は、橋梁定期点検の結果を基に毎年

見直すこととしている。 

 

b) 対策の実施方針 

定期点検で損傷が確認され、対策区分が判定された橋

梁について、以下の方針で対策を実施して行く。 

対策区分「Ｅランク」の橋梁は、直ちに応急措置を執

るとともに、発見時から1～2年を目途に対策を実施する。 

対策区分「Ｃランク」の橋梁は、次回点検時までに対

策を実施する。 

対策区分「Ｓランク」の橋梁は、必要な詳細調査を実

施し再判定した後、その判定区分に応じて対策を実施す

る。 

対策区分「Ｂランク」の橋梁は、「Ｅ、Ｃランク」の

対策状況を踏まえた上で、必要に応じ対策を実施する。 

 

c) 対策の進め方 

・物流活動を支える重要な路線などは、大型車交通量が

多く損傷も著しいことから、優先的に対策を実施する。 

・規模（橋長、橋面積）が大きく、かつ損傷が著しい橋

梁は、対策に複数年を要することから、優先的に対策を

実施する。 

・また、補修、補強方法については、架替えも含め総合

的に検討する。 

・対策の実施に当たり高度な判断や専門的な知見が必要

な場合は、学識経験者で構成する「橋梁ドクター」の指

導、助言を得ながら行う。 

・Ｃ判定部材の補修と併せて、経済性を考慮してＢ判定

の部材の補修も実施する。 

 

図－１３ 事後保全から予防保全へ 

写真－５ ＰＣ鋼材素線の破断・補修状況 
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d) コスト縮減の取り組み 

以下の取り組みなどによりコスト縮減に努める。 

・新技術の採用 

・足場の併用等他の工事とあわせた修繕の実施 

・点検を足場をかける工事の際に行うなど点検間隔を

柔軟に対応 

 

(2)  橋梁ドクター制度 

 近畿地方整備局管内において管轄する道路橋の損傷の

補修や予防的な修繕などの実施により道路橋の長寿命化

を図るため、道路橋の損傷診断、補修等において高度な

技術力や専門的な判断を必要とする場合に、橋梁ドクタ

ー制度を活用し、技術的助言・指導を受けている。 

現在、橋梁等の専門家２０名に「橋梁ドクター」を委

嘱し、橋梁診断等の要請を行っている。 

 

(3)  自治体への技術的支援 

 我が国の橋梁の内、約６割が市町村道、約３割が府県

管理の補助国道と都道府県道である。 

 2008年４月現在の地方公共団体が管理する橋梁(橋長

15m以上)において、通行止めとなっている橋が121橋、

大型車等の通行規制680橋であった。 

これが、2011年４月には通行止めが172橋（約42％

増）、通行規制1129橋（約66％増）と増加している。 

 

 この様な状況に鑑み、近畿地方整備局では2009年より

管内の市町村を対象に「橋梁の予防保全や長寿命化修繕

計画の策定について」の講習会やパネル展示、現地調査

や損傷対応の技術助言等を行い橋梁維持管理に関する知

見を広めている。 

 また、各地方公共団体が管理する橋梁について、構造
に重大に影響を与える損傷、通行規制等を伴う重篤な損
傷を発見した場合には、土木研究所構造物メインテナン
スセンター（ＣＥＡＳＡＲ）と連携し、技術支援するブ
ロック拠点として地方整備局が活動している。 
 

6.  道路橋保全の課題と方向性 

道路橋を保全して行くにあたり、膨大な道路資産が確

実に高齢化し、各種損傷が発生する中で、限られた予算

と人員で効率的に対応して行かなければならない。 

現在のところでは、Ｃ判定の橋梁を中心に「事後保

全」としての補修を実施しているのが現状であるが、今

後は「予防保全」に向けて以下の対応を推進して行く。 

①データベースの構築と分析による計画的な補修補強 

今年２月に道路橋示方書が約１０年ぶりに改訂され、

維持管理を配慮した考え方が充実された。 

具体には、「安定的な点検の必要性や重要性」、「必

要資料の保存」、「鋼橋疲労に関する規定」等が明示さ

れており、橋梁の維持管理に関するルールが確立されつ

つある。 

今後、橋梁に関するデーターベースを構築し、橋梁点

検、補修補強状況、構造形式、交通量、周辺環境等のデ

ータを整理分析することで、重大又は注意を要する損傷

が発生する可能性が高い橋梁や部材の抽出・予測を行い、

計画的な「予防保全」としての補修補強を実施して行く。 

②特殊な補修補強事例の整理活用 

過去に、委員会等で検討された「鋼橋の疲労亀裂」、

「鋼脚隅角部の亀裂」、「ＡＳＲ対策」などの検討・対

策事例を整理し、同様な損傷が発生した場合に活用出来

る様にして行く。 

③経済的効果的な補修補強 

補修補強後の損傷の進行状況について確認し、過去の

対策工法の効果を検証し、経済的かつ効果的な補修補強

工法の活用について検討して行く。 

④技術力の向上 

整備局では、職員の技術力向上のため平成２０年度よ

り「橋梁技術研修」を実施しており、昨年１１月からは

橋梁点検・診断時に、全ての橋梁について職員が現地立

会をして損傷の状況を確認することにしている。 

これらにより、インハウスエンジニアの橋梁損傷に関

する技術力の向上を図るとともに、補修計画の立案に反

映させて行きたい。 

今後は、トンネルや舗装などについても「長寿命化修

繕計画」を作成し、計画的な点検・補修の実施により、

大切な社会資本ストックを長期的に健全な状態で維持管

理して行きたい。 

市 町 村 都 道 府 県 ・政 令 市

地 方 整 備 局 （ 道 路 保 全 企 画 官 ）

土 木 研 究 所 構 造 物 メ ン テ ナ ン ス セ ン ター （ＣＡＥＳ ＡＲ）

連 携

技 術 支 援

通 行 規 制 等 を 伴 う重 大 な損 傷 が 発 生 した 場 合

連 携

国 土 交 通 省

道 路 局

技
術
者
の
派
遣

原 因 究 明 、補 修 工 法 の 提 案
橋 梁 点 検 車 の 貸 付 等

市 町 村 都 道 府 県 ・政 令 市

地 方 整 備 局 （ 道 路 保 全 企 画 官 ）

土 木 研 究 所 構 造 物 メ ン テ ナ ン ス セ ン ター （ＣＡＥＳ ＡＲ）

連 携

技 術 支 援

通 行 規 制 等 を 伴 う重 大 な損 傷 が 発 生 した 場 合

連 携

国 土 交 通 省

道 路 局

技
術
者
の
派
遣

原 因 究 明 、補 修 工 法 の 提 案
橋 梁 点 検 車 の 貸 付 等

図－１４ 重大な損傷が発生した場合の技術支援 

表－２ 地方公共団体の通行止め・通行規制 

橋梁の状況 

２００８． ４時 点

う ち 都 道 府 県
管 理 道 路

う ち 市 町 村
管 理 道 路
（政 令 市 含 む ）

通 行 止 め 121 4 117
通 行 規 制 680 80 600

２０１１． ４時 点

う ち 都 道 府 県
管 理 道 路

う ち 市 町 村
管 理 道 路
（政 令 市 含 む ）

通 行 止 め 172 16 156
通 行 規 制 1 ,129 115 1 ,0 14

※ 橋 長 １ ５ ｍ 以 上 の 橋 梁 数

※ 通 行 規 制 に は 、損 傷 ・劣 化 に よ る 規 制 の 他 、古 い 設 計 等
に よ る 重 量 規 制 等 も 含 む

橋 梁 数

橋 梁 数
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神戸港ポートアイランド（第２期）地区 

岸壁（-15ｍ）（耐震改良）(PC-15)改良工事の

安全対策について 
 

東 智博1 
 

1近畿地方整備局 神戸港湾事務所 第二工務課 （〒651-0082神戸市中央区小野浜町7番30号） 

 

キーワード 供用中岸壁、ユーザー調整、ソーラス区域、夜間施工  
 

神戸港は「国際戦略港湾」に位置づけられた阪神港に属しており、国際競争力強化に向けて港湾のハー

ド・ソフト対策が行われている。神戸港ポートアイランド（第 2期）地区岸壁では、近年の貨物船の大型化

への対応や、近い将来発生するであろう東南海・南海地震などの大規模地震発生時に対する物流ルートの確

保を目的として、次世代高規格コンテナターミナルの整備事業が進められている。 

本工事では背後地液状化対策としてＳＣＰを行うが、施工により発生する地盤変状が既設構造物に影響を

与える事が懸念されたため、様々な保護対策を行った。また当該岸壁は非常に貨物取扱量が多く、バース運

用を止めることなく施工を行うことが求められ、様々な施工管理対策を行った。 

本報は、供用中岸壁近傍における安全対策、施工管理について、実施した対策事例の特徴と効果などを報

告するものである。 

 

1. 工事概要と課題点 

 本工事では岸壁の背後地に対して、L1 地震発生時

における液状化対策として、ＳＣＰの施工を行うこ

ととなっている。ＳＣＰは既存地盤に砂杭を造成す

る密度増大工法であるために、施工により盛上土や

側方変異等の地盤変状が発生し、既設構造物に影響

を与える事が想定される。 

特に施工区域近傍にある陸側クレーンレールは、

供用中であるガントリークレーンにて使用しており、

また本バースは、非常に貨物取扱量が多いバースで

あり、その運用を止めることなく施工を行うことが

求められる。 

 

また取扱量の多いバースであるため、安全な施工

を行うにあたっては、当バースに接岸する船舶のみ

ならず、付近を航行する船舶の情報を把握するなど

の対応も求められた。 

 

他に施設完成後の岸壁運用上の問題点として、過

年度工事において、従来よりも大型の防舷材設置を

行ったために、着岸する船舶によっては昇降用タラ

ップと岸壁の間に離隔が生じ危険となる場合があり、

使用者等から安全対策を求められた。 

 

 

2. 施工における対策 

（1）動態観測 
 ＳＣＰ打設による地盤変状によって供用停止を起

こさないために、観測対象を工事対象区域近傍にあ

る既設構造物とし、コンテナ荷役の心臓部であるガ

ントリークレーンのレールを重点的に、周辺舗装お

よび地中の動態観測を実施した（図-1） 

 

（PC15E）

(陸側クレーンレール)

静的SCP 動的SCP 打設進行方向

傾斜計

傾斜計

(海側クレーンレール)

B=1m×H=1m
B=1m×H=2m

変位吸収溝

①

②

③

①

② ②

③ ③

①

 

 

動態観測は、既設構造物の目視確認やトータルス

テーションでの定点観測による「通常監視」、陸側

クレーン基礎付近でのＳＣＰ近接施工に対し陸側ク

レーンレール変位を常時計測する「強化監視」、傾

斜計を利用した「地中変位監視」（図-2）で構成す

るものとした。 

 

別紙―２

図-1 平面図 
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動態観測の管理値については、岸壁ユーザー、管

理者である神戸埠頭（株）と協議を行い、前年度工

事の実績等を考慮し、許容変位量を超過しないよう

に一次管理値と二次管理値を設定した。 

一次管理値を超えた場合は打設順序などを見直し、

二次管理値を超えた場合は施工を中止し対策を協議

することとした。 

 

動態観測の効果としては、ＳＣＰ施工時における

当該地盤の変位特性を把握するとともに、ＳＣＰ施

工中は既設構造物の定点観測と重要構造物に対する

常時計測を実施することで、供用に支障が生じるよ

うな変位の発生を未然に防ぐことができた。 

さらに、傾斜計を利用した地中変位監視情報は、

地表面に発生する変位を吸収する目的で設置する緩

衝孔の維持管理指標（再削孔の必要性の有無やその

時期など）として役立てることができた。 

 
（2）情報の共有（船舶、陸上作業） 

周辺の他の岸壁を使用する船舶の数が多いことから

衝突事故防止の安全対策として、PC14～17岸壁改良工

事区域周辺を航行する船舶（ポートアイランドI、 J、 

K、 L、M及びPC13～PC18岸壁を使用する船舶）に対し

ては、次の安全対策を講じた。 

また隣接する他工区（陸上作業）の工事関係者と定

期的に連絡協議会を開催し、工事が事故なく円滑に進

められるよう調整をおこなった。 

 

a）情報の入手 
ポートアイランドI、 J、 K、 L、M及びPC13～PC18

岸壁を使用する船舶の代理店等の担当責任者と工事現

場責任者が連絡を密にし、施工作業が航行する船舶の

妨げとならないように、当該船舶の規格、入出航スケ

ジュール、荷役作業スケジュール等の動静情報の把握

に努めた。 

 

b）綿密な調整 
得られた情報を元に、当該船舶の航行に支障となら

ないよう、工事作業船の移動、日々の施工可能エリア

の確認など、調整を密に行った。 

 

c）工事作業船への指導 
工事作業船が工事区域付近の大型貨物船等が多数

航行する海域で、停泊位置やアンカリングなど大型船

舶と競合しないよう工事作業船に対して指導を行った。 

 

3. 安全管理における対策 

（1）近隣地区(植検エリア)への防塵対策 
現場内ＰＣ－１５ＥにＳＣＰ用の砕砂を仮置きを行

った際、またＳＣＰ施工による砕砂を運搬・積込・打

設する際に風により飛散の恐れがあった。 

施工エリア近くでは、植物動物検査が実施されてお

り、砂の飛散が問題になっていたため、対策として砕

砂仮置き場・施工エリアと植物動物検査エリアの間に

防塵シートを設置し、飛散対策を行った。 

 

 
 

図-2 変位吸収溝と地中変位監視

図-3 トータルステーションを用いた 

クレーンレール変位観測 
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（2）SOLAS条約による保安区域への対策事例 
ソーラス区域内から工事現場への外国貨物船員等の

第三者侵入防止と、工事現場からソーラス区域内への

現場作業員の立入禁止措置としてガードマンを配置す

るとともに、看板（日本語、中国語、英語）を作成し

た。 

 

 

 
 
 
（3） ガントリークレーン安全対策例 

工事区域がガントリークレーン荷役作業区域と隣接

している為、ガントリークレーンが工事区域へ誤って

侵入する事が無いようにユーザーへの注意喚起・周知

徹底と対策を行った。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（4）照明塔について 
ＳＣＰ施工の際、夜間作業時は照度および視界を確

保するため、岸壁施設である照明塔の他、テラスター

にて照度の確保を行い、より一層安全に施工すること

ができた。 

 

 

 
 
 
（5）トレーラー安全対策例 

工事区域は荷役作業区域と隣接しており、供用しな

がらの作業となる為、トレーラが安全に走行できるよ

うに、また工事作業者がトレーラ走行部へ侵入の無い

ように、Ａ型バリケード設置による対策を行った。 

区域区分を分かり易くするため、施工エリア部は緑

色、隣接工区は黄色のＡ型バリケードを境界に設置し

た。 

 

 

 
 
 
 

図-5 ガードマンおよび看板配置状況 

図-6 ガントリークレーン進入防止 

対策用点滅灯設置状況 

図-7 A型バリケード設置状況 

図-8 ＳＣＰ夜間作業状況 
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4. 施設運用における安全対策 

（1）張出しコンクリート（プレキャスト）について 
過年度工事において、既設防舷材を規格の上がった、

より大型の物に物に交換を行った事により、接岸する

船舶と岸壁までの離隔が広がる事となった。 

接岸する船舶によっては、昇降用タラップとの間の

離隔が広すぎ、通路として危険である為、張り出しコ

ンクリート（プレキャスト）による足場の設置を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

張り出しコンクリート（プレキャスト）設置箇所は、

ガントリークレーン走行路の近傍となる。 

供用中の岸壁としては荷役作業の行われない夜間で、

ガントリークレーンの駐機してないエリアでしか作業

区域、作業時間の確保が出来ない。 

また朝には作業機械など全てを撤去しなければなら

ない為、施工機器、方法などにも制限が生じた。 

 

こういった諸条件においても、安全に作業を行うた

めにプレキャストブロック据付の際に、脱着式の鋼製

足場を使用した。 

この足場は脱着式であるため、現地での足場組立作

業は不要で、不安定な場所での作業をなくすことがで

きた。 

 

5. まとめ 

本工事は、施工場所が非常に高い稼働率のコンテナ

ヤードであり、稼動に支障をきたさず、供用したまま

の施工を行うことが重大な要件であった。 

この要件を充足し続けるには、岸壁ユーザーといっ

た関係者より情報を収集し綿密な調整を行い、工事関

係者の新規入場教育・場内走行ルートの確認・トラチ

ョッキの着用等といった荷役作業を最優先とした対策

を行うことがとても重要であった。 

 

図-9 張出しコンクリート（プレキャスト） 

設置作業状況 
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近鉄京都駅ホーム増設とホテル建設工事 
 
 

伊達 光洋 
 

株式会社 奥村組 西日本支社 土木第1部 （〒545-8555 大阪府大阪市阿倍野区松崎町2-2-2） 

 

 重要な公共交通機関である鉄道は、少子高齢化で需要拡大による増収が望めないなかでも安

全性や利便性の向上など継続的な投資が必要であり、近鉄京都駅では駅構内での収益事業（ホ

テル建設）を組合わせてホーム増設工事を実現した。施工場所は幹線鉄道に囲まれた狭隘な敷

地条件で難易度の高い工事であったが、無事故で完成させた工事の課題と施工結果を報告する。 
 

キーワード 駅改良，ホーム増設，狭隘敷地，駅直上建築，タワークレーン  
 
 

1.  はじめに 

 
 京都駅は1日約60万人が利用する一大ターミナルであ

り、9万人の乗降客が利用する近鉄駅は３面３線の櫛型

ホーム配置の終端駅であるが、狭隘なため混雑緩和対策

が要請されていた。近鉄駅は新幹線京都駅と同じ高架の

下階にあるが、北側に隣接するＪＲ京都駅との間のわず

かな近鉄敷地に１面１線のホームを増設し、この上空に

ホテルを建設したものである。両側をＪＲと新幹線･近

鉄の営業線に挟まれた、狭隘で長大な敷地で用地全幅へ

の構築と、寄付き道路が西側のみという難易度の高い工

事について、安全施工の観点から結果を報告する。 
 
 

2.  工事の概要と課題 

 
(1)  工事概要  
 幅約12ｍで延長約250ｍの敷地に１面１線のホームを

増設する土木工事と、この上空にホテルを新設する建築

工事を一体的に行うもので、各諸元を（表-1）に示す。 
 
(2)   施設の構造概要と配置 
新設線路は、既設部と同じ高さに構築する軌道床版に

敷設する高架鉄道になり、この上にホームを新設する。

ホテルはＲＣ造で、ＪＲ敷地境界側と新設ホームを貫通 

する柱を設置し、この躯体上に中間免震装置を設置して

その上に６層階の客室を配置する構造である。これらの

共通の基礎であるマットスラブは、厚さ2ｍ×幅10.8ｍ

×延長175ｍのＲＣ一体構造物である。（図-2） 

施設配置は東側がＪＲ京都駅中央通路に接して外部道

路との接続がなく、西側はＪＲ西日本京都支社の構内を

経て堀川通りに接続するほか、近鉄高架下通路を横断し

て新幹線高架下から八条通りに接続する。（図-1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

マットスラブ 

ホテル躯体 

客室階 

 

（3～8階、368室） 

免震階(M3階） 

（1階）フロント 

ホーム 

（2階） 

既設 

3号線
既設

2号線

新設 

4号線 ＪＲ西日本

在来線 

ＪＲ東海

新幹線

軌道床版 

別紙―２

【土木工事】 軌道 4号線新設工事 

軌道床版 幅 12ｍ×延長 173ｍ、  ホーム 幅 8.5ｍ×延長 140ｍ 

【建築工事】京都駅ホテル建設工事  
RC造 地上８階・塔屋１階 (軒高 30.35ｍ・最高 35.00ｍ) 

中間免震構造 

建築面積：2,465.87㎡ 、延べ床面積：14,299.49㎡  

表-1京都駅ターミナル整備工事 諸元一覧

 

京都駅ビル
堀
川
通

近鉄京都駅 

在来線京都駅 中
央
口 

南
北
自
由
通
路 

新幹線京都駅 東京方

堀川通側

出入口

大阪方

新大阪方

断断面面矢矢視視
八条通側出入口 

図-1 位置平面図 

図-2 ホーム・ホテル断面図

ＪＲ西日本

京都支社
4号線新設および 

ホテル建設工事 

Ｎ

八条通
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(3)   施工の要領 
a) 横断面方向の施工要領 
 右記フローの手順で施工したが、地下に遺跡包蔵層が

あるため掘削途中で発掘調査を行った。構築では、マッ

トスラブから軌道床版まで建築躯体の柱と共に土木工事

を施工し、軌道床版完成後はこの上にタワークレーンを

設置して建築工事を行った。建築躯体と外装工事完了後

にクレーンを撤去し、ホーム新設の土木工事を行った。 
b) 縦断方向の施工要領 
 軌道床版完成後に建築工事に着手する手順だが、軌道

床版全長の完成を待ってから着手したのでは長大な工期

設定が必要で、ホテルの事業計画が遅延するため、全長

を３工区に分けて軌道床版完成区画から順に建築工事に

着手する計画とした。このため、工事の縦断方向では土

木･建築の工事が同時進行する場面が生じる事になる。 
 
(4)   工事の課題 
a) 鉄道営業線近接工事 
工事場所は、わが国でも有数の重要な幹線鉄道に両側

を挟まれた場所で、「想定外の事故」でも許容されない

「絶対の安全確保」が至上命題であった。このため、選

定する施工法だけでなく、自然災害に対する安全対策に

ついても確実な施工計画を求められた。 
b) 資機材の搬入ルートの確保 
工事場所が東西に細長く、寄付き道路が西側の一方向

のみで敷地全幅に構造物を構築するため、この敷地をそ

のまま運搬ルートに設定して工事を行うと、東側奥から

片押し施工する事になる。これでは長大な工期設定が必

要となるため、各施工段階の工事内容に適した搬入計画

を策定する必要があった。 
c) 事業工期の確保 
収益事業の投資計画に見合う工期設定（ホテル４５ヶ

月、ホーム４８ヶ月）で工事工程を計画する必要があり、

上記の厳しい条件を考慮したうえで工事工程を策定した。 
 
 

3.  工事の課題に対応する施工計画 

 

(1)  マットスラブの分割施工計画 

用地全幅にマットスラブを構築するので、これを連続

して全幅掘削すると東側奥へのＲＣ工事資材を搬入して

の作業ができなくなる。これを１パーティー施工単位の

延長２０ｍ程度で、埋蔵文化財調査を含めた掘削～構築

を繰り返すと全体工期が長大になる。このため、マット

スラブを南北に２分割して施工する計画とした。敷地の

中央部に土留杭を打設して南側を工事用通路として残し、

北側を先行掘削してマットスラブの半分を構築し、次に

北側の完成したマットスラブ上を工事用通路として南側

を掘削し構築する計画とした。（図-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  揚重工事の計画 

a) タワークレーン工法 

 揚重作業は、新幹線京都駅の側部上空での工事となる

ため、新幹線近接工事で多くの実績があるタワークレー

ン工法で計画した。タワークレーンの基礎を軌道床版に

設置するため、床版の構造耐力から設置可能なクレーン

規格は１ｔ吊能力となり、ホテル建物全長175ｍに対し

て３基の設置が必要であった。 

タワークレーンの設置・撤去は軌道床版上に移動式ク

レーンを据付けて行うが、ホテル躯体が建ち上がると西

側に据付ける移動式クレーンでは届かないものがある。

このため、建物の屋上でタワーから外し自走して移動で

きる機種を使用する計画とした。（図-5） 

図-3 施工フロー図 

 土木工事 建築工事

軌道床版RC構築 ２階柱・壁RC構築

軌道床版通路供用 建築躯体工事（免震）

建築躯体･外装工事

ホーム床版RC施工 建築内装・仕上工事

ホーム仕上工事 EV・機械設備(１F)

線路敷設工事 ホテル開業

増設ホーム供用

１次掘削

文化財調査

２次掘削

RCマットスラブ構築

タワークレーン撤去

土留鋼矢板打設

タワークレーン建方

北側施工時 南側施工時 

南側 

存置 

北側 

施工 

北側 

完成 

南側 

施工 

図-4 マットスラブ分割施工要領図
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b) 免震装置の施工 

計画のタワークレーン能力では免震階に設置する免震

装置の据付け作業ができない箇所があり、タワークレー

ンの能力を補うために、免震階の床版上にミニクローラ

クレーンを配置して設置する計画とした。当該クレーン

は軌道階から移動式クレーンで吊上げる計画とした。 

 

(3)  建築躯体工事の３工区ブロック分け 

事業計画の工期を確保するために、ホテル建物を１基

のタワークレーンがカバーできる区画に区分し、軌道床

版が完成した区画から建築工事に着手することとした。

建物は東西に約175ｍの延長があり、図-5のように東中

西の３工区に区分して建築工事を施工する計画とした。 

 
(4)  土木･建築同時施工時の工事資機材搬入計画 
a) 土木･建築同時施工時の課題 

建築で先行する東工区に資機材を搬入するには、土木

工事で施工中の軌道床版構築部を通過する必要があり、

実施可能な既存の土木工事仮設工法を検討した。 

b) 鋼製覆工通路の設置 

 軌道床版躯体は地下鉄開削トンネルと相似の形状であ

り、地下鉄工事と同様に床版上空に路面覆工を架設して

通路とし、図-6のようにこの下でＲＣ床版を施工する計

画とした。 

c) 軌道床版上の通路 

軌道床版は電車対応で強度が大きく、タワークレーン

の基礎を設置することもあり、建築工事の施工ヤードと

して活用することにした。軌道床版構築後に養生硬化が

完了した区画で、順次鋼製覆工通路を撤去して車両を床

版上に進入させる計画とし、通路の支障になるホームの

構築は建築躯体工事が終了してから着手する計画とした。 

d) 生コンクリート運搬計画 

 土木・建築とも躯体の構造がＲＣ造であり、生コンク

リートの搬入計画が重要であった。マットスラブ通路お

よび鋼製覆工通路は大型生コン車の通行可能な幅員で計

画し、コンクリート打設箇所の直近まで生コン車で搬入

する計画とした。 

 

 

4.  課題の工事計画に対する施工結果 

 

(1)  マットスラブの施工結果 

南北の分割施工は事前の施工計画どおりに実施し、構

築工程を満足する結果であったが、１パーティー施工区

画（20ｍ程度）のコンクリートの打設で、他区画の掘削

や躯体施工との競合が発生した。工程管理に対する影響

が大きかったので、競合を避けるために西側ヤードから

長距離をポンプ圧送して打設した（詳細は後述する）。 
マットスラブの主鉄筋はＤ38 @125mm～@250mmが、上面

と下面に各3段～１段の配置となっており、長辺方向を

分割施工したため多大な数量の施工継手が必要となった。 

 

図-5  タワークレーン設置計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6  鋼製覆工設置計画図 

西工区 東工区 
OTS-50N 

作業半径30m-1t 

OTS-60NⅢ 

作業半径30m-1.2t

走行型変換 

中工区 

移設 

   

①鋼製覆工上走行 

（覆工下・床版構築工事） 

ホテル西工区 ホテル中工区 ホテル東工区 

②軌道床版養生完了後 

覆工撤去し床版上走行する 
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太径鉄筋の接続方法として機械方式の「エポック継手」

を採用し、工程が遅延することなく施工できた。 

掘削では１段目を全長掘削して京都市埋蔵文化財研究

所の専門家による埋蔵文化財調査を実施したが、２回の

発掘調査となったため、当初工程に対する遅延を生じて

工程を逼迫させた。マットスラブの２分割施工の状況を

下の（写真-1）に示す。 

(2)  タワークレーンの施工結果 

a) 旋回･起伏等規制 

 揚重作業はクレーンを建物外部足場の防護設備の内側

だけで稼働させ、クレーンブームが防護設備からはみ出

す反転旋回は夜間線路閉鎖にて行う事として、各鉄道事

業者と安全協定を締結した。吊荷が営業線の上空に出る

ことがないように、旋回や起伏操作にリミッターを取り

付けて範囲を制限し、また外部足場の高さより吊荷が上

がらないように巻き取り高さも制限した。さらに、荷を

吊り上げている状態が列車の運転士などに不安感を与え

ないように、荷揚げ場所は足場で囲いをつけてその中で

揚重するようにした。 

b) 設置･撤去の状況 
建築工事３工区（東・中・西）で、それぞれタワーク

レーンを１基配備したが、東工区を最小に設定して建築

躯体工事の終了を中工区の軌道床版工事完了に合せるこ

とにより、東工区のタワークレーンを中工区に移設した。

これにより、タワークレーンの最大同時稼動台数は２台

となった（図-5）。 

西工区のタワークレーンを、走行式に変換することが

可能な機種とし、躯体工事完了後に屋上走行して中工区

のタワークレーンに近づいて解体し、その後に西端まで

走行して地上クレーンで解体撤去した。 
c) 台風対策 

タワークレーンは強風に対する安定上の弱点があり、

気象条件によるそれぞれの安全確保対策を実施した。通

常台風時の対策としては、ブームを15°に倒して旋回ブ

レーキを解除し強風を受け流す方法が採用される。しか

し当現場でこの方法を採用すると、風の向きによっては

営業線の上空を旋回することになるため不適格であった。

このため、暴風警報の発令が予想される場合は、予めク

ライミングダウンさせてジブ角度を約15°とし、ジブの

先端をジブ受架台に載せて固定する方法を採用した。実

際の台風接近時に実施したが、問題なく台風をやり過す

ことができた。（写真-2） 

d) 地震対策 

タワークレーンは設計上震度５強でも耐える設計とな

っているが、それ以上の大地震が発生した時の対策とし

て、クレーンが破壊しても敷地内建物範囲の被害に留め

る（営業線に被害を及ぼさない）ことに重点を置いた。 

 アンカーボルトの破断による被害は重大な影響を及ぼ

すので、震度７にも耐えられるようアンカーボルトの有

効径を大きくした。また、工事進捗にあわせてマスト１

本ごとにクライミングを実施し、上部の振幅を押えた。 

阪神大震災時のクレーンの破壊状況を研究した結果、

当現場で使用したクラスのタワークレーンはジブの破壊

が大半であった。このためジブが折れても下まで落下し

ないこと、又は敷地内での落下に留めるため、ジブ内に

落下防止ワイヤーを配備して根元と先端及び想定される

座屈位置を結束した。 

作業中の対策では、緊急地震速報システムのアラーム

をキャビンに設置し、速報が入れば直ちに吊荷をできる

だけ低く降ろし、ジブを建物方向に向けて約15°の起伏

状態にするように規定した。このためには、荷を吊り上

げていない時は建物中央にジブを旋回させて約15°の起

伏状態で待機し、作業終了時はフックアンカーを利用し

てジブ先端をワイヤーロープで固定することとした。 
e) 今後の課題 

台風など数日前から接近が把握できる災害については、

わかりやすい工事休止基準を策定し実施した。しかし地

震については、クレーン供用中に東日本大震災があり京

都でも震度３を記録したが、緊急地震速報が作動するこ

とはなかった。この時は地震対応計画が有用であったが、

大きな地震に対応可能か否かは今後の課題であり、ハー

ド面では有用な機器が登場しているが、ソフト面での運

用手法の確立が必要と考える。 

写真-2  タワークレーン台風対策状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1  （左）北側・（右）南側施工状況 

南 北 南 北

ジブ受架台 

アンカー 

トラワイヤー
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(3)  中間免震階の施工結果 

埋蔵文化財調査による工程遅延で中工区の軌道床版構

築が遅れたため、東工区の免震階にミニクローラクレー

ンを吊上げる移動式クレーンを軌道床版上に据付けられ

ない状況となった。このため、分解組立式の4.8ｔ吊ク

ローラクレーンを調達し、タワークレーンで免震階に部

品を荷上げして現地で組立て、工程が遅延することなく

免震装置を設置できた。（写真-3） 

 

(4)  工事用通路の施工結果 

a) 鋼製覆工通路の設置 

 マットスラブ上に支柱を建てて鋼製覆工を架設した。

支柱は軌道床版を貫通するため貫通箇所の鋼材はコンク

リートに埋め込みとした。鋼製覆工直下で軌道床版を施

工することにより、東側のホテル構築への資材搬入を途

切れさせることなく施工することができた。（写真-4）  

b) 軌道搬送設備への変更 

 埋蔵文化財調査の遅延で、中工区のタワークレーン設

置までの工程短縮が必要となり、中工区の鋼製覆工の架

設撤去工程を省略する事とした。鋼製覆工の計画は床版

上に運搬路を設定したものだが、マットスラブ上にシー

ルドトンネル工事の軌道搬送装置を設置し、床版下での

運搬路を設定することにした。短期間で軌道装置を敷設

し、周囲に型枠支保工を設置して床版構築を先行したこ

とで、中工区の建築工程を確保できた。東工区への資機

材運搬では、軌道台車（3ｔ積）に積替えを行ったので、

10ｔトラックで直接搬入するよりも効率は落ちたが、全

体工期を守るためには有効であった。（写真-5） 

c) 軌道床版上の通路 

軌道床版の西端に鋼製覆工通路を残置して、建築工事

段階まで軌道床版を工事用通路として活用した。建築躯

体工事の完了後に新設ホームの構築工事を開始したが、

全体工程を守る事ができた。 

 

 (5)  生コンクリートの搬送 

各種の工事用通路を計画してコンクリート打設箇所の

近くまで生コンを運搬する計画であったが、コンクリー

ト工の数量が大きいので、他工種作業の搬入路を閉鎖す

ることなくコンクリート打設を行うため、新幹線高架下

の八条通側出入口に大型ポンプ車を設置し、打設箇所ま

で約250ｍ配管し長距離圧送を行った。（図-2） 

これによりコンクリート打設時の搬入路には圧送配管

が設置されるだけで、通常の資機材搬入を遅滞なく行う

ことができた。また建築躯体工事では、軌道床版通路に

中継ポンプを配置し、高強度コンクリートを上階に支障

なく圧送し打設できた（写真-6）。 

 

(5)  鉄道に対する安全対策 

a) 防護柵などのハード面について 

 鉄道営業線に対する防護設備は、地上でＪＲ西日本の 

 

 

 

 

 

 

 

 

軌道搬送設備 

荷の積替え･荷揚げ兼用の

ラフタークレーン 

施工中の軌道床版 

ホテル施工箇所へ荷を運搬 

写真-3 組立式クローラ クレーン 

写真-5 軌道搬送設備 

ホテル施工箇所へ荷を運搬 

鋼製覆工下で軌道床版施工 

写真-4 鋼製覆工通路 

写真-6 中継ポンプ車による打設状況 
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線路に対する防護柵と、２階では近鉄線路に対する防護

柵を設置した。建築躯体施工時の外部足場にはメッシュ

シートを張り、内側に特殊クランプを用いて養生金網を

固定した防護工を設置した。２階部分の近鉄の線路に対

しては、足場板の上に防炎シートを、下側にはメッシュ

シートを張った完全覆いの防護工を設置した（写真-7）。

これらの外部足場の組立･解体は、全て夜間休電作業で

施工した。 

b) 保安体制などソフト面について 

 新幹線（ＪＲ東海）及びＪＲ在来線（ＪＲ西日本）は、

近鉄により近接工事協議を行い保安体制を取り決めた。 

工事着工後は、主要工種毎に着手前に詳細な施工計画や

保安体制を近鉄と請負者で再確認し、鉄道事業者間の定

期的な協議の場で周知して施工した。 

c) 近接する鉄道施設の安全管理について 

マットスラブの掘削時には周辺地盤の変位が予想され

たため軌道監視を行った。ＪＲ西日本の在来線について

は、土留め壁の変位計測（３回/日）及び軌道検測（Ｊ

Ｒ西日本委託：１回/週）を行い、異常が計測された際

の対応を取り決めた。 

また近鉄及び東海道新幹線の高架橋については、自動

計測装置（沈下計測、傾斜計測）を取り付けて24時間監

視し、異常発生時の対応を取り決めた。 

 

5.  おわりに 

  

今回の工事はわが国有数の重要幹線鉄道に挟まれた厳

しい条件下での工事であったが、2008年4月に着手し

2011年9月にホテルが、2012年2月に増設ホームが無事故

で完成した（写真-8）。 
事業の成果として、ホーム増設により乗降客が分散さ

れたことや、線路増設により列車の停車時間の増加（一

例として昼間の特急の折り返し時間が約10分から約35分
になった）により、乗客が早く乗車できることでホーム

の混雑は大幅に改善された。また乗務員の交代時間にゆ

とりができて負担が軽減され、安全性が増した。 
駅中事業については、2011年10月に開業した「ホテル

近鉄京都駅」の集客も好調とのことである。 
施工技術について特筆すべきは、施工の確実性や安全

性に実績のある既存の建設技術を、土木・建築が一体と

なって工夫し運用したことで、収益事業の採算性に見合

うコストでの工事を完成させることができた点である。 

 

 

写真-8 完工後 

 
写真-7  近鉄線に対する防護設備 

 
図-7  完成断面図（パース） 
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図-1 大迫ダム位置図 

図-2 大迫ダム堤体断面図 

図-3 取水設備改修前 

 

供用中のダムにおける取水・放流設備改修の 
課題と対策 

 
 

大重 博幸 
 

近畿農政局 第二十津川紀の川農業水利事業建設所 施設機械課 

（〒638-0041奈良県吉野郡下市町下市798）. 

 

供用中のダムにおいて，取水設備及び放流設備の改修工事を実施するにあたり下流河川への

放流や農業用水用の貯水量の確保，施工期間中のドライ作業の確保，ダムの水位調整計画や他

機関との調整等様々な条件を考慮する必要があった． 
その条件及び課題に対する対策と検討結果を述べる． 

 

キーワード ダム，取水設備，放流設備  
 
 

1.  大迫ダム取水・放流設備の改修 

 
 奈良県吉野郡川上村にある大迫ダム（図-1）は，農業

用水及び上水道用水，発電用水を確保するため，1973年
（昭和48年）に完成した不等厚ドーム型アーチダムであ

り，有効貯水量は26,700千m3である（図-2）． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1)   取水設備改修の目的 
今回改修を予定している大迫ダム取水設備の現状

は，貯水位EL377.5m以下の有効貯水量約 10,000千m3は表

面取水するゲート施設がなく，EL377.5m 以下の取水は

L.W.L に設置された補助ゲートより行うこととなってい

る（図-3）． 
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図-5 放流設備改修箇所 

図-4 取水設備改修後 

 補助ゲートから取水された水は，年間を通じて低温で

かつ濁水放流となるため，農業水利上や河川環境上の問

題が発生することから，極力放流を控えてきた．しかし

ながら，近年の気候変動に伴い用水需要の集中する時期

に少雨傾向となっており，渇水調整の頻度が増加してい

ることから，大迫ダム全体の貯水量を有効活用する対策

が必要となった． 

 この対策として，低水取水ゲートを既設の取水設備に

追加してダム貯水量の有効利用を図れるように改修を実

施するものである（図-4）． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)   放流設備改修の目的 
 大迫ダムの放流設備は老朽化による錆や漏水が発生し

ており更新が必要な状況である． 

 また，治水安全度を向上させるため，放流能力を現行

の 20m3/sから 60m3/sに拡大する計画である． 

 なお，放流設備については，今回施工対象範囲（図-5）
を除き，2010年度までに施工済みである． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3)   改修工事の概要 

 本改修工事は，低水取水ゲート4門の新設，ベルマウ

ス管の改修，遮断ゲート戸当りの更新，補助ゲートスク

リーンの更新等を2011年7月から2012年6月までの3年国

債で行うものであり2011年7月8日に契約した． 

 
 

3.  改修工事の課題 

 

 本改修工事はダム湖内作業となることから，施工可

能な期間は非出水期の 10月 16日～6月 15日の 8ヶ月間

である． 

 また，大迫ダムを供用しながらの工事となることか

ら，かんがい用水の確保等が必要となり，効率的な施

工計画を立てる上でも，いかにダムの貯水位調整を行

うかが重要となる． 

 

(1)  ドライ作業の確保 

 放流設備の施工対象範囲であるベルマウス管，遮断ゲ

ート戸当り部の改修に当たっては，施工性，安全性，工

程等を検討した結果，取水塔内での作業をドライ作業と

する必要がある． 

 

(2)  下流河川の流量確保 

 大迫ダムの現況機能で下流河川への流量を確保する方

法としては，取水設備から取水し導水トンネルを経て放

流設備から放流するか，又は洪水吐ゲートから放流する

かのいずれかの方法があるが，導水トンネル内の作業を

考慮すれば，前者での作業は不可能である． 

 一方，洪水吐ゲートから放流する場合，クレスト高で

あるEL390.0m以上の貯水位が必要となり，取水塔内をド

ライとすると，約 40mの内外水位差が発生し，取水塔が

その水圧に耐えられないため，これも不可能である． 

 このことから，導水トンネルを使って取水しつつ取水

塔内でのドライ作業を可能とする対策が必要となった． 

 

(3)  かんがい用水の確保 

 ダムを供用しながらの工事であることから，貯水位の

降下はかんがい期が終了する 9月末からしかできず，取

水塔内がドライな状態となるのは 11月上旬である． 

 また，6月1日からのかんがい期に向けてかんがい用水

を確保する必要があるが，ダム貯水位を下げた状態から

かんがい用水の必要量を確保できる貯水位まで回復させ

るためには，1月初旬から貯水位を上げ始める必要があ

り，取水塔内での作業可能期間は1年当たり約2ヶ月間し

かなく，この条件で工程を算出すると完了までに6年を

要する．このため，作業可能期間を5ヶ月間程度確保し，

かつかんがい用水も確保できる対策が必要である． 
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図-7 仮放流管設置図 

図-6 仮締め切り設置図 

図-8 上澄取水装置設置図 

図-9 仮放流管据付工程図 

(4)  貯水位低下時の濁水対策 

 大迫ダムでは過去に貯水位低下に伴う濁水の発生が確

認されており，本改修工事により貯水位を低下させた場

合，濁水の発生が予想されることから濁水対策の検討も

必要となった． 

 

 

4.  課題に対する対策 

 

(1)   ドライ作業の確保 

 取水塔内でのドライ作業の確保については，取水塔

前面に仮締め切りを設置することで対応することとし

た．仮締め切りの構造については，作業時のダム貯水

位及び工法の組み合わせで複数の案を検討し，既設取

水塔の構造，施工性，経済性等を考慮した上で，実現

可能で最適な案として取水塔前面に高さ 10m の仮締め

切りを設置する案を選定した（図-6）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)   下流河川の流量確保 

 取水塔内での作業の施工性，作業員の安全等を確保し

ながら，下流河川への流量を確保するため，取水塔外側

から仮放流管により導水トンネル内に直接放流すること

とした． 

また，仮放流管の配置は，資機材等の搬入，水密性

の確保，仮締め切り越流時の仮放流管の保全等を考慮し，

取水塔側壁を削孔し仮放流管を設置することとした（図

-7）．口径に関しては，ベルマウス管溶接作業時のスペ

ース及び導水トンネルの流下能力からφ1,200mmとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)   かんがい用水の確保 

 大滝ダムは2011年12月から2012年6月まで試験湛水を

行っており，両者間で協議を行い，大迫ダムから試験湛

水への補給協力を実施し，2012年及び2013年のかんがい

期に大滝ダムからかんがい用水への補給協力を実施する

ことで，必要なかんがい用水を確保することとした． 

 

(4)   貯水位低下時の濁水対策 

 貯水位低下時の濁水対策としては，過去に大迫ダム貯

水位低下時に表層付近の濁りを軽減させる効果が確認さ

れている汚濁水拡散防止フェンスを設置し，更に図-8に
示す上澄取水装置により表層取水することで，ダム下流

への濁水放流を軽減させることとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.  施工計画における留意事項 

 4.で記述した対策に伴う施工計画を策定するに当た

り，この間，留意した事項について記述する． 

 

(1)   仮放流管の据付 

仮放流管の据付は，取水塔内での作業となることか

ら，取水設備での取水ができないため，クレストから

の放流となる． 

このため，潜水作業となり，工事工程を検討した結

果，仮放流管及び仮締め切りの据付で約 4 ヶ月を要す

ることから，仮放流管は設置したままの状態で 2 年目

のかんがい期を迎えることとなる．そこで，図-9 に示

すとおり取水塔内の仮放流管曲管部は，導水トンネル内

の通水阻害を防ぐため 2 年目に据え付けることとし，1
年目は取水塔側壁部及び導水トンネル内の配管のみを行

うこととした． 
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図-10 仮締め切り設置時取水イメージ図 

(2)   仮締め切りの据付 

 仮締め切りの据付についても，下流河川の流水確保

及び工事工程を考慮し 1 年目に潜水作業により実施す

ることとした．仮締め切り据付作業は，潜水作業員の

安全性，工程の短縮を図るため，仮放流管据付時の貯

水位（EL390.0m以上）から表面取水ゲートにより取水可

能な最低水位である EL377.5ｍ付近まで貯水位を低下さ

せた時点で着手することとした（図-10）．  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.  あとがき 

 
 これまで記述したとおり，大迫ダムの貯水位は本改

修工事の施工性，安全性，工程等に大きな影響を与え

るため，工事期間中の水位調整が非常に重要である． 

 非出水期であっても予期せぬ降雨等による水位の上昇

が想定されるため，あらかじめ 10 日間程度の作業中断

期間を見込んでいるが，長期に渡る降雨や想定以上の

降雨量となった場合，工程に遅れが生じることも想定

される． 

 このため大迫ダム管理所と密に連携し，流況の変化

や気象状況等について情報の提供を受け，迅速に対応

することで工程に遅れが生じないようにすることとす

る． 

 なお，昨年 9 月の台風 12 号の影響により，資機材の

搬路として予定していた国道 169 号線が斜面の崩壊に

より大型車両の通行ができなくなり，その他の道路に

ついても車両規制等により通行できなかったため，工

事の一時中止措置を実施した． 

その後，12月初旬に三重県側からの搬路について，

復旧の目処が立ち，また、国道169号線についても2012
年3月末に仮復旧が完了し現場着手が可能となった． 
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隣接家屋への影響を考慮した 

土留め工の設計と施工 
 
 

横守 伸彦1・三好 孝之2 
 

1､2近畿農政局 紀伊平野農業水利事業建設所 工事第三課 (〒649-6228和歌山県岩出市大町41-1) 

 

 本工事は、小田頭首工右岸から西へ流れる小田井連絡水路の開水路区間41.5mについて、2連PCボック

スカルバート(B2100×H2100×2連)により全面改修を行う工事であった．施工現場に隣接した左岸側の家

屋基礎の擁壁は構造的に不安定で、工事着手前から挙動が進行しており、家屋への影響を考慮しながらの

施工が必要であった．さらに矢板の打設位置からは、大塊のコンクリート殻が出現し、土留め工法の大幅

な変更を余儀なくされた．このような厳しい現場条件の中で検討し、実施した設計・施工について報告す

る．なお、工事は擁壁の挙動を観測しながら細心の注意を払って施工を進めた結果、家屋へ目立った影響

を与えることなく完成させることができた． 
 

キーワード 土留め工，隣接家屋，擁壁挙動調査  
 
 

1.  はじめに 
 
小田井水路は、紀州藩が大畑才蔵に命じて造らせた

農業用用水路の一つで、1707 年から約 20 年かけて完成

させたものである．その後、1965 年(昭和 40 年)頃から

約 10 年間かけ農林水産省等によりコンクリート製の用

水路に整備され、現在は全長約 30km の農業用用水路と

して、紀の川右岸の橋本市、かつらぎ町、紀の川市及び

岩出市に広がる 678ha の農地に農業用水を供給している． 

小田井連絡水路の高野口区間は、高野口町(現在は橋

本市)と農林水産省の共同工事により1990年度から1994

年度に実施された国営造成施設整備事業「紀の川地区」

(以下｢施設整備事業｣という)により、大部分(2,270m の

うち1996m)が改修された． 

当時、高野口町では都市化・混住化が進み生活雑排

水の混入が多くなり、小田井水路の維持管理に支障をき

たしていた．そこで施設整備事業により、用水路を暗渠

化して水路内の藻の発生を防ぎ、さらに町の公共下水道

計画と併せることで効果的に用排分離を行い、小田井水

路の維持管理を改善させた． 

橋本市内の小田井水路の改修状況を図-1 に示す．施

設整備事業完了時には全延長 2,270m のうち、273.8m を

残して用排分離された．その後、未改修区間は 2001 年

度から実施中の国営農業用水再編対策事業「大和紀伊平

野地区」に引継がれ、2010年度までに75.4mが改修され

た．2011 年度は、残り 198.4m のうち 41.5m の開水路区

間の改修を行った． 

 

 

図-1 橋本市内の小田井水路改修状況 

 

2011 年度改修区間は、左岸側に家屋が隣接連立し、

施工中の振動により家屋基礎の擁壁の倒壊が懸念される

現場であった．鋼矢板による土留め工法を計画していた

が、鋼矢板の打設前に試掘調査を行ったところ、水路の

背面に 1m3程の大塊のコンクリート殻が投棄されている

ことが判明した．これにより当初設計していた打設工法

では施工できなくなり、大幅な設計変更を余儀なくされ

た． 

本論文では、設計変更に当たっての土留め工法の比

較及び選定の過程と本現場で講じた隣接家屋への影響対

策について述べる． 
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2.  当初の施工計画 
 
(1)   周辺状況 
 本現場は写真-１に示すように、右岸側(写真左側)の

市道に対して左岸側には高さ2m程の重力式擁壁があり、

この上に家屋が建っている．擁壁の一部は水路側へ大き

く(約30㎝程度)傾いている．また、この擁壁下部にある

水路壁については目地がずれていることから、家屋の荷

重が水路にも影響を与えていることが想定される． 

 
(2)  土質及び地下水位 

 近傍の１地点でボーリング調査を実施した結果、深度

5.4m付近でN値が78となった。しかし、この深度のみ異

常値となったことから、玉石等に当たった異常値として

除外し、土留め工法の検討ではN値50以下(26～46)の砂

礫層とした．また、ボーリング孔から測定した地下水位

は、水路敷高より5.8m低いことが確認された． 

 

 

 

写真-1 施工区間全景(下流より) 

 
 
 

 
 
 

(3)  荷重条件及び施工手順 

荷重条件及び施工断面図を図-2 に、施工フロー図を

図-3に示す。 

本現場は右岸側の荷重に比べて、隣接家屋がある左

岸側には大きな荷重が作用する．そのため、一次埋戻

し・鋼矢板打設後の掘削時に左岸側の鋼矢板の変位が大

きくなり、隣接家屋に影響することが特に懸念された．

構造計算を行い変位量を算出した結果、鋼矢板は左岸側

が水路内側へ 40.00 ㎜、右岸側が水路外側へ 3.85 ㎜変

位する 1)．また、左岸側の鋼矢板は、引抜きによる擁壁

及び家屋への影響が懸念されるため存置することとし

た． 

鋼矢板の打設は、隣接家屋に考慮して無振動で打設

する必要があった．当初設計において N 値は 50 以下と

考えて、ウォーター・ジェットを併用した油圧注入で施

工することとしていた． 

 

 

 

 
図-2 荷重条件及び施工断面図 
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3.  コンクリート殻の出現による工法変更 

 

(1)  試掘調査 

2011年12月5日から水路内の一次埋戻しを開始し、12

月7日には右岸側の鋼矢板打設位置を試掘して、地質状

況の確認を行った．その結果、写真-2のような1m3程の

コンクリート殻が、水路壁の背面に投棄されていること

が確認された．その後、右岸市道に影響を与えない範囲

で水路壁に沿って試掘を行った．また、左岸側も隣接家

屋に影響のない範囲で確認を行った結果、左右岸共にコ

ンクリート殻が確認された． 

 

(2)  土留め工法の再検討 

 水路壁の背面にコンクリート殻があるため、ウォータ

ー・ジェットを併用した油圧注入での鋼矢板打設が困難

となった．そこで本現場で採用が可能と考えられるプレ

ボーリング式親杭横矢板工法、硬質地盤クリア工法、ロ

ックオーガ先行掘削＋アースオーガ併用油圧注入工法の 

 

 

写真-2 試掘調査で確認されたコンクリート殻 

3 種類の工法について検討した．各工法の概要及び検討

結果を表-1に示す． 

検討の結果、水路線形を変更する必要があること、

工期が長くなることが欠点であったものの、施工の確実

性が高いロックオーガによる先行掘削の後、鋼矢板をア

ースオーガ併用油圧注入する工法を採用することとした． 

 

 

4.  隣接家屋への影響を考慮した施工 

 

(1)  施工前の擁壁挙動調査 

 関係者からの聞取り調査から家屋基礎の擁壁は、施工

着手前から水路側へ大きく傾き、挙動が今なお進行して

いる可能性があった．そこで写真-3に示すように、工事

着手前から継続的に擁壁の目地開きを計測することで、

挙動調査を行った．なお測点は写真-3に示す2点とした。 

 

 

 

 

写真-3 試掘調査で確認されたコンクリート殻 

 

測点① 

測点② 不動点 

工法 プレボーリング式親杭横矢板工法 硬質地盤クリア工法
ロックオーガ先行掘削

　＋アースオーガ併用油圧注入

施工写真

工法概要

　杭打機に装備したアースオーガによって一定間隔で削孔し、杭の
支持層となる深さまで達した時点で根固め液（セメントミルク）を
注入、アースオーガを引抜き後に親杭としてH鋼を建て込んで沈設
する。その後掘削の進行と共に、親杭間に横矢板として木矢板や鋼
矢板をはめ込んでいく工法。地下水位が掘削深以下の場合に採用で
きる。

　既に打込んだ鋼矢板を掴んで反力とした圧入機により鋼矢板を建
込む。鋼矢板とオーガを連動させながら、オーガで鋼矢板先端部の
硬質層を掘削することによって、圧入抵抗力を減少させて圧入する
工法。

　鋼矢板打設の前に鋼矢板幅より大きなケーシングのロックオーガ
にて先行掘削する。掘削完了後、オーガスクリューのみ引抜くこと
で、粉砕したコンクリート塊や玉石を除去する。ケーシングを引き
抜く際は、ケーシングにある穴から埋戻土の投入を行い、再度挿入
したオーガスクリューを逆回転させることで掘削孔の埋戻しと締固
めを行う。先行掘削の後、アースオーガを併用して鋼矢板の圧入を
行う工法。

　地下水位(GL =57.46m)が掘削深(GL =62.86m)より深いことから本
現場での採用を検討したが、横矢板をはめ込む際にコンクリート殻
のはつり作業、もしくは撤去が必要となる。はつり作業時にコンク
リート殻の落下による危険性を伴うことと、撤去した場合に矢板背
面に大きな空洞が生じてしまい、市道や宅地擁壁に影響を与える可
能性がある。よって、施工の安全性及び周辺への影響から本現場で
の採用は不可と判断した。

　N値180まで対応しており、コンクリート構造物がある地盤でも
施工可能である。しかし、今回のように大塊コンクリート殻が散乱
している地盤の場合、打設位置が大きく偏心する可能性が高いた
め、施工の確実性が保証されない。よって、施工性から本現場での
採用は不可と判断した。

　ロックオーガで水路底1mまでの先行掘削により、コンクリート殻
を確実に除去することが可能である。ただし、先行掘削した後に矢
板の圧入を行うため、工程が長くなる。また、ロックオーガでの先
行掘削を左岸側の家屋擁壁と既設水路壁との離隔で行うことが不可
能なため、鋼矢板打設位置及び水路線形を既設水路内側へ変更する
必要がある。
　工期算定した結果、通水に影響がないと確認できた。また、水路
線形を変更しても取付工で対応可能であり、用地境界も侵さないこ
とが確認できたため、本現場での採用を決定した。

× × ○

検討結果

削孔状況 H鋼建て込み状況 先行掘削状況 圧入状況圧入状況 圧入状況

表-1 土留め工法の概要及び検討結果 

既設水路壁 
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調査結果を図-4に示す。①に示すように、9月頃から

目地開きが大きくなっていることが確認された．原因と

しては、8月25日の台風12号による降雨の影響があった

と考えられる．その後、②に示すように、小田井水路の

通水停止後から目地開きの広がりが速まったが、水路内

の一次埋戻しを行ったところ、③ ④に示すように、挙

動は収束している．従って、水路内の用水の水圧により、

水路壁及び擁壁の挙動が抑制されていたと想定できる．  

 

 (2)  施工中の擁壁挙動調査 

 施工中も継続して家屋基礎の擁壁及び鋼矢板の変位量

を計測することで、施工による影響の有無を確認しなが

ら慎重に施工を進めることとした．  

施工中の調査結果を図-5に示す．先述のとおり、一次

埋戻し後は擁壁の挙動は収束していたが、矢板打設中の

2月13日から再び挙動が確認された．矢板打設による影

響が考えられたが、擁壁に隣接した箇所への矢板打設は

2月6日の計測までに完了しており、矢板打設による影響

図-4 隣接家屋の擁壁挙動調査結果(施工前から先行掘削まで） 
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図-5 隣接家屋擁壁及び鋼矢板の挙動調査結果 
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は小さいと考えられる．原因としては、2月7日に降雨量

が65.5mm/日の降雨があり、雨水による影響で1次埋戻し

土が緩んだことが想定される．その後、後述する対策を

行い施工した結果、着工前からの変位量は最終的に20～

24mmにとどまっている．なお、施工時における挙動調査

の測点は写真-4に示す擁壁と矢板の各3点で実施した． 

 
(3)  施工における対策 

a) 土圧による対策 

水路内側からの土圧により擁壁の挙動の進行を抑制

するために、一次埋戻しの施工を傾きが進行している家

屋擁壁の区間から開始した．さらに、一次埋戻しは市道

地盤高までであったが、家屋擁壁は市道地盤よりも高い

ため、写真-5 に示すように、一次埋戻後に家屋基礎の

擁壁前面に大型土のうによる仮押さえを12月 16日行っ

た．また、2 月 20 日の計測で大きな挙動が確認された

ため、2月21日大型土のうの増設を行った． 

b) 土留め工の構造変更 

鋼矢板の変位を抑制するため、図-6 に示すように土

留め工の構造変更を行った．変更内容は当初設計では 1

段だった切梁を2段に変更し、底版は底梁として水路本

体の基礎を兼ねたコンクリート打設(t=150mm)を行っ

た．施工手順としては、2 段切梁設置後、基礎面まで掘

削を行い、底版コンクリート打設・養生を行う．底版コ

ンクリートが強度を発揮した段階でボックスカルバート

設置に支障となる2段目切梁を撤去することとした． 

この構造変更により、構造計算上の鋼矢板変位量は

左岸側が水路内側へ 18.7 ㎜(当初 40.00 ㎜)、右岸側が

水路外側へ2.79㎜(当初3.85㎜)となる． 

c) 地盤改良 

鋼矢板周辺の地盤の緩みを抑制するために、存置す

る左岸側の鋼矢板打設時にセメントミルク注入により地

盤改良を行った． 

 

(4)  施工における対策の効果 

 4(3)の対策を行った結果、図-5に示すとおり一次埋戻

しを行って大型土のうを設置した後は、2月7日の豪雨が

あるまでは擁壁の挙動が安定していたことから、対策a)

の効果があったと考えられる．また、特に隣接家屋への

影響が懸念された2月28日から3月13日までの掘削及び既

設水路撤去期間の擁壁挙動は約3mmとごくわずかに抑え

られており、対策b)の切梁増設等による土留め工の構造

変更の効果が大きかったと考えられる．また、構造計算

による左岸鋼矢板の変位量18.7㎜に対して実測値は5～

6mmと小さくなっており、対策c)のセメントミルクによ

る地盤改良の効果もあったと考えられる。 

写真-4 施工中の調査測点 

 

 

 

写真-5 大型土のう設置状況 

 

 

AsAsAs

K K

8
0
0
0

鋼矢板  型(引抜)

L=8.0m

8
5
0
0

腹起し

3
.
0
m
以
上

鋼矢板  型(残置)

L=8.5m

6000

切梁

市道

家屋

擁壁

 

図-6 土留め構造(変更後) 
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5.  おわりに 

 
本現場は、施工着手前から既に傾きの進行している

家屋基礎の擁壁に隣接しており、施工に細心の注意が必

要であった．さらに大塊のコンクリート殻の出現によ

り、当初想定していた工法、水路線形及び仮設構造の変

更対応を早急に迫られることとなり、非常に課題の多い

現場であった．本現場では施工着手前から家屋の擁壁の

挙動を継続して調査を行い、その結果を基に随時対策を

講じることにより、隣接家屋への影響を最小限にして施

工を進めることができた．また、土留め工法の変更によ

り工期延長が必要となったが、工期短縮を考慮した施工

機種の選定を行うことで、通水期間に影響を与えること

なく完成させることができた． 

家屋に隣接した施工現場は多いことから、本論文で

報告した対策が少しでも参考になれば幸いである． 
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